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はじめに

この報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条の規定に基づ

き、教育に関する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価を行い、「学
識経験者などあ意見を付してまとめたものです。

本報告書を議会に提出するとともに、公表することにより、市民の皆様への説
明責任を果たし、市民の皆様に信頼される教育行政を推進してまいります。
また、本報告書を作成するにあたり、平成28年度から令和2年度までの5年間
を計画期間とする Tつくば市教育プラン」の進行管理を併せて行つており、計画
の着実な推進を図つています。

【参考】 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
(教育に関する事務の管理及び夢t行の状況の,点検及び評価等) 

´

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務 (前条第 1項の規定により
教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務 (同条第4項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。)を含む1)の管理及び幸九行の状況
tlついて点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。

写 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験
を有する者の知見の活用を図るものとする。
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1教育委員会の活動状況
(1)教育委員

(2)教育委員会の開催状況(令和2年4月 1日｀令和3年 3月 31日 )

(3)教育委員会審議案件

職名 氏名 任期

教育長 森田 充 令和元年12月 25日 ～令和4年12月 24日

教育長職務代理者 柳瀬 敬 平成29年 12月 25日 え令和3年 12月 24日

教育委員 倉田 廣之 平成30年 4月 1口 ～ 令和4年3月 31日

教育委員 和泉 なおこ 令和2年 12月 25日 ～令和6年 12月 24日

教育委員 成島 美穂 令和2年 12月 25日～令和6年 12月 24日

開催 日 委員会 議案件数 報告件数

令和2年4月 27日 令和2年4月 定例会 2 2

令和2年5月 27日 5月 定例会 3 3

令和2年6月 25日 6月 定例会 4 0

令和2年7月 30日 7月 定例会 2 8

令和2年8月 27日 8月 定例会 8 1

令和2年9月 29日 9月 定例会 3 4

令和π年10月 30日 10月 定例会 4 3

令和2年 11月 25日 11月 定例会 3 0

令琴日2年 12月 24日 12月 定例会 0 2

令不日3年 1月 25口 令和3年 1月 臨時会 2 0

令不日3年 1月 28日 1月 定例会 1 5

令和3年2月 26日 2月 定例会 5 1

令和3年 3月 15日 3月 臨時会 4 1

令和3年 3月 31日 3月 定例会 12 1

計△
′日

48 31

審議日 内容 審議結果

令和2年4月 27日 議案第31号
学校事務共同実施グループにおける総括グ
ループ長及び副総括グィレープ長の任命につい
て

原案可決

議案第32号
令和2年度学校事務共同実施協議会構成員の
ヤ旨名について 原案可決

報告第■号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第12号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

令和2年5月 27日 議案第38号
教育に関する事務に係る議案に対する意見に
ついて 原案可決

議案第34号
つくば市奨学生選考委員会委員の任命につい
て 原案可決

議案第35号
つくば市いじめ問題専門委員会委員の任命に
ついて 原案可決
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審議日 内容 審議結果

令和2年 5月 27日 報告第13号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
つVヽて            ,

報告第14号
臨時に代理した事務の管理及ひ執行の状況に
ついて

報告第15号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

令和2年6月 25日 議案第36号 つくば市教育支援委員会委員の任免にっいて 原案可決

議案第37号
つくば市文化財保護審議会委員の任命につい

て
原案可決

議案第38号 つくば市図書館協議会委員の任命について 原案可決

議案第39号
つくば市小学校、中学校及び義務教育学校管
理規則の一部を改正する規則について

原案可決

令和2年7月 30日 議案第40号 つくば市社会教育委員の委嘱について 原案可決

議案第41号 教科用図書の採択について 原案可決

報告第16号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第17号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第18号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第19号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第20号
つくば市生涯学習審議委員の委嘱の報告につ

いて            「

報告第21号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて｀

報告第22号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第23号
臨時に代理した事務σ)管理及び執行の状況に
ついて

令下日2各18月 27口 議案第42号
つくば市教育委員会公印規則の一部を改正す

る規則について         ' 原案可入

議案第43号 教育財産の取得の申出について 原案可決

議案第44号 教育財産の取得の申出について 原案可決

報告第24号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて              |
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審議日 内容 審議結果

令和2年9月 29日 議案第45号 教育財産の取得の申出について 原案可決

議案第46号 図書館協議会委員の任命にういて 原案可決

議案第47号 つくば市学区審議会委員の任命について 原案可決

報告第25号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて   ヽ

報告第26号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第27号
「第3期
fく
ば市教育振興

〒
本計画」の

常
組み ′

報告第28号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
つセヽて

.令和2年 10月 30日 議案第48号 教育財産の取得の申出について 原案可決

議案第49号
つくば市教育委員会の権限に属する事務の補
助執行に関する規則の一部を改正する規則に
ついて             ′

原案可決

議案第50号
つくば市教育委員会事務決裁規程の一部改正
について 、 原案可決

議案第51号 つくば市教育委員会職員の分限処分について 原案可決

報告第29号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて            ,

報告第30号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第31号
「第3期つくイず市教育振興基本計画」の枠組み
(案 )について   !    

′

令和2年 11月 25日 議案第52号
づくば市立学校給食センター運営審議会委員
の任命にっいて 原案可決

議案第53号
令和2年度つくば市二般会計予算案(12月 結
正)に関する意見の申出について 原案可決

議案第54号
教育に関する事務の管理及び執行の状況の,煮
検及び評価について 原案可決

令和2年 12月 24日 報告第32号
臨時に代理した事務の管理及び執行め状況に
ついて           ′

報告第33号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

令和3年 1月 25日 議案第1号 市長の権限に属する事務の委任について 原案可決

議案第2号
教育委員会の権限に属する事務の委任につい
て 原案可決
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審議日 内容 審議結果

令和3年 1月 28口 議案第3号 社会教育委員の委嘱について 原案可決

報告第1号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

報告第2号
令和2年度つくば市立中央図書館の臨時休館
等について

報告第3号
令和3年度つくば市立中央図書館の体館日等
について

報告第4号
第3期つくば市教育振興基本計画(案 )のパブ

リックコメントの実施にういて

報告第5号
っくば市学校給食センター整備方針 (案)のパ
ブリックコメントめ実施について

令不日3年2月 26日 議案第4号
つくば市学校給食費の取扱い等に関する規則
の下部を改正する規則について

原案可決

議案第5号
つくば市教育委員会障害者活躍推進計画の策

定について
原案可決

議案第6号
つくば市教育委員会公印規員はの一部を改正す

る規則について
原案可決

議案第7号
史跡平沢官衡遺跡保存活用計に由l‐の策定につい

て
原案可決

議案第8号
議会の議決を経るべき事件の議案の作成に係
る意見について

原案可決

報告第6号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ういて

令和8年 3月 15ロ 議案第9号 県費負担教職員の人事異動内示について 原案可決

議案第10号
つくば市教育局職員 (幼稚園)の人事異動内示

について
原案可決

議案第11号
第3期つくば市教育振興基本計画の策定につ
いて

原案可決

議案第12号 市長の権限に属する事務の委任について 原案可決

報告第7号
臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて

令和3年 3月 31日 議案第13号
つくイず市教育委員会奨学金支給規則の一部を

改正する規則について
原案可決

議案第14号
つくば市立幼稚園管理規則の一部を改正する

規則について
原案可決

議案第15号
つくば市立小学校、中学校及び義務教育学校

管理規則の
二部を改正する規則について

原案可決

議案第16号
つくば市教育委員会行政組織規則の一部を改
正する規則について

原案可決
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審議日 内容 審議結果

議案第17号
つくば市教育委員会の権限に属する事務の委
任及び代理に関する規則の一部を改正する規
則について

原案可決

議案第18号
つくば市学校給食センター整備方針の策定及
び公表について 原案可決

議案第19号 学校医の委口属について 原案可決

議案第20号 学校歯科医の委嘱について 原案可決

議案第21号 学校医の退職について 原案可決

議案第22号 学校歯科慶の退職について 原案可決

議案第23号
つくば市立小学校、中学校及び義務教育学校
に勤務する職員の勤務時間等に関する規程に
ついて

原案可決

議案第24号 指定代理人の指定の解除について 原案可決

,報告第8号 臨時に代理した事務の管理及び執行の状況に
ついて       (

工5-



2教育委員会の点検及び評価

(1)点検及び評価の方法

紹 暑 鮪 線 智 獄 穏 継 猪 $:懇 尋斃 甥 皐溌 :駆瑯 羅 騒 掃紹 済
る14の施策と、それに属さないものを対象として、実施事業の点検結果及び計画に掲げる指標の達成状況

をもとに施策の達成状況について、評価を行いましたざ

｀
≪施策の評価 ≫

施策の評価については、その目的における達成状況を以下の4つの観点で評価を行い、評価に至る主な

成果、今後の課題を記しています。

1目的を達成できた

2目 的を概ね達成できた

3目的達成にさらなる取組を要する

4目的を達成できなかった

②〕く検及び評価にあたつては、客観
tl生を確保するため、教育に関して学識経験を有する方々に御意見・

御提言をいただいています。

【学識経験者等】

No. 氏  名 所  属 等

1 加藤 崇英 茨城大学大学院教育学研究科 教授

2 岡野 光浩 つくば市学校長会会長

3 藤 照子 つくば市幼稚園長会会長

4 金谷 弦 うくば市PTA連絡協議会会長

-6-



(2)施策評価シートの見方

施策評価シート

令和2年度

「 基本自様1

基本方針 1

第2期つくば市教育プランに掲げる各施策、主な取組内容
施策 1

●主な取組内容

指標目4票

目標値 H23 H29 H30 Rl R2

第2期つく|ず市教育プランに設定した指数日標の項目、日標値、実績

意見・提言等

事務事業名
1・響華|

買 (※ ) 担当課名 評価

η施策ごとの事務事業名の一覧、掲載頁、担当課名、評価
・評価 1目的を達成できた        2目 的を概ね達成できた

0目的達成にさらなる取組を要す  4目 的を達成できなかった

帝(※)複数の「事業の位置づけJに該当する場合tその'頁数を併記していま
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(3)つくば市教育プランに掲げる14の施策

基本理念 未来をひらく、やさしく、しなやかで、たくましい、幼児口児童日生徒の育成

基本目標 基本方針 施策 主な取組

基本目標 1
社会を「生き抜く力」を
育む

基本方針4
未来に羽ばたく力を育
む

基本方針2
豊かな心と健やかな体
を育む     ｀

施策1

確かな学力とつくば次
世代型スキルを育む
教育の充実

施策2
幼児教育の充実

施策 1
豊かな心を育む教育
の充実

施策2
健やかな体の育成

f魅力ある授業の展開
・幼保小中高の連携
,新しい時代に対応した教育の推進
・地域人材の活用

,学び
・幼児 ズな移行の推

進
・幼稚園・家庭・地域の連携による教育力の向上

・説書
,伝統・文化等 の推進
・いじめを防止する取組の充実 (

.曇盤簸暮継 誨奏象育の推進
学校保健の充実
運動部活動への支援充実

基本方針3
だれもが輝く教育を推
進する

施索1,
一人一人の■―ズに
対応した教育の推進

・特別支援教育の充実
・帰国・外国人児童生徒への支援

施策2
教育相談体制の充実

・軍穫顕齋て肩耳る藤々な教育問題に対する教育相
談の充実
・不登検対策の充実

基本目標2
教育環境の整韓を図
り、質の高い教育を推
進する

基本方針4
信頼される教職員を育
成する !

施策1
教職員の資質能力の
向上

施無2
教職員が子供と向き
合う時間の確保

研修の充実
の人材育成と学検組織の活性化
のメンタルヘルスケアの充実

「界蔀天訂あ落肩
~~

:サポエトスタッフo充実
・被務の効率化の推進

基本方霊+5
教育環境を充実する

施策1
学校施設H教育用備
品等の充実

施策2
学校の安全体制の確
立

施策3
学校等の適正習己置

施策4
学校給食の充実

`通学の安全確保
・放課後の子供の居場所づくり

・学校等の適正配置
と跡地利用の検討

:呂子校語蒻 ―の整備
~

安全と安心な学校給食の提供

彗爾景癖解性どい止
社会全体で子供を育む

基本方針6
学校・家庭・地域の連
携・協働による教育を
推進する

施策1
地域の人材と協働し
た学校づくり

家 力の向上

基本方針7
つく|よの特性をいかし
た教育を推進する

施策1
つくばの特性を
た教育の推進

いかし弟粂群堅花尊躍触
都れ市浮解智篇整ぜ|し1教

育の
晋
進

ラ8,



施策評価シートにおける各事業の実施状況について精査した結果、つくば市
の教育に関する事務の管理及び執行の状況について、おおむね適切に事業が実
施されたことが確認された。
周知っように、令和2年度は、新型コロナタイルス感染症の拡大という未曾有
の事態に見舞われることとなつた。学校教育においては、令不日元年度末の全国一
斉休校をはじめ、その後も臨時休校や分散登校など、これまでにない対応が様々
に必要となろた。こうした学校現場の困難に際しで、つくば市の教育行政が適切
に姑応したことも令和2年度の施策評価シートから確認することができた。
つくば市教育委員会が実施する多くの事業について適切に実施されたことが
全体として評価できるといえるが、ここでは主に以下の三点を指摘したい。
第一に、前述したように新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う様々な影響
について、適切に諸対策を講じて実施したことであるもこの状況にあつて事業に
よつては、縮小あるいは中止せぎるを得なかったものもあつたが、教育行政とし
て可能な限り、教育活動の支援を行つたことが評価できる。またコロチ禍におい
て特にICT環境に関する整備が求められたといえるが、いわゆるGIGAスクー
″構想としての取り組みについても適切に実施することができた。さらに、家計
の急変に見舞われた家庭への支援なども評価できる。
第二に、学校・社会教育関係施設の管理。維持についてである。これについて
は、今後も児童。生徒増が見込まれることから新たな学校建設の計画も進められ
ている。

'人
口増加の地域を抱えるなか、今後もこれらの課題の重要性は高まると

思われる9適切に計画を進めていただきたい。
第二に、市配置の職員等に関して評価できる。昨年度 (令和元年度)か ら実施
されたスクールノ■シャルワ▼カーの配置等、特色ある取組として評価できる。
引き続き努力いただきたい。
すでに述べたように、新型コ歯ナウイルス感染症の影響から、令和2年度は例
年と異なる例外的な状況にあったことは否めない。その意味で事業経費に関し
ては、例年と同様の評価を下すことは難しい面もあるといえる。しかし、今後は、
こうしたコロナ禍における経験を活かし、適切な計画と有効な経費の活用が求
められる。

なお課題は以下の三′点を指摘したい。第下に、執行率が低い事業に関する適切
な見直し。第二に、引き続き、コロナウイルス感染症の影響が懸念される内容に
紺する支援。第二に、コ遺ナ禍で印象が薄れがちであるが、令和 2・ 3年度から
の小学校ヨ中学校における新学習指導要領の実施状況の把握であり、これに対す
る支援である。
いずれにしても、今後も一層つくば市民の歩白ヒ様の教育期待に応えて取組を進
めていただきたい。

○ 教育委員会の点検及び評価に関する総合的な所見

茨城大学大学院教育学研究科 教授 加藤崇英
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施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記しています。

基本目標 1 社会を「生き抜く力」を育む

基本アj針 1 未来に羽ばたく力を育む

施策 4 確かな学力とつくば次世代型スキルを育む多女育の充実

主な耳又組内容

`魅力ある授業の展開

・幼保小中高の連携

・新しい時代に対応した教育の推進

・地域人材の活用

指標目標

項 目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業筈 支出済額
(千円) 買 (※ ) 担当課名 評価

つくばスタイル科振興に要する経費 596 13 総合教育研究所 1

意見・梶言等

・児童生徒にブレゼンテーションの機会が多く設定
信力や表現力の向上を図るための施策の充実に期待

されているとのこと。◆後も発
する。

・プレゼンテーションコンテストの決勝大会をオンライン方式にしたのは良いこと
だと思う。コロナ禍がⅢ又束したあとも、オンライン配信を併用することで多くの小
中学生が学校にいながら見ることが出来るため、継続してほしい。

。「環境かるた大会」など、新型コロナウイルス感染症の影響で中止となった行事
もあったが、研修会や講演などにより、学習内容の充実を図ることができたことが
評価できる。
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事業名 :つくばスタイル科振興に る経費 教育局 総合教育研究所
事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む

-1確かな学力とつくばの次世代型スキルを育む教育の充実

基本目標

1-1

未来に羽ばたく力を育む基本方針 1-1

5961

1,255-

△ 659

度

額

△ 901 △ 827

補正 充 用 額

△ 901 1,10

1,936

婆初予算額
年度款 項

53.8

64.8

年
越

一
|(単位 :千円)

度
額
年
越
次
繰

2,010

1,9861

本年 |

予 算 現 額

10010224前年 |
歩ヒ竜交

繰

一

前々年度 3,046 3,046 2,302 75,6

(単位
報償費 需用費 480

臨

・つくばスタイァレ科での学習成果を児童・生徒がスタディノエ トを使用してまとめ、電子黒板等に映
し出してプレゼンテーションを行 う。
・各学校の校内審査を経て選出された学校代表作品による決勝大会を実施する。

【成果】
・学びの場にプレゼンテーションの機会が多く晃供されたことで、児童 。生徒の発信力や表現力の向
上を図つた。
・決勝大会について、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンライン方式に変更したこと
により(各学校で大会の模様が視聴可能となり、新しい開催スタイルの可能性を見出した。

2つ くばスタイル科の振興事業
・各学校に勤務する教職員をメンバーとする「つくばスタイル科ワーキンググループJを編成し、単
元プランの作成 。見直しを実施するとともに、その成果を「つくばスタイル科単元プラン集」として
取りまとめ、本教科で実施すべき内容を各学校へ周知する。
・児童・生徒の乗境へめ意識向上を図るため、「環境かるた大会」を開催する。

【成果】
・ワーキンググループの研修会を開催し、単元プランの随時見直しや学習内容を図つた。
・つくばスタイル科の授業に各種専門家の講演等を取り入れ、学習内容の充実を図つた。
・「環境かるた大会」は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため開催中止とした。

及

1 小中学校プレゼンターションコンテス ト事業

事
業

の
課
題
及
び
改
善
点

評

価

つくばスタイル科振興事業について、小中一貫教育の成熟期を終えたことやt新学習指導要領の施行を受け内容の
見直しの必要に伴い、ワ下キンググルエプの活動をより活発にし、新しい単元を構想していく必要がある。
補正予算について、研修会等の中止・開催方法変更により報償費等の減 (△ 236千円)、 全イベントの中止・開催方
法変更により使用料及び賃借料 (馬主車場、自動車賃借料)の減 (381千円)、 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い
つくばスタイル科学園事業における報償費等の減 (△ 284千円)を計上した。

1 目的を達成できた
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施策評価シート

令不□2年度

・評価  H 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなか1った

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記しています。

基本目標 1 社会を「生き抜く力」を育む

基本廊針 1 未来に羽ばたく力を育む

施策2 幼児教育の充実

主な取組内容

:学びに向かう力を育む幼児孝女育

・幼児孝女育から小学校教育へのスムーズな移行の推進

・幼稚園・家庭・地域の連携による孝女育力の向上

指標目標
項 目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業名 支出済額
(千円) 買 (※) 担当課名 評価

幼保小連携教育推進に要する経費 910 17 学務課 1

幼稚園管理運営に要する経費 78,640 18 学務課 1

意見・提言等

・幼児と児童との交流を図ると同時に、教員 (保育士)向fの交流を充実させるこ
とで、情報を共有し、円滑に就学できることを期待する。

・インターネット環境をより整えてオンラインでの交流ズ〕ヾ促進されていくと良い。

・私立幼保施設から′ム`立小学校への進学数もかなり多いと思うので、その間の連携
(交流事業の実施)がきちんと出来ているのかが気になつた。

・幼保小連携教育に関する事業では、新型コロナウイルス感染症の影響のなかでも
オンラインを活用した交流を実施するなど、取組みが評価できる。隣接していない
小学校、幼稚園、保育園との交流について、◆後を検討するうえでも、対面とオン
ラインの併用などtヒントとなるような取組みもあったのではないか。なお、幼稚
園通園ノヾス運行事業については適切に実施されている。

-15-



-16-



事業名 :幼保小連携教育推進に する経費 教育局 学務課
基本 目標

基本方針

事業の
位置づ
け 施策

卜1未来に羽ばたく力を育む
卜2幼児教育の充実

」1

1-

事

業 支 曲 済 額

910.

年度

990

款 項 目 補正予算額 流充 用 額 予算現額
年
越
前
繰

91.9

02 52

△ 41

繰

990 990

990

当初予算額
(単位 :千円)

度
額
．

執行率
(%)

96.0

度
額
年
越

【参考】前々年度 9901 990 1       9601    96.9

需用費

出

概要及び成果
1 幼保小連携教育推進事業
幼稚園、保育所及び小学校が連携 して交流事業などを実施する。    i   

′

【成果】        
｀

幼児が児童や小学校教員と交流することで、小学校入学への不安感が軽減できた。また、幼児施設及
び小学校の教員が、相互の課題を共有し検討することによって、幼保小連携に対する意識の高揚が図
られた。

(1)小学校の運動会練習の見学や花壇の整備等を実施、また幼稚園児 。保育所児童と小学生とのオン

ラインによる交流を行った。

(2)幼稚園教諭、保育士、小学校教員間での交流を規模を縮小して実施し、新二年生になる子どもた
ちの様子を共有することができた。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価

小学校と幼稚園・保育所等が隣接していない場合の交通手段の確保が難しい。またて私立幼稚園・保育園について
は、日程等が合わない場合が多く、実施するのが難しい。

1 目的を達成できた
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事業名 :幼稚薗管理 に る経費 教育局 学務課

事業の
位置づ
け ―卜2幼児教育の充実

標 1

1-1未来に羽ばたく力を

予 算 現 額 支 出:済

1004101112

目 年度 繰越額

7 15△

03,31 1

27△ 539

補正予算額 流 充 用 額

7,879
6559 1 路03,1

△

々

8,091‐

2901
T~」硯615「 輪 話員薄八費 :~ 6,120

負 32
役務費25,

及び交付金

~~需
用費

通園バス運転業務委託 (筑波幼稚園・谷田部幼稚園
。上郷

稚園・岩崎幼稚園 。大穂幼稚園・桜幼稚園の9園 )
【成果】          I
市立幼稚園のうち9園でバスを運行したことで、園児の登下校の安全を確保することができた。

2Υ払力稚園管理蓮膏革乗
幼稚園管理及び環境整備のための消耗品等の購入
【成果】
必要に応じた消耗品等を購入し、適切な幼稚園管理ができた。

幼稚園・島名幼稚園・桜南幼稚園・高崎幼
1 幼稚園通園バ不運行事業

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

バスの老朽化(大穂幼稚園)に伴い、新規員蕎入の検討が必要である。なお、令和2年度予算の減額については、令

和元年度予算には幼稚園バス2台分の購入費が計上されているが、令和2年度には幼稚園バス購入費の予算計

上がなかった為である。

評

価
電 目的を達成できた
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基本目標 1 社会を「生き抜く力」!を育む

基本方金+2 豊かな心と健やかな体を育む

施策 4 豊かな心を育む孝女育の充実

主な取組内容

・道徳教育の推進

。人権教育の推進

・情操孝女育の推進

・読書活動の推進

・伝統・文イヒ等に触れる教育の推進

・いじめを防止する取組の充実

施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記しています。

指標目標
項 目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業名
支出済額
(千円) 更 (※ ) 担当課名 評価

学校教育活動支援・助成に要する経費 4,208 21,(35),(10司 ) 教育総務課 1

教育総務に要する経費 11,612 22,(125) 教育総務課 1

公用車管理に要する経費 4,538 24 教育総務課 1

地功改善対策に要する経費 3,542 25 生涯学習推進課 1

意見・提言等

・コロナ禍による芸術鑑賞会や各種大会の中止に伴う執行残は残念だが、やむをえ
ない。

・前年にヨ|き続き、各事業が適切に実施されている。新型コロナウイルス感染症の
影響でバスの稼l動日が減うているが、可能な範囲で実施されている。
なお、「教育総務に要する経費」 (22～23頁)については、性質上、致し方な
い面もあるが、性格の異なる、やや雑多な事業が混在している印象がある。◆後、
事業施策のまとまりについて検討し、区分を設けて見やすくしてほしい。
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事業名 :学校教育活動支援 。助成に要する経費 教育局 教育総務課

基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け

施策

1社会を「生き抜く力」を育む、
2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

1-2-1豊かな心を育む教育の充実、1-22健やかな体の育成、 2-5-2学校の安全体制の確立

豊かな心と健やかな身体を育む 25教 育環境を充実する21

執行率

(0/0)

57.1

82.6

1目

歩ヒ車交

当初予算額事 前 度年 年 度項款 年度 正補 用充 予流予算額 額 出支 額済業 千 )関(単位 額越繰 越 額

10本年 7△ 7 208

02 1 51 554 55, 42△ 726前年

△ 446 7△ 7 △ 8 038 5 8△1 42

【参考】前々年度 15,5591 14,265    80.53821  1,7821  17,7231
節別支出済額 (単位 :千田)

報償費   |
使用料及び賃借料|

943 需用費
負担金補助及び交付金209 2,2811

2003671  役務費 2081  委託料

評
価

1 豊かな心育成事業
学園単位で芸術鑑賞会等の情操教育事業を実施するとともに、か加する児童生徒の交流会等を補助す
る。また、6年生を対象として、舞台芸術鑑賞事業を実施する。

【成果】
今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で児童生徒の芸術鑑賞の機会の確保が危ぶまれたが、
5学園においては事業が実施でき、児童生徒の豊かな人間性を育むことができた。
一方で、同感染症の影響から、例年1月 に実施していた6年生を対象にした劇団四季による無料での舞
台芸術鑑賞事業については、劇団側の都合により中止となった。
2 グストティーチャーと連携した体育の専門的な指導事業
ゲストティーチャーとして、NPO法人つくばFCの コーチングスタッフ (日 本サラカー協会公認指導者
)及び トレジムつくばのスタンフを、希望のあつた小学校及び義務教育学校に派遣し、専門的な見地
から子どもたちの指導を行う。

【成果】
今年度は、新型ヨロナウイルス感染症の影響もあり、つくばFCに よる指導は8校、 トレジムつくばに
よる指導は1校 と、対前年度比で13校減となった。実施校においては、感染症対策の措置を十分に行
うた上で、専門的な見地から、地域との連携に基づく児童の健やかな体づくりを行うことができた。

(実施校数 ) 単位 平成30年度 1 平成29年度 平成28年度
実施校 校

3全国及び関東各種大会出場補助事業
小学校、中学校及び義務教育学校の児童及び生徒が、久に掲げる大会のうち、学校長の管理の下に関
東大会以上の大会に県内の予選等を経て参加する際に交通費、宿泊費等の補助を行う。
①日本中学校体育連盟が主催する体育大会
②全日本吹奏楽連盟、全日本合唱連盟等が主催する音楽コンクール

③JOCジュニアオリンピックカップ

④その他教育長が必要と認めた事業

【成果】
新型ヨロすウイルス感染症の影響下により、補助対象大会のほとんどが中止となつてしまつたものの、
開催することができた一部大会や、今年度のみ代替的に開催された大会に出場する児童・生徒に対し
ては補助を行うことでき、練習意欲の向上及び心身の健全育成を図ることができた。また、保護者の

経済的負担を軽減することができた。補助件数は全10件。

(交付件数等 ) 単位
― 令和2年度

10

支給額 264,641 2,412,1101

交付件数       1件 |

円 |

事
業

の
課
題

及
び
改
善
点

各大会の出場状況や開催地は年度によつて異なるため、補助金額を正確に見込めるよう、開催地等の情報の迅速
な把握に努めてぃく。

1 目的を達成できた
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事業名 :教育総務に要する経費 教育局 教育総務課

1 人権教育推進事業
つくば市人権教育基本計画に基づき、人権教育研修会や講演会へ参加する。

人権啓発ポスター展を開催する。

【成果】
5月 。3月  人権教育推進協議会の開催、7月  人権啓発ポスター募集、通年 人権教育研修会及び講
演会べの参加

同和問題をはじめとする様々な人権問題について正しい理解を深め、人権尊重の精神を基調とし、啓

発活動や人権研修を推進することにより、偏見を持たない児童・生徒の育成を図ることができた。

2 学校事務の効率化・簡略化の推進事業
市内45校を5グループに分け、学校事務を共同で処理することにより、教職員の校務を軽減し、事務

職員の事務処理のスキルアップを図る。

【成果】
・各グループで事務を共同実施 (月 に2～ 3回 )、 グループ間の連絡調整のための企画会を実施

・5月 13日 に学校事務共同実施協議会会議を開催、第2回については書面報告とした。

各グループでの相互確認点検により、より適切かつ正確に事務が処理された。学校事務職員間で情報

共有を図ることができたほか、教育局からの情報提供や提案についても、効率よく周知することがで

きた。

3教育広報事業
教育委員会の取り組み、成果、市立の小中学校・幼稚園における教育活動等に関する情報発信 (広報

紙の発行及びホームページヘの掲載)

教育委員会の組織、事業予定、予算、児童生徒数、教育施設等のつくば市の教育概要を掲載した冊子

を作成                                     ｀

【成果】
16月 に「つくばの教育概要2020J、 12月 に教育広報「つくばの学な舎Jを発行した。
また、ホームページを利用して教育局の取組等を発信するなど、1市民に対して積極的に教育に関する

情報を発信し、つくば市の教育に対する理解を深めることができた。         ｀

4教 育統計調査事業
国及び県による各種統計調査の実施

学校基本調査t学校教員統計調査 (3年に一度)、 地方教育費調査、中学校等生徒の卒業後の進路希
望調査 ,進路状況調査等

【成果】
学校基本調査では学校教育行政に必要な基本的事項の把握、進路状況調査・進路希望調査では、進路

指導等へ活用することができた。また地方教育費調査では、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び

教育行政における地方公共団体から支出された経費等の実態を明らかにすることで、今後の教育諸施

策を検討・立案するための基礎資料とすることができた。

事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む
3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
1-2豊かな心と健やかな身体を育む、3-6学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する

1-2-1豊かな心を育む教育の充実、3-61地域の人材と協働した学校づくり施策

基本方針

基本 目標

1当
「務予算額1前
(単位:千円)繰
1  14,0891

事

業
支 出 済 額

9,8911

4,198

目 年度

|

款 1項

|

|

|

上

,ヒ屯交

1予 算

9,755:

4,0541

|

2,894

年 度 次 年 度
補正予算額 充 用額 現 額

繰 越 額越 額

1     13,8091 11,612    84.1△ 280

△ 136

△ 280 136.

101011021211

1執行率
|(0/o)

8,718    89,4

10,5351    91.6〔参考】前 年々度
:  10,263 -  1,577   △ 336   H,504

52

4,349

2,325「=~筏務費282  旅費
11 負11金れ

“

助及び交付金3, 476使用料及び賃借料 ロ
口口備 入購

千円)

委託料

1,0571  需用費
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5 事務事業の点検評価及び教育振興基本計画の進行管理事務
地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、教育委員会の事務事業の点検 ,評価を実施する。
事務事業は内部評価を実施するほか、学識経験者等からの意見を受け、各事業の改善及び適正化に反

映させる。

点検・評価の実施に当たつては、教育プランの進行管理を踏まえたものとする。

〔成果】
教育に関する事務の管理及び執行の状況にういて、内部評価を実施するほか、外部の学識経験者によ

る評価を実施するとともに、教育プランの進行管理を実施した。

6叙位・叙勲事務                                     、
春秋叙勲、高齢者叙勲受賞者の内申及び伝達を行う。
死亡叙位・叙勲の内申及び遺族への伝達を行う。 (教育関係の職務に,0年以上従事し、満s8歳になる

前に死亡したものに対して1)
【成果】
高齢者叙勲を4名行つた (内申中の者1名 )。

学校教育関係者 (元学校長)で功績が顕著な者が、勲章を授かることができるよう手配することがで
きた。

7 教職員の人事に関する事務
.年度末、年度始に行 う教職員人事異動の内申事務手続き
辞令交付式の開催    |
【成果】
年度末 。年度始めに行う教職員人事異動の内申事務手続き及び辞令交付を行つた。適材適所の人事配

置により、組織の活性化及び教育効果の向上を図ることができた。
令和2年度末異動者 退職者51名 、転出者 (行政等への転出含む)76名
令和3年度始め異動者 新規採用100名 、転入者90名
8後援名義許可事業        :
団体等からの後援名義使用申請について、つくば市教育委員会め教育目標、方針等に沿つた事業に後

援名義の使用を承認する。

【成果】
・申請件数80件  ・承認件数80件、不承認件数0件
教育委員会の教育目標・方針等に沿つた事業に対して、後援名義の使用を承認することで、教育、学

術、文化、スポーツの振興を図ることができた。

9省 エネ法改正に伴 う中長期計画書作成事業        .
教育委員会施設のエネルギー使用量について、定期報告書 。中長期計画書を、7月 末に国へ提出する。
※使用量の調査・計画書作成は、管財課で一括委託

【成果】
法令に基づき(7月 に報告書及び中長期計画書を提出し、エネルギーの合理的使用を図つた。

10教育に関する団体等入の負担金
関連団体等に負担金を納付する。

中学校体育連盟、教科書図書選定協議会、学校警察連絡協議会、学校長会、教頭会、教務主任会、
教育研究会、事務職員会

【成果】
関連団体に負担金を納付し、教育行政活動を円滑に遂行するための一助となつた。

中学校体育連盟、教科書図書濃定協議会、学校長会、教頭会、教務主任会、教育研究会、日本義務教

育学会                !
11庶務・臨時職員
消耗品及び図書等の計画的整備

【成果】      i
消耗品や図書の整備を計画的に実施し、業務が円滑に進んだ。

及事
び業
改の
:善
課
点題

評

価
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事業名 :′ム`用車管理に る経費 教育局 教育総務課

事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む
1-2豊かな心と健やかな身体を育む
卜2-1豊かな心を育む教育の充実

基本日標

基本方針

施策

款
事

業

41,890110

△ 35,238

年 40,515

977

年度

01102 131

△ 31,983 △ 3,000 △ 35,ヒ車交

6,652

額済項 目 充流 用 額 予 算 現 額
度
額

一

96.741,599

1本年

年

86

次 年 度
繰 綾 額

執行率
(γo)

291

△ 255

4,538i    68.2

当初予算額
(単位 :千円)

9,616

魃
一
繰
一 △ 3,000

【参考】前 年々度 !   8,879 8,879 7,6711 86.4

202需用費 36291  役務費 4,271 使用料及

1 学校教育専用バス管理事業
学校規模や前年度実績をもとに利用回数を配分し、学校教育用大型バス2台の円滑な利用と適正管理

を行う。

【成果】
新型コロすウイルス感染症の影響下で、バスの稼働日数は例年に比べて減つたものの、園外保育、校

外学習等を実施し、児童生徒の豊かな心の成長と多様な教育を受ける機会の充実を図ることができた。

また、学校教育バスの損害保険に2台分加入し、適正な保険の加入状況の管理を行った。

稼働日数

車両番号5298

車両番号22

び

平成30年度

日

車両番号20       日
※老朽化のため車両番号22を

9年度単位  令和2年度 : 令和元年度 成
一
平
一181

※廃車 175-

196-

181

189

168

f7σ
l

及事
び業
改の

善課
点題

2台の学校教育専用バスのうち、自動車登録番号20(登録年度平成7年 )の老朽化が進んでいるため、引き続き適切

な管理を行いながら、交換時期について検討していく。

評
価

1 目的を達成できた
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事業名 に要す 教育局 生涯学習推進課
基本目標事業の

位置づ
け ′

1社会を「生き抜く力」を育む
基本方針 1-2豊かな む

1-2-1豊かな心 の充

事
支 出 済 額

1,053

款

一

目

402 3;5421    94.7

2,489    92.6

650'

前年
繰越
度

01112

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

3383

6882

年度
当

(単位 :千円)

10105

次年度
繰越額

執行率
l%)

3,7401

2,6881

比較 |

本年

参 前々年度 2, 6041 2 2,508‐    96.3

雰記紆
~ラ

|~~~五ガ181夜痛願 確 再耳「
~~~~死

4需用費

工事請負費

千出 )

660 22備

85293!  役務費

1 地域改善地区集会所維持管理事業
(1)各種研修会への参加く啓発活動の実施

(2)施設の維持管理を地域に委託し、適切な管理を行 う。

〔成果】
・集会所特殊建築物等定期調査を行い、1医適な利用環境を提供し地域の交流の場となった。
・高須賀地区集会所の延べ利用人数は544人を

及

事
び業
改の

善課
点態
及

評
価 1 目的を達成できた
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基本国標 1 社会を「生き抜く力」を育む

基本方針2 豊かな心と健やかな体を育む

施策2 健やかな体の育成

主声ぶ取組内容

:保健体育と倉育の充実

・安全教育の充実と防災教育の推進

・学校保健の充実

・運動部活動への支援充実

施策評価シート

令不□2年度

評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

(※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記しています。

指標目標

項 目 目標値 H28 H29 日30 Rl R2

事務事業名 支出済額
(千円) 買 (※ ) 担当課名 評価

学校保健に要する経費 68,312 29,(57) 健康教育課 1

幼稚園保健管理に要する経費 8,529 3司 健康教育課 1

学校保健管理に要する経費 (小学校) 65,974 32 健康教育課 1

学校保健管理に要する経費 (中学校) 27,716 33 健康教育課 1

特別活動等に要する経費 27,79司 34 学務課 1

学校教育活動支援・助成に要する経費 4,208 35,(21),(101) 教育総務課 ¬

意見・提言等

。つ後も、園児、児童、生徒及び教職員の健康保持増進のための施策の充実を期待
する。

。教珊員のストレスチェック結果に基づき、具体的な労働環境の改善につなげられ
る体制 (ラ算)を作らないと、ただ調査をして終わりになってしまう。心の病気に
なってしまう先生が増えている印象があるので、先生方の業務量l氏減につながるよ
うなサポートをお願いしたい。

・前年にヨ|き続き、保健管理については全事業について適切に実施されている。高
ストレス者率についても改善が見られている。「学校教育活動支援・助成に要する
経費」 (35頁)につしヽては、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、執行率が
減つているが、限られたなかでも開催された大会や行事等に補助を行うことができ
たことは評価できる。
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業
置
事
位
け

の
づ

1社会を「生き抜く力」を育む、2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

1-2豊かな心と健やかな身体を育む、2-4信頼される教壻段員を育成する
1-2-2健やかな体の育成、24-1教職員の資質能力の向上

基本目標

基本方針

目

01

支 出 済 額

25,695 29,769

10.06

項 流 充 用 額 予年度

本年

当 算初予 額
千 円

90846,

4,0741,ヒ

951

目町年 度
補正

繰 越 額

625

99.0

事

業

14「 前年|~ 42おЙI

94.8

次 年 度
繰 越 額

執行率
(0/。)

42,834

〔参考】前 年々度 1  40,926 △ 396 40,5301 1  39,5841 97.7

I需用費 345

1,0561負 担金補助及び賽付金

円

旅費報酬 250 27,537 役務費
39,247 使用料及び賃借料委託料

事業名 に要する経費 教育局 健康教育課

び

1 各種健康診断事業
学校保健安全法の規定に基づく各種検診を実施することで、園児、児童、生徒及び教職員の健康管理
と疾病異常の早期発見に努めた。

検診種類

尿検査 (全児童・生徒・園児)、 寄生虫検査 (全園児)、 心臓病検診 (1年生、4年生及び7年生)
結核精密検査 (全児童生徒のうち精密検査受診者)、 運動器検診 (全児童 ,生徒)、 教職員定期健康診断
【成果】
必要な検診を実施することで、疾病異常の早期発見に努め、園児、児童、生徒及び教職員の健康の保
持増進を図ることができた。

(1)園児・児童・生徒を対象とした受診者数
和2年度  令和元年度 1 平成30年度  平成29年度  平成28年度

尿検査 22,1341一人
一人

21,1271

9361寄生虫検査
|′い,蔵病検診一次 7 6,403

心臓病検診二次 300

結核検診

(2)教職員の定期健康診断受診者数 (健診内容 :尿、胸部X線、胃がん、血圧、心電図 等)
単位 令和2年度  令和元年度 平成30年度

―
 平 平成2

受診者 42 394

2 教職員安全衛生管理業務
(1)つ くば市立学校に勤務する教職員の安全及び健康を確保するとともに、

1医適な職場環境の形成を
促進するため、学校衛生委員会の開催及び産業医を配置した。
(2)教職員のメンタルヘルスケアを図るため、ストレスチェックを実施したc

【成果】
教職員が安心して職務に専念できるよう、職場環境の改善やメンタルヘルス対策に取り組んだ。
(1)産業医の配置 (4名 )

(2)ス トレスチエック実施校 (全45校)※平成28年度は50人以上の学校で実施 (2校 )
高ストレス者のうち面接希望者 (2名 )に対して産業医による面談を実施し、高ストレス者に対する
フォロ‐を行った。

不 トレスチェック受診者数

令和元 平成30年度 1 平成29年度

人
一人
一人

6,615

373

1対象者
1受験者数

受験率

1,306 1,2751 1,245

1,258 1,2181

295

平成28年度 |

1361

135!

1,290

1,295 1 ,222i

%
%

98,60 97.80 94.721 99.26.

8.14110。 96 12.801    7.031高ストレス者率

99.16
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3新型コロナウイルス感染症対策
(1)感染症対策として、衛生医療用消耗品 (手指用消毒液、非接触型温度計、小児用マスク、グロ

~

ブ等)を購入し、各学校へ配布した。
(2)医療相談アプリLEBERを導入し、児童生徒の検温結果及び出欠連絡を学校ごとに集約して体調管

理を行った。

【成果】
(1)感染症拡大防止姑策を円滑に進めることができた。

(2)児童生徒の体調管理をアプリを通して行うことで、教職員の負担軽減を図ることができた。

<購入品内訳>       i
非接触型温度計 :50個、小児用マスク :5,000枚、使い捨て手袋 :150枚       イ

手指用消毒液 :lL(370本 )、 5L(576本 )、 17L(8本 )、 19L(56本) 計4,450L
学校施設消毒液 :1.8L(12本)、 5L(8本) 計61.6L

評
価

新型コロナウィルス感染防止対策をしながら、必要な学校検診等の事業をを実施していく必要がある。

新型コロナウイルス感染防止のため、国補助金及び交付金を活用して、医療相談アプリの導入や、衛生医療用消耗

品を購入したため、前年度比較して予算増となつた。

び

改の

善課

ふ器
:及

1 目的を達成できた
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筈 :幼稚園保健管理に要する経費 教育局 健康教育課
業
置
事
位
け

の
づ

1社会を「生き抜く力」を育む
卜2豊かな心と健やかな身体を育む

基本目標

基本方針

Ⅲ2-2健やかな体の育成

8,223

額

69 5

306

8,

337
'ヒ

車交

10 04101113 年 1  8 8,358

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額款 項
(0/ol

率

8,529!

支 出 済 額
(単位 :千円)

8,695

年度
業

前 年
繰 越

次 年 度
繰 越 額

98.1

98.4

々 8,364 8,364 8,157 97.5

398 74

7881負担金柿勁及び女付金 225

役務費16216,8821報酬 需用費
用 及料

及

1 幼稚園保健管理事業
1)各幼稚園に幼稚園医 (一般医 :16名 、眼科医 :16名 )、 幼稚園歯科医 (16名 )を配置し定期健康診断等
(内科検診、歯科検診、面接)を行い実施児童の健康管理を行 うЬ
(2)幼稚園薬剤師 (16名 )に よる学校衛生管理検査 (飲料水の水質、換気、採光、照明等)を実施し幼稚
園衛生の管理を行う。

【成果】

幼稚園及び幼稚園医等との連携により、園児の健康管理と幼稚園の環境の維持向上を図ることができ
た。

2 災害共済給付事業     ´

幼稚園管理下における園児の災害に対して、その保護者に対する災害共済給付金の請求等の手続きを
行う。

【成果】

幼稚園管理下における園児の災害に対して、給付金の支給を円滑に進めることができた。
一人あたりの掛金 285円 (う ち保護者 210円 )

災害共済給付制度への加入者及び給付件数等

単位 1 令和2年度 ―令和元年度 ―

8371加入者

給付件数

人

件 18

給付額 212,0941       72,809 56,066 51,5771 68,325

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

新型コロナウィルス感染防止対策をしながら、必要な学校検診等の事業を実施していく必要がある。

1 目的を達成できた
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に要する経費 教育局 健康教育課

業
置
事
位
け

の
づ

1社会を「生き抜く力」を育む
育む

基本日標

-21方針基本

1一歩2健やかな体の育成施策

款 項
|

96.9

63,560

3,442

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

2,4 141

済 額
|

|

出支
当初予 前 年 度

日 年度
(単位 :千 繰 骸 額

06. △ 3,135

10102 前年 1  64,6
,ヒ屯交       6,5

1 3

(γo)

率

65,9741

29

△ 3,135

度
額
一

年
越
一

次
繰
一68,0711

64,6291

本年 1  71,2

62,6381    98,72851     63,483【参考】前々年度 63,198

3,1755,933報酬 40,525!  旅費
及び賃 1,422 負担金柿助及び交付金| 14,022

1 小学校学校保健管理事業
(1)各学校に学校医(一般医 :5ヤ名、眼科医 :33名 )、 学校歯科医(57名 )を配置し定期健康診断等を行

い実施児童の健康管理を行う。

(2)学校薬剤師 (33名 )による学校衛生管理検査 (プール及び欽料水の水質、換気、採光、照明等)を実
施し学校衛生の管理を行う。

【成果】
学校及び学校医等との連携により、児童の健康管理と学校教育環境の維持向上を図ることができた。

2 災害共済給付事業
学校管理下における児童の災害に対して、その保護者に対する災害共済給付金の請求等の手続きを行

つ。

【成果】
学校管理下における児童の災害に対して、給付金の支給を円滑に進めることができた。

一人あたりの掛金 935円 (う ち保護者 460円 (市負担 475円)               ,

災害共済給付制度への加入者及び給付件数等

単位  令和2年度 平成30年度 1 平成29年度
「
 平成28年度

15,0621

、  9741

14,697 14,4201   14,103'  13,7441―加入者

給付件数 1,

1 円 | 4,72

1,198

,119,167. 6,387

163 1,1951

6,400,293     5,456,429!

3 体力・運動能力調査集計業務
【成果】
令和2年度については、新型コロナウイルス感染防止対策により、体力・運動能力調査は実施なし。

体力・運動能力調査実施者数

1革任
「
冷芹ごら年度 :i苓不日 平成30年度 平成29年度  平成28年度

人 14,442 14,2121       13,8531

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

新型コロナウィルス感染防止対策をしながら、必要な学校検診等の事業を実施していく必要がある。

1 目的を達成できた
評

価
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事業筈 :学 管理に る経費 教育局 健康教育課
事業の
位置づ
け

基本方針

施策

1社会を「生き抜く力」を育む日標

1

-2-1

支 出 済額

242

r5△ 1

補正予算額 流 充用 額 予 算 現 額

+0

当孝刀予算額
目款 年度
業

30 6本年

1 03 1 31 28 942前年

,ヒ 1,735

度
額
年
越
次
繰

執行率
(吟

度
額
年
越
前
繰

28,942

93

参 28,498 △ 285 28,213 27,549 97.6々

4,138

使用料及び賃

報酬 722292 費16,33 需用

5,694

1 中学校学校保健管理事業
(1)各学校に学校医 (一般医 :25名、眼科医 :16名 )、 学校歯科医(25名 )を配置し定期健康診断等を行
い実施児童の健康管理を行う。
(2)学校薬剤師 (12名 )に よる学校衛生管理検査 (プール及び飲料水の水質、換気、採光、照明等)を実
施し学校衛生の管理を行う。

(成果】
学校及び学校医等との連携により、生徒の健康管理と学校教育環境の維持向上を図ることができた。

2 災害共済給付事業
学校管理下における生徒の災害に対して(その保護者に対する災害共済給付金の請求等の手続きを行
う。

【成果

'
学校管理下における生徒の災害に対して、給付金の支給を円滑に進めることができた。
一人あたりの掛金 935円 (う ち保護者 460円 、市負担 475円 )

災害共済給付制度への加入者及び給付件数等
i革花T=苓不日ゑ年度 : 令不口 平成30年度

1加入者

給付件数

人

件

6,126 5,859 5,832-

1,122+         1'1231

6,258,477     7,397,8881

5,935 5,937

5,889

~平
成55年度:1 平成2ご年度 |

5,9511        5,835i

1,170

3 体力 ,運動能力調査集計業務
【成果】
令和2年度については、新型コロナウイルス感染防止対策により、体力・運動能力調査は実施なし。

体力・運動能力調査実施者数

761

5,398,981

調査実施者

新型コロナウィルス感染防止対策をしながら、必要な学校検診等の事業を実施していく必要がある。

評
価

点題
及

1 目的を達成できた

事
業

の
課

び
改
善
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に要する経費 教育局 学務課
基本日標事業の

位置づ
け

基本方針

施策

‐21 豊かな心

1 」

執行率
10/o)

項 目
事

業
当初予算を員

年度

△ 219

款

4 38,5

年度
越額

充流 額用

△ 73 27,79 11

38

△ 0

支 幽済空涙

△ 593

予算現額

37,999

88,592

度
額
年
繊
前
繰

次
繰

10 03102

73.1

98.9

38,373

△ 3741

【参考】前 年々度 35,359 35, 3591 34,8181    98.5

21,076需用費

出

6,715使用料及び賃借料|

1 中学校学校行事記念晶購入事業
卒業記念品等の購入のための予算令達           、

【成果】

中学校及び義務教育学校 (後期課程)に適正な予算令達及び執行管理を行い、卒業記念品等を購入し

たことで、教育活動の充実を図ることができた。

2 中学校部活動等支援事業
各部活動用具の購入 !

各種大会に参加するために使用されるバスの賃借料を支給

【成果】
各部活動用具の購入のための予算令達や各種大会へ参加するに当たリバスを借り上げたことで生徒の

移動手段及び安全を確保することができ、部活動の円滑な推進や保護者の経済的負担軽減に寄与した。

び

引き続き、総合体育大会等に参加するため、バス賃借料等の予算確保に努める。また、市内での大会開催の場合、
バスの台数確保が難しく、計画的に実施していく必要がある。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

1 目的を達成できた
評
価
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事業篭 学校教育活動支援 。助成に要する経費 教育局 教育総務課

業
置
事
位
け

の
づ

1社会を「生き抜く力」を育む、
2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
豊かな心と健やかな身体を育む、2-5教育環境を充実する
12-1豊かな心を育む教育の充実、12-2健やかな体の育成、 2-5-2学校の安全体制の確立施策

基本方針 1-2

基本目標

15,108

15,554

△ 446

△ 7,7341 4,208

142

(0/0)

支 出 済 額款 項 年度

△ 7,734

前 年 度
繰 諺 額

1補正予算額
次 年 度

用 予充 額 算 額現流
繰 越 額

8△

1事
業

一 7,3741

歩ヒ屯交

本年

目

12,726

△ 8,518

57.1

1    82.6

当初予算額
(単位 :千円)

10010215前年 |

15,559 382 1,782 17,723 14,2651    80.5々

報償費

使用料及び賃借料

需用費 200役務費 託料委943

2091負Ⅲl金補助及び交付金

1 豊かな心育成事業
学園単位で芸術鑑賞会等の情操教育事業を実施するとともに、参加する児童生徒の交流会等を補助す
る。また、6年生を対象として、舞台芸術鑑賞事業を実施する。

【成果】
今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で児童生徒の芸術鑑賞の機会の確保が危ぶまれたが、
5学園においては事業が実施でき、児童生徒の豊かな人間性を育むことができた。
一方で、同感染症の影響から、例年1月 に実施していた6年生を対象にした塚1団四季による無料での舞
台芸術鑑賞事業については、濠1団側の都合により中止となつた。
2 グス トティーチャーと連携した体育の専門的な指導事業
グス トティーチャーとして、NPO法人つくばFCの コーチングスタンフ (日 本サンカ~協会公認指導者
)及び トレジムつくばのスタンフを、希望のあった小学校及び義務教育学校に派遣し、専門的な見地
から子どもたちの指導を行 う。

【成果】
今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、つくばFCに よる指導は8校、 トレジムつくばに
よる指導は1校 と、対前年度比で13校減となつた。実施校においては、感染症対策の措置を十分に行
った上で、専門的な見地から、地域との連携に基づく児童の健やかな体づくりを行うことができた。

(実施校数) 令和2年度  令和元年度  平成30年度 1 平成29年度  平成28年度
実施校 9 22 25 24

単位

校

3全国及び関東各種大会出場補助事業
小学校、中学校及び義務教育学校の児童及び生徒が、次に掲げる大会のうち、学校長の管理の下に関
東大会以上の大会に県内の予選等を経て参加する際に交通費、宿泊費等の補助を行う。
①日本中学校体育連盟が主催する体育大会

②全日本吹奏楽連盟、全日本合唱連盟等が主催する音楽コンク‐ル

③JOCジュニアオリンピンクカツプ

④その他教育長が必要と認めた事業

【成果】
新型コロナウイルス感染症の影響下により、補助対象大会のほとんどが中止となつてしまらたものの、
開催することができた一部大会や、今年度のみ代替的に開催された大会に出場する児童 。生徒に対し
ては補助を行うことでき、練習意欲の向上及び心身の健全育成を図ることができた。また、保護者の

経済的負担を軽減することができた。補助件数は全10件。

(交付件数等) 単位 1 令和2年度 1 令和元年度 ― 平成30年度 平成29年度 1 平成28年度 .
交付件数

支給額

10

264,641

36 30 34

2,318,490

各大会の出場状況や開催地は年度によつて異なるため、補助金額を正確に見込めるよう、開催地等の情報の迅速
な把握に努めていく。

1 目的を達成できた

藝
一
７

・

一
３〇

一

一
つ
る

一

及 事

び業
改の

善課
点題

評
価
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基本目標 1 社会を「生き抜く力」を育む

基本方針3 だれもが輝<教育を推進する

施策 1 下人一人のニーズに対応した教育の推進

主な取組内容

・其生社会形成に向けたインクルーシブ教育の推進

・特別支援教育の充実

・帰国・外国人児童生徒への支援

施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさら声ょる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記しています。

指標目標
項 目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業名
支出済額
(千円) 買 (※ ) 担当課名 評価

特別支援教育に要する経費 1,060 39 特別支援教育推進室 1

特別支援教育支援員配置に要する経費 228 40 特別支援教育推進窒 1

特別支援教育就学奨励に要する経費 (小学
校) 7,677 41 学務課 1

特別支援教育就学奨励に要する経費 (中学
校)

3,593 42 学務課 1

国際理解教育推進に要する経費 2,502 43,(120) 学び推進課 2

。幼稚園では特別な支援を要する子の入園が増加している。安全安,いな生渚を送る
ために、ヨ1続き支援員の配置を適切にお願いしたい。

・特別な支援や配慮を必要とする子ども達や親へのサポート事業を継続して実施し
てほしい。

・特別支援教育支援員配置について、人数的に十分であったかどうかについては検
証が隊要だと思う。

に

特別支援教育支援員配置
もに成果を高く評価でき

適切 れに実施さ して るヽ
=)し
に てヽ相談業務 は、実績 (相談回 上が前年度を教)

′マ 「ま てつ し ⊆ し年り ズが高 るヽ とが表れて るヽ 」 経
ヽ費 し て 1意つ 施く 内事業 と容 と

て い
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事業名 :特月」 に要する経費 教育局 特別支援教育推進窒
基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む
く教育を推進する

施策 の

1-3

卜3-1-人一人のニーズに対応

款 項
事

業 補正予算額 支 出 済額

1,512i 70.1

95.6

目 年度

1,512

1001103 1■ 前年 16,85

△ 15,345

1,060

流 充 用 額 予 算 現

10,9101

繰

当初予算額
(単位 :千円)

執行率
(%〉

度
額
年
越
次
繰

1     16,170

: △ 15,H0△ 53i  △ 15,3981

度
額
年
越

22,474々 △ 7,094 63 15,360 99.3831     15

報酬 319委託料旅費

千円

683 1 8 需用7 費

1 教育支援委員会運営事業
うくば市教育委員会の附属機関として「つくば市教育支援委員会Jを設置し、特別な支援や配慮を必
要とすo未就学児及び在学児童・生徒に関する適切な就学先や教育措置の内容等について、各分野の
専門家による審議を定期的に実施する。

(成果 I

諸事情により継続困難となった委員3名 については新たな委員3名 を任命し、新型コロナウイルス感染
防止対策による学校の休校措置等を考慮して年間9回の教育支援委員会を開催 した。審議対象幼児・

児童生徒について適切な就学及び措置変更に繋げることができた。

2 特別支援教育相談事業
未就学児を対象とした就学相談、在学児童・生徒を対象とした教育相談を通じ(特別な支援や配慮を
必要とする者の実態を把握するとともに、各幼稚園・学校への巡回訪間を実施し、必要に応じて随時
各園・校に対する指導及び助言を行う。

【成果】
保護者等の来所による就学・教育相談は約500回 (前年度約430回 )、 幼稚園・学校等への調査や観察
訪問は約550回 (前年度約500回)電話による相談等は約3,109回 (前年度約2,800回 )を実施した。令
和2年度は相談や訪間に関わる職員に臨床心理士が加わり、幼稚園への巡回相談回数を増やすことが
できた他アセスメントに必要な諸検査の実施お増えた。

年間相談回数 (延べ回数 )

令和2年度 平成30年度
1相談回数

1調査。観察訪問回数 5561

3,140 2,8281

530

1,9481 1,877 1,028

452
電話相談 回

評

価

事
び業
改の

善課
点題
及

巡回相談や発達検査実施等の実績と成果を次年度に確実に引き継ぎ、今年度整つた相談支援体制を次年度以降
も継続する。

1 目的を達成できた
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事業名 :特別支援教育支援員配置に要する経費 教育局 特別支援教育推進室

事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む

一人一人のニーズに対応した教育の推進

基本 目標

基本方針 1‐3だれもが輝く教育を推進する
11-3-施策

支 出済額

△ 281-

業

1 3

10

款

,ヒ車交 53

2281    96.5

93

01.02 19

項 目 補正予算額 流 充用 額 予 算 現 額

△ 281

執行率
(γo)

度
額

一

年
越

一

次
繰

一1       236

2911

△ 551

△ 53

度
額
年
越
前
繰

91.8【参考 々 278 △ 83 195 179

168報償費 60

1 特別支援教育支援員配置事業 (学校)
特別な支援や配慮を必要とする児童・生徒の安全を確保するとともに、一人

~人の教育的ニーズに応
じ適切な指導や支援を行うことを目的として、当該児童・生徒が在籍する公立小中学校・義務教育学

校に会計年度任用職員 (特別支援教育支援員)を配置する。

【成果】
令和2年度末までに136人の特別支援教育支援員を市内39校に配置し (年度途中においても3名 を任用

)、 児童生徒一人一人の旱―ズに応じた適切な指導 !支援を行うことができた。   下

配置校数及び人数

令和2年度 1 令和元年度 1 平成30年度  平成29年度 1 平成28年度
配置校数

配置人数

29

63

2特別支援教育支援員配置事業 (幼稚園)
特別な配慮や支援を必要とする幼児の安全を確保するとともに、一人一人の教育的ニーズに応じ適切

な指導や支援を行うことを目的として、晋該幼児が在籍する公立幼稚園に会計年度任用職員 (特別支

援教育支援員)を配置する。
【成果】
年度末までに、市内全園16日に41名 の特別支援教育支援員を配置することにより、幼児下人一人のニ

ーズに応じた適切な支援を行うことができた。

3 特別支援教育教職員研修会事業
各園・校に所属する管理職、特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担任教諭、特別支援教育

支援員等を対象に、特別支援教育や発達障害等に関する研修会・協議会を開催する。

【成果】
管理職対象の研修は学園ごとの少人数開催とし講師が出向いて実施したことで管理職の意識が大きく

変わり、学校主体の校内研修実施に繋がつた。その結果、教員全体の意識にも変化が見られ、児童生

徒あ実態把握に特別支援教育の視ザくが適切に加わるようになつた。

39+

1361

39

134

391

123

40

106

学校の実情 (特別な支援を必要とする幼児児童生徒の人数とそれぞれの実態、各学校の支援体制や指導の現状

等)を的確に把握して特別支援教育支援員の必要人数を精査し、予算を確保する必要がある。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価
1 目的を達成できた
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事業名 :特別支援 に要する経費 教育局 学務課
基本目標 1 」

基本方針

事業の
位置づ
け 施策 卜3-1-人一人のニーズに対応した教育の推進

卜3だれもが輝く する

事
年度 支 出 済 額

7,677

執行率目款
(γO)

補正予算額 流 充 用 額 予算現:額

10 02 1102 9,0021

8 468

5△ 3

8,468

△ 5341

90.7

83.7

前年度
繰越額

次 年 度
繰 越 額

当初予算額
(単位 :千閣)

9,002 7,534

143:

509【参考】前々年度 1   7,101 7,6101 7,531 99,0

節別支出

扶助費 7,

世帯の収入額が生活保護基準の2.5倍未満の世帯に対し、学用品費、通学用品費、校外活動費、新入
学学用品費、学校給食費、修学旅行費の一部を支給する。              

―

【成果】     :
該当する児童の保護者に補助金を支給したことで、経済的な負担を軽減することができた。

及び

平成30年度 年度 iF平成28年度 |

支給人数 203. 165

1支給額

人

円

1 令和2年度 1 令和元年度

286

特別支援教育就学奨励費補助金の支給人数及び支給額

!          246:

1     7,676,7701 7,528,608      7,531,0261     6,591,331      5,390,5721

1 小学校特別支援教育就学奨励事業

事
び業
改の

善課
点題
及

度当初の申請だけでなく、年度途中の申請にも正確に支給対応するよう、学校と継続して連携を取り合つていく必
がある。また、該当者の人数の把握が正確にできないため、予算確保が難しい。

評

価 1 目的を達成できた

年
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事業名 :特周」支援教育就学奨励に要する経費 教育局 学務課

事業の
位置づ
け

卜3だれもが輝く教育を推進する
Ⅲ3-1‐人一人のニーズに対応した教育の推進

基本方針

基本目標 1 」

款 日
次年度
繰 越卒顔

5,007:

513

0

65.1

補正予算額 流充用額 予算現額

5,5205,520

5,0071

5131         1

支 出済額

3,593

当

千瞬)

本年

執行率

(。/o)

前年度
,繰 声遊額

4,3281 1  3,605! 83.3〔参考】前 年々度 1   4,328

3,598扶助費

千円

1 中学校特別支援教育就学奨励事業
世帯の収入額が生活保護基準の2.5倍未満の世帯に対し、学用品費、通学用品費、校外活動費、新入

学学用品費、学校給食費、修学旅行費の一部を支給する。

【成果】

該当する生徒の保護者に補助金を支給したことで、経済的な負担を軽減することができた。|

特別支援教育就学奨励費補助金の支給人数及び支給額

3,593,205

86 72

平成28年度令和元年度
「
 平成30年度 平成29年度

概要及び

人

円

支給人数

支給額

1単位 :
令和2年度

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価

年度当初の申請だけでなく、年度途中の申請にも正確に支給対応するよう、学校と継続して連携を取り合つていく必

要がある。また、該当者の人数の把握が正確にできないため、予算確保が難しい。

1 目的を達成できた
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事 要する経費 教育局 学び推進課

事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子
卜3だれもが輝く教育を推進する
3-6学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する
卜3-1-人一人のニーズに対応した教育の推進
3-6-1地域の人材と協働した学校づくり

基本方針

基本日標
供を育む

1 」

(単位 :千岡)!

2,369

2,259

予算現額1験錘騒
2,6161

支 出 済 額

110

予算額補正 充流 額用

42

事
項 目 年度
業

本年

1 20 2 3 前年

歩ヒ屯交

当才ガ予算額 | 執行率
(0/。 )

度
額

一

年
越

一

前
繰

一
95。 7

87.5

2,502

1,976.

参考】前々年度 2,248 2,248 1,945.    86.5

報償費 119

飾別 円

3281 役務費1,999  需用費 56  委託料

日本語の理解が十分でない児童生徒は、通常学級での学習や生活に支障なく取り組むことができるよ

うになるための支援が必要である。日本語力は児童生徒により程度が異なり、個に対応する支援を充

実させるため、支援が必要な学校に日本語指導ボランティアの派遣を行う。

【成果】              i
日本語指導ボランティアを市内18校に派遣し、個に応じた支援を継続したことで日本語理解が進んだ。
市内 18校 延べ1,730H寺 間

2 国際理解集会
児童生徒の多文化理解を促進するために、各校または学園単位で国際理解集会等を計画・実施して外
国の文化や考え方に体験的に触れる機会を設けち。

【成果】
市内27校小学校と義務教育学校4校で国際理解集会を実施し、異文化理解を深めることができた。

日本語ボランティア派遣事業については、ボランティア人材が不足していることが課題である。筑波大学との連携を
密にし、日本語日本文化学類の学生の協力を得られるようにする。国際理解流会については、講師や活動内容の
マンネリ化が課題である。」ICA出前授業、ワールドキャラバン、市国際交流協会、国際交流室、企画経営課などが
提供する講座を各学校に周知し、活用を依頼する。

評

価 2目 的を概ね達成できた

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

1 日本語ボランテイア派遣事業
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施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかつた

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記してしヽます。

基本目標 1 社会を「生き抜く力」を育む

基本廊金+3 だれもが輝く教育を推進する

施策2 教育相談体制の充実

主な取組内容

・学校教育における様プマな教育問題に対する教育相談の充実

・不登校対策の充実

指標目標
項目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業名
支出済額
(千岡)

頁 (※ ) 担当課名 評価

つくば市教育相談センター運営に要する経費 22,458 47 教育相談センター 2

意見・ 提言等

・学校での相談体制を3会化するためにも、◆後スクールソーシャルワーカ三が多て
配置されることを期待する。

・教育相談の内容が、SNSトラブル、ゲーム・スマホ依存、ヨ|きこもり、発達障
害の相談など多様化しているということで、タダ様化する相談内容に対応できる専門
家の人材を確保することがます跡要になると思う。◆後も充実した相談体制を維
持・強化していけることを期待する。

・市費配置の職員について、令和元年度からの新たな配置 (スクールソーシャル
ワーカー等)がなされ、◆年度も継続されている。取組の全体の相談件数等の実績
は、前年度と同水準ないしさらに件数の増加したものが多く、充実している事業と
思われる。執行率も高く、事業の課題等の指摘も明確で、◆後の更なる発展 。改善
も期待できる事業となつていると
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事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力」を育む

卜3-2教育相談体制の充実

基本目標

-31 がだれも

"要

く基本方針 る

支 出済 額

△ 17,902

10101.02

年度

17

本年

前年

比較

22,4581    99.6

△ 17,632

款 項 目

22,550

説

繰
補正予算額 流 充 用 額 予算 現額

△ 270

40,452 99.1

22,508

40,140

事
業

当初予算額
(単位 :千円)

次 年 度
繰 骸 額

執行率
(γO)

.         42.

-        312‐ 40,070

△ 17,612

【参考】前々年度 32,5451 32,545 1  32,4021 99.6

委託料 938使用料及び賃借料 |役務費

需用費

備品購入費 52

職員手当等 2,043

負担金補助及 11

事業名 :つく 談センター運営に要する経費 教育局 教育相談センター

及

1教育相談事業
市内在住の幼稚園児や小中義務教育学校児童生徒及びその保護者や教職員を対象に電話相談及び面接

相談を実施する。

学校へ行きにくくなつている児童生徒に適応指導教室による援助、指導を行 う。

学校生活サポーター、ネクールカウンセラー、スクールツーシャルワーカーを学校に配置し、児童生

徒及び保護者へのカウンセリングや悩み相談、環境改善や関係機関との連携を通して、問題の解決を

目指す。

【成果】

新型コロナタイルスの影響で、面接相談が100件ほど減少したが、電話相談は600件以上と昨年の3倍

となつた。教育支援センター (適応指導教室)の延べ出席日数も昨年度より減少しているが、4月 5月
の学校休校による影響を差し引いて考えるとほぼ横倍に推移している。学校での相談体制強化のため、
スクールカウンセラー・学校生活サポーター・スクールツーシャルワーカーを配置 。派遣することで、

相談機会の確保が図れた。

単位 1 令和2年度

件 1    1,764

令和元年度 1 平成30年度 1 平成29年度  平成28年度
面接相談件数 (延べ) 1,908 1,676 1,5661 1,781

電話相談件数 (延べ) 189 169件

1適応指導教室 (通級者数)

|つくしの広場 (延べ )

|スクールカウンセラー相談者数 |

スクールカウンセラー相談件数 (延べ)

学校生活サポーター学習支援件数

学校生活サポーター悩み相談件数

学校生活サポーター教育活動文候件数

2,203 2,374

605

1,289

3,056

1,894

3,026

13

651

1,355

2,290.

2,568

1,063

11 12- 13

名

名

件

件

件

件

783

1,1361

3,101

2,784

2,582 3,106 2,903

1,4802,903- 1,801

2,728 1,884 1,928 2,708

市スクールノーシャルワーカー

相談者数 (児童生徒) 名 618. 502

市スクールツーシャルワーカー支援件数 件 2,5071

1,0751

2,868

件

一
名

一　
一

4921

2,288市スクールノーシャルフーカー連携職 _Fl人 数 2,450
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2つ くば市教育相談センター維持管理事業
施設の補修及び維持管理

清掃や警備委託等

業務に必要となる備品等の購入、借用及び維持管理

【成果】
週2回の館内清掃、年3回のワックスがけ、年 1回の窓ガラス・力‐ペット清掃の実施。中庭 (高木1本

を含む)植木剪定を年 1回実施。網戸設置やLED照明への交換と、軒下6か所の破損修繕実施。

事
業

の
課
題
及
び
改
善
点

事業費の大幅な減額は、教育相談員10名分の人件費が人事課経費となつたためで相談体制の変更はなし。令和2
年度は新型コロナウイルス感染症に伴う休校等の影響で、電話相談の件数が増加した。教育相談センターの面接
相談や適応指導教室運営は教育上の諸問題に対する窓日やセーフテイーネットとして機能しているが、近年はSNS
トラブル、ゲーム・スマホ依存、引きこもり、発達障害の相談や小学生低学年層の増加に対処する必要性が高まって

いる。学校現場での相談体制の充実として、学校生活サポーター・スクールカウンセラー・スクールソーシヤルワー

カー配置を行つている。令和2年度は特に要望が高かつた市費スクールソーシヤルワーカーの活動時間を2倍にし
て対応したが、学校・保護者からの要望はますます高まつているため、県や国の動向を踏まえた計画的な運用を今

後も進める必要がある。また、市の子育て相談室、こども未来室、特別支援教育推進室など関係部署との更なる連

携強化が重要と考えられる。

評

価

|

|
2目的を概ね達成できた
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基本目標2 教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

基本方針4 信頼される教職員を育成する

海色策 1 教職員の賓質能力の向上

主な取組内容

・教職員研修の充実

・孝女職員の人本オ育成と学校組織の渚性化

・教職員のメンタルヘルスケアの充実

施策評価シ‐ト

令不日2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その貢数を併記しています。

指標目標
項目 目標 lL盲 日28 日29 H30 Rl R2

事務事業名 支出済額
(千隠) 買 (※ ) 担当課名 評価

幼児教育振興に要する経費 4,713 51 、学務課 1

学校教育指導に要する経費 司O,964 52 学び推進課 2

指導主事に要する経費 92,210 53 学び推進課 2

情報教育振興に要する経費 2,236 54,(92) 総合教育研究所 1

総合教育研究所に要する経費 14,311 55 総合教育研究所 1

学校保健に要する経費 68,812 57,(29) 健康教育課 1

意見・提言等

・コロブ硼で中止|こはつてしまつた研修会ズ)｀夕夕かつたが、◆後も教職員の資質向上のため
に、研4多の機会を用意してほししヽ。

・教職員への研修の実施は大切だが、研修に参加すること自体が負担とならなしヽように、
適正な研修のあり方について検討 。議論してほしい。そうしヽう視点では、オンラインでの
研修開催は良しヽ取組みだと思う。

・「研修会の実施=教職員の質の向上」としヽう論理だが、本当にそうだろうか。教職員の
質を向上させるために、どのような取組みが財要なのかを議論するり要があると思う。

。学校間で、ICT環境や教員のスキルに格差が生じていると感じる。

・コロナウイルス感染症拡大の影響があるなかでも、前年度に31き続き、各種研修等の指
導助言体制が適切に機能してしヽる。特にICTなど、喫緊の課題に対応してしヽる。一ん、部活
動指導員の人員配置が依然として課題となつている。ただ、こちらもコロナウイブレス感染
症の影響もあったと思われる。弓|き続き、努力していただきたしヽ。

-49-



-50-



幼児教育振興に要する経費 教育局 学務課

|

|

|

基本目標
位

け

事業の
置づ 基本方針

施策 2-4-1教職員の の向上

り、 の

る成す

2

2-4信頼さ

5,980 79.8

6,202

△ 721

萩 目
業

充

本年 4,713

:01 14 5,267 84.9

!  △ 294      1  △ 554

5,908

用 額 予算現額年度 支 出 済額

'ヒ

村父

当初予算ぞ涙
(単位 :千円)

前 年 度
繰 越 額

執行率
(0/o)

度
額
年
越
次
繰

10.04

【参考】前々年度 5,836 5,8361 1  5,0881 87.2
よ支出

3,5841 役務費 431861 備品購入費 十需用費

2負担金補助及び交付金 |

報償費  |

1 幼稚園教職員研修事業
県国公立幼稚園長会等負担金、各種講習会等の受講料負担

【成果】                             |
各種研修会、講習会等への参加により教職員の資質の向上が図られた。

3幼稚園要保護家庭助成事業
市立幼稚園に通う要保護世帯の園児に給食費を支給する。

【成果】
該当者なし。               、

及び成果

2幼児教育振興事業 ‐

教材用消耗品・行事用消耗品購入

〔成果】
行事等教育活動の充実が図られたも

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

教諭の研修は、夏季休業日に行われる研修に参加しているが、同時期に受講したい研修会や講習会が多く参加で
きないことが多い。

1 目的を達成できた
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事業名 :学校教育指導に要する経費 教育局 学び推進課
セ

を 成する

2

の2

2-4 信頼さ
事業の
位置づ
け 評
目指髯 支 出済 額補正予算

58.1

4,9298,711

額

,ヒ車交

!     10,964

01 02!27前年
6,923

10

1

1

788△

流充用額 予算現額款 項 年度
当

(単位 :千用)

執行率
(%)_

次 年
繰 越

前 年 度
繰 諺 額

8671

9441

8,711

【参考】前々年 4,065 4,065- 3,968 97.6

~~幸
及酬 ~:~~~グ lo7乙:~~原茸

~:|
8,66410 補償・補填及び賠償金2171  需用費

教育内容 。生徒指導・保護者対応など教育現場が抱える多くの問題に関し、電話相談に応じる。また、

状況に応じ直接現場での面談や指導助言を行うことで、効果的で迅速な問題解決へ向けた支援となる。

また、教員に対して適宜、研修会を開催することで教職員の質のさらなる充実を図つた。

【成果】

学校教育・特別指導教育指導員については、臨時教員に対して面談や指導助言を効果的に実施することができた。

部活動指導員については、学校の要望に合致する人材を確保することができなかつた。ホー▲ページ等で人材を呼

びかけ、部活動指導員を確保する必要がある。

令和元年度
― 平成30年度 |令和2年度

人数

評
価

2目的を概ね達成できた

1

単位 平成29年度

2名

回

指導員の配置事業

320

9

15

11

51

平成28年度

及

回
F日司

相談回数(延べ)

研修会実施回数

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

2

300,
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事業名 :指導主事に要す 孝女育局 学び推進課
2事業の

位置づ
け 1教職員の資質能力の向上

いの

る信頼

基本目標

支 出 済 額

△ 3,849

△ 3,849

10 01 02 16

款 目 年度
|

|

'ヒ

車交

事

業

92,210     98.8

94,008    96.8

△ 3,828 987△

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

97,139

度
額

一

年
越

一

前
繰

一

次年度
繰越 額

執行率
(0/Ol

93,3111

前年   97,139

【参考】前々年度 1  97,208. △ 1,464   △ 6001  95,144 1  98,218 98.0

15448 職員手当等 6,671  需用費

84,900負担金補助及び交付金

4371  役務費給料

評

価

概要

1 指導主事の配置
学園 ,学校における教育課程、学修指導その他学校教育に関する専門的事項の指導を行 うため、指導
主事を配置し、小中一貫教育をはじめとするつくば市の教育をさらに充実させる。

【成果】
(1)学び推進課内、総合教育研究所内に指導主事を配置
学び推進課内に指導主事9人、総合教育研究所内に指導主事2人を西己置し、市内学校の総括を行い、
各学校の教育目標の達成と教育力の向上に向けて指導助言を行うとともに学校教職員の資質向上を目
指し各種研修講座を実施したと

(2)教育相談センターに指導主事を配置

教育相談センタエに指導主事3人を配置し、不登校やいじめ等に悩む子どもや保護者・教員等に対
して、電話相談・面接相談 `学校訪問相談を実施し、不登校の児童生徒が学校に復帰するための適応
指導教室を開催した。

(3)教員の指導力・授業力向上を目指すための指導・助言を行つた。
①計画指導訪間は、全幼稚園・学校で実施した。

②要請指導訪間は、各園 。学校の要請に応じて実施した。

③基礎研修指導訪間は、初任者、2・ 3年次経験者配置校で実施した。
各園・学校の課題に対して指導助言を行ったことにより、経営の方針を明確にして教育活動を進め
ることができた。 |
特に学校においては、学力向上のための3つの方策 (①わかる授業・魅力的な授業の展開、②効果的
・効率的な授業のための学習習慣の形成、③確かな学力を育む家庭学習の推進)の必要性が浸透してきた。
(4)学校指導訪問・研修講座

①学校指導訪問※1

単位  令和2年度 令和元年度 
―
 平成30年度 1 平成29年度

300 355. 357.

平成28年度 十
3451i訪問回数

②研修講座※2

1研修回数

令和2年度

令和2年度 令和 度 平成30年度 1 平成29年度 1 平成28年度 !
回 ‐      5      61‐       50      581     58

は新型コロナウイルスの影響により集合研修は5回実施。それ以外はオンライン開催で28回実施を

及事
び業
改の

善課
点題

※1 学校指導訪問の訪簡種別
管理訪問・計画指導訪問・研究指定校指導訪問・要請指導訪問・生徒指導訪問・不登校対策指導訪問・学
校ICT教育推進指導訪聞・特別支援教育指導訪問 等
※2 研修講座の講座種別
管理職研修講座・学力向上研修講座・各種教育研修講座 等
主体的で対話的な学びをさらに深い学びへとつなげていく取組や、小中一貫教育の成果を家庭・地域に積極的に発
信し、さらに連携を強化していくこと。いじめや不登校をはじめとした問題行動の未然防止に向けた児童生徒への支
援をさらに推進し、生徒指導の充実を図ること。教科領域等の指導及び生活の基盤となる学級経営の充実を図るこ
と。                     i

2目 的を概ね達成できた
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名 :情報教育振興に要する経費 教育局 総合教育研究所

事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

2-4〒 1教職員の資質能力の向上、2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

育成する、2-5教育環境を充実する

施策

基本日標

基本方針 2-4信頼される教職員を

2,2361

4,7431

△ 2,5071

年度 支 出 済 額

△ 1,417.

款 目
(γo)

度

額補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

△ 1,4171

額

事
業

年
越
・

次
繰
一

年
越
前
繰

74.3

93.5

3,354! 3,1161    9219【参考】前 年々度 1   3,354

1,836需用費 役務費

円

70旅費

6

報償

備 2221負工!令村,助及び交付金

及

1 情報教育振興事業
・各学校に勤務する教職員の中から学校ICT教育推進委員を32名選出し、定期的に研修会を開催する。
,他 自治体の状況等に関する見識を深めるため、総合教育研究所職員や学校ICT教育推進委員が文部

科学省等が開催する外部研修会へ参加するとともに、本市からの外部発信を実施する。

〔成果】
主に以下の事業を実施し、情報教育に関する知見を深め、その成果を学校現場へ還元した。

・学校ICT教育推進委員会を 3回開催し、学校ICT教育の推進を図つた。
・全日本教育工学研究協議会全国大会への参加を通じ、全国の好事例を学校ICT教育推進委員へ情報

共有を図つた。
・つくばチャレンジングスタディや学習者用端末に関するリーフレットを作成・配布し、学校におけ

る活用を促進した。

2 1CT機器・ネットワーク 。ホームページの維持管理事業
・総合教育研究所や学び推進課の公式ウェブサイ ト、つくば市教育用ポ=タ

ルサイ トの維持管理を行

つ。

・学校現場で運用されるネットワーク機器やコンピュータ端末等に関するヘルプデスク機能を担う。

【成果】
・主に学校ICT指導員が、学校からの問い合わせに対する回答、要請に基づく訪問等を随時実施した。
・総合教育研究所や学び推進課の公式ウェブサイト、教育用ポータルサイ トの維持管理を実施した。
・学校現場でのICT機器利活用をサポートするため会計年度任用職員としてGIGAス ク‐ルサポーター

5名 を任用した。 (※予算は、小学校費及び中学校費のICT教育推進に要する経費に各々計上)

3 SDGsシ ールコンテス ト事業
・SDGsの 17の視点をテーマに児童・生徒が作成したシールデザイン作品やアニメーション作品のコン

テストを開催し、優れた作品に対する表彰や学校内外で優秀作品の掲示を行うc

【成果】
・シールデザイン部門5,309作 品、アニメーション部門251作品の応募があり、児童 。生徒のたくさん

の想いが詰まった作品が集まった。

・受賞作品は、当所が開設するウェブサイ ト「つくばキッズ」内にて公開した。

・本コンテス ト開催と併せて本市独自′の教科である「つくばスタイル科」においても、SDGsの理念を

理解するための単元を設定し、教職員や児童・生徒への周知、理解を図つた。

情報教育振興事業について、児童生徒が確かな学力を身に付けるため、各教科におけるICTを活用した授業を推
進し、教職員のICT活用力の向上を図るため、学校ICT教育推進委員を対象とした必要な研修を引き続き実施して
いく必要がある。
当初予算増減理由について、OA用消耗品(各学校へ配布分等)の減(△ 915千円)、 印刷製本費の増(288千円)が
挙げられる。
補正予算について、新型コロナウイルス感染拡大に伴い各種研修会等の中止や開催方法の変更による講師謝礼
及び旅費の減 (△474千円)、 印刷部数削減や配布方法の見直しによる印刷製本費の減(△ 838千円)を計上した。

事
業

の
課
題
及
び
改
善

点

1 目的を達成できた
評

価
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総合教育研究所に要する経費 教育局 総合教育研究所
事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
2-4信頼される教職員を育成する

基本目標

基本方針

施策 2-4-1 質能力の向上

支 出―済 額

23,088

△ 7,802

執行率
(0/o)

|

.6

目

68

14,311

△ 6

01 0 02 23年日lJ 88,0

△ 6,ヒ ,243較

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

9941

15,286

事
業

度
額
年
越
前
繰

次年度
繰越額

93

90

| △ 1,559

△ 1,559

々 21,388 21,388 20,512    95,9

職員手当等  |
役務費   |

4,112

1,0881,325使用料及び賃借料

円

3,0041備 品購入費 |
1    691  需用費  |

負担金補助及び交付金    3,360

58 ′ 旅費

1 教員の ICT活用指導力向上研修事業
・ICT機器の効果的な活用を図るため、各学校から選任されたIcT担当の教職員を対象とした悉皆研修
を実施する。
・各学校からの要請に応 じ、情報担当指導主事や学校 ICT指導員の訪間による研修を随時実施すると
ともに、研修に必要なICT機器を整備する。

【成果】
・ 5月 14日 に各学校 1名 (教務主任又は情報教育担当者)を対象した学校ICT教育研修講座を開催 し、
教職員の授業力や実践力の向上を図つた。
・各学校からの要請に応 じ、訪問研修を14回実施した。

2教職員研修補助事業
。各学校に勤務する教職員の資質向上を図るため、各種研修会の参加や校内研修の充実、教職員研修
に要する経費を補助する。

〔成果】                                         '
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、外部講師による集合研修や外部研修会への参加の機
会は減少したが、研修用図書・教材を使用した個人研修や校内研修を通じ、各教職員の専門的知識の
向上や指導法・授業力・実践力の機会や有益情報の提供ができた。

3教職員研修事業
・悉皆研修、特別研修講座等の研修講座を実施する。

【成果】
主に以下の研修を開催した。
・悉皆研修 2講座 (美 しい日本語で歌おう研修講座、学級経営研修講座 )
。特別研修講座 (ISAK」 APAN研修 「学校経営力向上講演会J)
。特別希望研修講座 (「プログラミングを音楽の授業に取り入れようJ)他

総合教育研究所主催研修実績

令和2年度 1 令和元年度 1 平成30年度
1 
平成29年度 平成28年度

回数 回 6 395

延べ人数

1訪問研修

1,102

31

,020

総合教育研究所施設使用実績

2291 282 5631

約9001971 488

令和 2年度  令和元年度 平成30年度 ―

1011

3,6261

人

人

1回数

延べ人数

1単位 |

1 回
|

i 人 |

1 平成28年度 |
96.
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4教育に関する調査・研究事業
・児童・生徒の学力や意識等の変容を提えるため、アンケートや各種調査を実施する。
・各学園での教育実践の取組や教職員、児童 。生徒の意識等について、変容を調査すると

'調査によつて明らかとなった本市の教育の成果等を、広報誌やホームページ等を通じて発信する。

【成果】
。本市が取り組むSDCsに対し、教職員の意識を高めることを通じて教育課程内においても積極的実践
への啓発を行うことができた。
・新学習指導要領の柱のひとつとなる情報活用能力育成の現状把握ができた。

5小中一貫教育推進体制の整備事業
・教職員研修を通じて、小中一貫教育人の理念の平準化を図る。

・小中一貫教育全国サミットに参加し、見識を広げるとともに本市の小中
二
貫教育の成果について発

表する。                       .
・本市の小中一貫教育に関するパンフレントや資料等を作成し、教職員や視察者に取組と成果を広報

する。              .
【成果】
・小中一貫教育全国サミットは、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から開催中止となつた。

・計画指導訪問等の学校訪問時に、教職員に対する小中一貫教育の周知を図つた。

6つ くば市総合教育研究所維持管理事業
・研修施設としての環境整備を図るため、施設修繕や維持管理に関する各種業務 (電気保安管理、消

防設備点検、施設警備、敷地内清掃、植栽維持管理、貯水槽清掃等)の契約を締結する。
・効率的な事務執行を図るため〔総合教育研究所内で使用する情報機器の購入や賃借等に関する契約

を締結する。

【成果】
・施設修繕や維持管理に関する各種業務の契約を締結し、清潔で安全な施設環境を維持した。

・情報機器の購入や賃借等に関する契約を締結し、効率的な事務執行を図つたと

事
業

の
課
緩
及
び
改
善

〓
評
価

新型コロナウイルス感染症対策や教員の働き方改革に伴い、集合研修は減少傾向となつたが、必要な研修をより効

果的な実施することや訪問研修の充実を図るため、指導できる人材や研修環境を整えていく必要がある。

当初予算増減理由について、学校教育指導員報酬 (△ 3,840千 円)や施設修繕料 (△ 1,168千円)、 費用弁償及び旅

補正予算について、新型コロナウイルス感染拡大に伴い各種研修会等の中止や開催方法の変更による講師謝礼
費(△533千円)が挙げられる。

624千円)及び旅費の減(△ 859千円)を計上した。(△

1 目的を達成できた
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事業の
位置づ
け

1社会を「生き抜く力Jを育む、2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

Ⅲ2豊かな心と健やかな身体を育む、2-4信頼される教職員を育成する
卜2-2健やかな体の育成、24-1教職員の資質能力の向上

基本日標

基本方針

額

一　
一

二_毎!丑隻「
72,6031

42,8341

25,695 29,769: 26,419

目 補正予算額 流 充 用 支 出済額十
|

執行率
(γo)千円)

6,9081

単位

|  | ,ヒ 較

14前年 十
68,8121

42,393

年度

本年

当初予算額

42,834

4,974

次 年 度
繰 越 額

度
額
年
鬱
前
繰

94.8

99,010106.011

40,926 △ 396々 40,530 39,584 97.7

345

委託料

報酬 27,53 役務費
39,247 使用料及び賃借料 3731,056負れ金補助及び交付金

4  需用費

事業筈 :学校保健に す 費 教育局 健康教育課

1 各種健康診断事業
学校保健安全法の規定に基づく各種検診を実施することで、園児、児童、生徒及び教職員の健康管理
と疾病異常の早期発見に努めた。

検診種類

尿検査 (全児童・生徒・園児)、 寄生虫検査 (全園児)、 心臓病検診 (1年生、4年生及び7年生)
結核精密検査 (全児童生徒のうち精密検査受診者)、 運動器検診 (全児童・生徒 )、 教職員定期健康診断

【成果】
必要な検診を実施することで、疾病異常の早期発見に努め、園児、児童、生徒及び教職員の健康の保
持増進を図ることができた。

(1)園児・児童・生徒を対象とした受診者数

844

20,6981

9371

1心臓病検診一次

1心臓病検診二次
.結
核検診

7,0901 6,615

37

(2)教職員の定期健康診断受診者数 (健診内容 :尿、胸部X線、胃がん、血圧、心電図 等)―
単位 1 令和2年度 令和元年度

人
一人
一人

6,403

295283

45

1 平成30年度 平成29年度

391

平成28年度 ―

399受診者 人 416 426. 394

2 教職員安全衛生管理業務
(1)つ くば市立学校に勤務する教職員の安全及び健康を確保するとともに、1憮適な職場環境の形成を

促進するため、学校衛生委員会の開催及び産業医を配置した。

(2)教職員のメンタルヘルスケアを図るため、ス トレスチェックを実施した。

【成果】 I
教職員が安心して職務に専念できるよう、職場乗境の改善やメンタルヘルス対策に取り組んだ。
(1)産業医の配置 (4名 )

(2)ス トレスチェック実施校 (全45校)※平成28年度は50人以上の学校で実施 (2校 )
高ストレス者のうち面接希望者 (2名 )に対して産業医による面談を実施し、高ストレス者に対する
フォローを行つた。

ス トレスチェック受診者数

元年度 平成28年度
2751

受験者数 1,218 1,222

1

受験率 97.80 99.26

8.14+高ストレス者率

1単位
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3新型コロナウイルス感染症対策
(1)感染症対策として、衛生医療用消耗品 (手指用消毒液(非接触型温度計、小児用マスク、グ甲~

ブ等)を購入し、各学校へ配布した。                          ′

(2)医療相談アプリLEBERを導入しく児童生徒の検温結果及び出欠連絡を学校ごとに集約して体調管

理を行つた。

【成果】                                        ・

(1)感染症拡大防止対策を円滑に進めることができた。

(2)児童生徒の体調管理をアプ)を通して行うことで、教職員の負担軽減を図ることができたЬ
<購入品内訳>                 ぅ

非接触型温度計 :59個ヽ月ヽ児!用マスク :5,000枚、使い捨て手袋 :150枚

手指用消毒液 :lL(370本 )、 5L(576本 )、 17L(8本 )、 19L(56本) 計4,450L
学校施設消毒液 :1,8L(12本 )、 5L(8本) 計61,6L                 l

新型コロナウィルス感染防止対策をしながら、必要な学校検診等の事業をを実施していく必要があると     を
新型コロナウィリレス感染防止のため、国補助金及び交付金を活用して、医療相談アプリの導入や、衛生医療用消耗
品を購入したため、前年度比較して予算増となつた。 :

-58-



基本目標2 教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

基本府針4 信頼される孝女職員を育成する

施策2 孝女職員が子供と向き合う時間の確保

主な取組内容

・外部人材の活用

・サポ‐トスタッフの充実

・校務の効率イヒの推進

評価

施策評価シート

令不□2年度

1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

」に該当す その まヽす。

指標目標
項目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業名 支出済額
(千円) 頁 (※ ) 担当課名 評価

理科支援員等配置に要する経費 2,500 61 学び推進課 2

学校教育研究支援に要する経費 18,248 62 学び推進課 2

意見・提言等

`支援員等の外部人材が学校組織の中で孤立しないようなサポート体制や、支援員
同士が‖青報交換を行いスキルアップにつなげられるような仕組みが閉要だと思う。

・コロすウイルス感染症の影響のなかでも職員の配置に係るラ算措置が努力され、
措置されていることが評価できる。

・ 各要業ズ〕`適切 ている。
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事業名 :理科支援員等配置に要する経費 教育局 学び推進課
目標 2 の る事業の

位置づ
け 施策

2-4信頼される教職員を育成する
2-4-2教職員が子供と向き合う

の V

△ 3,344△ 185! △ 3,674

款 年度

19 前年

歩ヒ裏交

10 02+021

予算額
|

1

3△ ,6

流 充 用 額 予 算 現 額
当初予算額 前 年 度

支 出 済 額

本年

目
事

業 千閑)

2,751

6,610

次 年 度
繰 越 額

執行率

(0/o)

2,5001  ! 90,9

5,844‐    88.4

| △ 3,859

6,4251

6,6101

繰越 額

【が考】前 年々度 +   6,371 6,371 5,8251    91.4

千円―)

1631報償費 2041  役務費2,133 需用費

理科教育の向上という観点から、専門性のある理科支援員を市内全小学校及び義務教育学校 (前期課
程)に配置する。理科支援員は理科授業の準備・片付け !実験の補助等を行う。

〔成果】
理科支援員の配置により、実験・観察等の体験的な授業が充実し、児童の関心・意欲が向上した。

令和2年度 1 令和元年度 1 平成30年度 1 平成29年度 i 平

5,145

成28年度

5,

33

5,0 4,934

1 理科支援員派遣

支援員配置人

小学校数

時間数

数

331           33

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

理科支援員の専門性や経験、技量、コミュニケーションカ等により、学校毎に支援状況が異なっている。理科支援員
の研修会の実施や支援員同士の情報交換の場を設定するなど、より質の高い支援の向上を図る必要がある。

2目的を概ね達成できた
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事業名 :学校教育 に要する経費 教育局 学び推進課
2

基本方針

目標業
置
事
位
け

の
づ 2-4信頼される教職員を育成する

2-4-2教職員が子供と向き合う時間の確保

いの る

18,248

流 充 用

本年 |

事
年度

目暉

繰業

600

年 度当初予算額
補正予算額

単位 :千円 越 額

24,5581 △ 2,195

22!前年 | 11,6781

1比較 | △ 2,79512,880

。40,000

8 ,24

額 予 算 現 額

82.5

支 出 済 額
度
額
年
越
次
繰

△ 2471     22,1161

執行率

lγo)

12,278+

△ 247 9,838

7,454 △ 149 7,305 5,934    81.2々

1

4

報償費
8,8331委託料

95

び交付4
063 2,2211  役務費旅費

1,035,985 備晶購八費

:千円

161  需用費

評

価

1 研究指定校支援事業・

教育研究校を指定し、指導法や教材の研究開発を行い、市内幼稚園、小・中学校の指専法の向上を図

る。教育委員会主催の各種研修講座に専門家の招聘や視察研修をする。

【成果】

小中一貫教育の指定校を令和2年度には2学園を指定した。指定校訪問と要請訪問を行い、2学園で研

究発表会または授業公開を行った。

2 学びの広場サポート派遣事業
茨城県からの受託で、市内全小学校・中学校・義務教育学校で年間をとおして実施する学習支援事業

である。第4・ 5学年に学習サポーター (大学生・非常勤講師等)を派遣して算数科の補習を行い、児童

の基礎学力の定着を図る。また、中学校第1・ 2学年を対象に数学科の補習を行う 【中学校版】も同受

託事業である。なお、学習サポーターの派遣を希望する学校にのみ派遣を行いてそれ以外の学校では

教員が中心となつて補充指導を行つている。

【成果】
算数・数学の学習教材を使用し、補充的な学習の場を充実することにより、知識・技能の定着を図る

ことができた。また、児童生徒のつまずきが解消され、学習意欲を高めることにつながつた。

・学びの広場サポーターの派遣 【小学校版】

市内 小学校3校、義務教育学校0校、4学生6学級、5学生7学級にサポーターを派遣した。

※令和2年度は新型コロナウイルスの影響で実施校数が減少した。

｀
3 サイエンスキッズリーグ事業
市内5年生と8年生を対象に科学に関する筆記問題や実技問題の取り組みを通して、相互の親睦を図る

とともに、科学の面白さや楽しさを体験し、理科好きや化学好きの子供を育てる。

【成果】
令和2年度は新型ココすウイルスの影響により中止となつた。令和元年度の状況としては、1次 ジァグ

で小中学生合計で210名が参加した。その1次 リーグの結果から、小中各8チーム、合計16チームの決

勝リーグ進出を決定し、学園の森義務教育学校理科室において、課題実験等による実技を行い、優秀

な結果を収めた児童生徒に対して、賞を贈つた。真剣に課題に取り組む姿が見られた。

研究指定校支援事業では、研究発表会がオンラインでの開催となつたため、市内の全教職員が参加することができ

た。学びの広場サポーター派遣事業については、令和9年度から中止となつた。サイエンスキッズリーグ事業につい

ては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となつた。

一事
業

の
課
題
及

一　
び
改
善
点

2目 的を概ね達成できた
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施策評価シート

令不日2年度
基本働標2 教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する 。
!基
本海針5 教育環境を充実する

―
随禁 4 学校施設・教育用備品等の充実

・学校施設の計画的な整備及び施設の管理

・教材及び管理備品の計画的な整備

・ ICT環境の整備

自標瞳 H30 Rl R2
教育用コンピュニタ

(タブレット)刊 台あたりの児童生徒の人数
5.0人 8.2人 8.9人 1人

電子黒板等の設置状況
1学級
あたり1台

5.6学級
あたり1台

小学校 :37学
級あたり1台
中学校 :」 学
級あたり1台

小学校 :2.3学級
あたり1台
中学校 :1学級
あたり1台

学校I情報化先進校
認定の取得校

16学園 16 13 ¬3

事矛ヵ気事業名 支豊か済額
<子隠) 寅

.(※ ) 担当課名

教材整備に要する経費 (小学校) 133,257 65 学務課 1

荻材整備に要する経費 (中学校) 19i760 66 学務課 1

学校管理運営に要する経費_(小学校) 392,420 67 学務課 1

学校管理運営に要する経費 (中学校) 158,729 68 学務課

(仮称)香取台l也区小学校建設に要する経費 98,869 69 教育施設課 2

(l反称)研究学園Bヽ学校建設に要する経費 78,324 70 教育施設課 2

(仮称)みどりの南小学校建設に要する経費 司,311,547 71 教育施設課 2

(l反称)研究学園中学校建設に要する経費 66,808 72 教育施設課 2

(仮称)みどりの南中学校建設に要する経費 655,774 73 教育施設課 2

l」 l学校建設に要する経費 745,344 74 教育施設課 2

中学校建設に要する経費 69,390 75 教育施設課 2

幼稚園施設取得に要する経費 (幼稚園) 29,0¶ 3 76 教育施設課 1

学校施設取得に要する経費 (小学校) 146,809 77 教育施設課 1

学校施設取得に要する経費 (中学校) 23,720 78 教育施設課 1
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事務蒙業名| 受撃露甲
i評
価

教育施設維持管理に要する経費 42,202 79 教育施設課 1

施設管理に要する経費 (幼稚園) 19,576 80 教育施設課 1

施設管理に要する経費 (小学校) 11¬ ,059 81 教育施設課 1

施設管理に要する経費 (中学校) 55,296 82 教育施設課

施設整備に要する経費 (幼稚園) 29,121 83 教育施設課 2

施設整備に要する経費 (小学校) 390,580 84 教育施設課 2

施設整備に要する経費 (中学校) 106,766 85 教育施設課 2

教材備品整備に要する経費 (小学校) 20,960 86 教育施設課 2

教材備品整備に要する経費 (中学校) ¬1,233 87 教育施設課 2

備品整備に要する経費 (幼稚園) 6,147 88 教育施設課 2

備品整備に要する経費 (小学校) 39,991 89 教育施設課 2

備品整備に要する経費 (中学校) 21,870 90 教育施設課 2

学校図書館ニロ]書教諭補助員に要する経費 0 91 学び推進課 1

情報教育振興に要する経費 2,236 92,(54) 総合教育研究所 1

ICT教育推進に要する経費 (小学校) 563,701 93 総合教育研究所 1

iCT教育推進に要する経費 (中学校) 3¬ 6,866 94 総合教育研究所 1

情報機器整備に要する経費 (幼稚園) 2,161 95 総合教育研究所 1

情報機器整備に要する経費 (」 学ヽ校) 58,952 96 総合教育研究所 1

情報機器整備に要する経費 (中学校) 26,880 97 総合教育研究所 1

評価   1 目的を達成できた        2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかつた

(※)複数の「 置づけ」に該当する場合、その買数を併記しています。

後もお願いしたい。

・ICT環境について整備が進んでいるが、校内におけるネット環境の貧弱さや、外
部から持ち込んだPCを学校のネットワァクに接続できない、学校PCと外部 (PTA
会員など)との間での大容量フアイルのやりとりが困難など、まだ解決すべき課題

。事務の効率化がさらに図られるようにお願いしたい。

・つくば市における児童生徒数の増加が続いており、学校新築等の諸課題につい
て、適切に取り組むとともに、施設の維持や老朽化対策など、施設管理業務につい
ても適切に実施されている。なお、この2二5-1のシートについては、様ナマな事業
(経費)が合わせられているとともに、シート内の支出額を合算すると大きいもの
となつているため、担当課ないし経費の種類 (例えば、教本オ・教具系、大規模施設
系など)でシートを分けることも検討してほしい。

し|こ適切 て る。 設の施 化老朽 フへの対策をア レ等の作成など、ユ

くさんあると感じる。
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教材整備に要する経費 教育局 学務課
事業の
位置づ
け

基本目標

2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

るり、 の

基本方針 2-5

2

を充実する

款 項
事

業 支 出済 額

137,276 △ 380「

30,266 99.1

107,010 △ 3801 106,630

目

30,266

年度

133,257‐     97.3

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

歩ヒ

136,896

02 02 13前年 十
本年

前 年 度
繰 越 額

当初予算額
(単位 :千円)

度
額
年
越
次
繰

執行率

(0/o)

10 29,997

103,260

【参考】前々年度 34,1011 34,101 33,6921    98.8

需用費

円

1 6 67 9 1 4896,

(1)図書の購入 (学校教育指導方針、教師用図書、教師用指導書)
(2)理科実験用薬品等の購入

(3)図書室用図書備品の購入

(4)教材用消耗品購入 (プ リント教材用紙、理科実験用消耗品等)

【成果】
図書備品や教材の購入を行い、個々の児童にあつた授業の実施に寄与した。

概要及び成果

1 小学校教材整備事業

事
び業
改の

善課
点題
及

評
価

新設校において必要な図書の冊数が足りていない状況であり、計画的に整備する必要がある。また蔵書数が足りて
いない状況において、図書廃棄の基準を検討する必要がある。さらには、必要となくなつた図書を別の学校で必要と
することも考えられるので、再利用による有効活用を検討する必要がある。なお、令和2年度予算の増額について
は、教科書全面改定に伴う指導書等の購入費分である。

1 目的を達成できた
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る経 教育局 学務課
事業の
位置づ
け 2-5=1学校施設・教育用備品等の充実

る

施策

り、 の セ基本 目標 2

基本方針 2-5教育環境を充実する

20,020 98.7

98,321,2791

△ 1,259 △ 1,155:△ 1,259

款 目 年度

「
~ ‐

10103

,ヒ砲交

補正予算額 流 充用 額 予算現額

20,0201

21,279

繰 越 額
前 年 支 路済額

20,915

執行率

(°/c)

度
額
午
越
次
繰

19,760

【参考】前力年度 20,517 20,517 19,692 96.0

:千円

11,328需用費

男
'

備

(1)図書の購入 (学校教育指導方針、教師用図書、教師用指導書)

(2)理科実験用薬品等購入

(3)図書室用図書備品の購入

(4)教材用消耗品購入 (プ リント教材用紙、理科実験用消耗品等)

【成果】
図書備品や教材の購入を行い、個々の生徒にあつた授業の実施に寄与した。

び成果

1 中学校教材整備事業

事
業

の
課
題
及

一

新設校においては、必要な図書の冊数が足りていない状況であり、計画的に整備する必要がある。また蔵書数が足

りていない状況において、図書廃棄の基準を検討する必要がある。さらには 必ヽ要となくなつた図書を別の学校で必

要とすることも考えられるので、再利用による有効活用を検討する必要がある。

評

価
1 目的を達成できた

び
改
善
点
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事業軽 :学校管理 |こ る経費 教育局 学務課
基本日標

基本方針
事業の
位置づ
け 施策 2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

の

2■5教育環境を充実する
2 り、

△ 1,980

101021 0112前年

事
年度
業

本年 △ 1,980

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

42

43

425

項 目

1比較 △ 10,201

94.6

92.8

433,231

△ 8,221

度
額
年
諺
次
繰
ヽ

度
額

一

年
越

一

前
繰

・

409,921

△ 17,5011

当初予算額
(単位 :千円)

執行率
(%)1車

出済額
|

1    392,4201

392,190 33,169【参考】前 年々度 425,359 418,3201    98.3

千円)

需用費 役務費 委託料26,83 11

出

209,506

1 スクールバス運行事業
スクールバスによる対象児童の送迎

【成果】
統廃合に伴う遠距離児童の通学手段及び安全を確保することができた。

2 小学校管理運営事業
消耗品費や光熱水費等、各学校の実情に合つた予算執行管理を行う。

【成果】
小学校及び義務教育学校 (前期口果程)に適正な予算令達及び執行管理を行い、円滑な学校運営に寄与
した。

概要及び成果

事
業

の
課
題
及
び

改
善
点

光熱水費は、学校によって金額が大幅に違い、予想するのが難しいき学校管理員については、正職員のいる学校と
臨時職員で対応している学校とでは、勤務時間の差が生じてしまう。また、プール施設の老朽化や大規模校のプー
ル施設が生律の人数に対して小さいため、他の学校等に移動して授業を行つている。スクールバス運行業務につい
ては令和2年度の契約満了に伴い、新たに令和3年4月 から5年間の運行契約を締結したが、スクールバス運行委
託料に対する補助金の交付が令和4年度で終了となるので令和5年度以降の財源確保が必要である。

評

価 1 目的を達成できた
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事業名 に要する経費 教育局 学務課
事業の
位置づ
け

基本 目標

基本方針

施策 学校施設・教育用備品等の充実

る

矛5教 充実する

の い

12-5-

2

流 充用―客戻款 項 1目
|

事

業
次 年 度
繰 越 額

△ 13,805

額

92.6

92

期は

△

年度
初

千

△ ,45

10 1前年

本

08

△ 11,924,ヒ較

173,287

185,211

予算現額

158,729

支 出 済補正予算額

△ 1,881

前 年
繰 越

171,4061

185,2111 1    171,185

前々 162,422 23,083 185,505 167,589 90.3

13,3511需用費 役務費 30, 090'115,288

1 ネクールバス運行事業
スクールバスによる対象生徒の送迎

【成果】

統廃合に伴う遠距離生徒の通学手段及び安全を確保することができた。

2 中学校管理運営事業                            ′

消耗品費や光熱水費等、各学校の実情に合つた予算執行管理を行う。

〔成果】
中学校及び義務教育学校 (後期口果程)に適正な予算令達及び執行管理を行い、円滑な学校運営に寄与
した。

光熱水費は、学校によつて金額が大幅に違い、予想するのが難しい。学校管理員については、正職員のいる学校と

臨時職員で対応している学校とではt勤務時間の差が生じてしまう。また、プール施設の老朽化や大規模校のプー

ル施設が生徒の人数に対して小さいため、他の学校等に移動して授業を行つている。スクァルバス運行業務につい

ては令和2年度の契約満了に伴い、新たに令和3年 4月 から5年間の運行契約を締結したが、スクールバス運行委

託料に対する補助金の交付が令和4年度で終了となるので令和5年度以降の財源確保が必要である。

概要及び成果

評

価
1 目的を達成できた

事
業

の
課
題
及
び

改
善
点

-68-



事業 仮称)香取台地区小学校建設に要 る経費 教育層教育施設課
基本目標 2 の ヤ る

基本方針

事業の
位置づ
け 用備品等の充実

る

2-5-1

2-5

項 支 出済 額

104,048

61,224 △ 1,017

事
年度
業

98,869 95.0

42,824      1,017 41 98.5

57,722

流 充 用 額 予 算 現 額

10102 53,579-

96 0,09 ,0

0 13 △

24 5 1 0 7,ヒ車交

6,941

19,755

17,696

当初予算額
補正

(単位
度
額
一

年
諺
一

次
繰
一

執行率

(0/o)

年 度
額

一

越

一

繰

一

参考】前々年度 676,246 676,2461 676,245 100.0

98;869

出 千円)

つくば手クスプレス沿線開発に伴い、島名地区周辺の就学人口増が見込まれ、島名小学校の教室数で
は対応が困難となり、また、過大規模校解消のため、令和5年 4月 開校を目標に (仮 )香取台地区小学
校を建設する。

【成果】
令和5年4月 の開校に向けて、設計業務を完了した。

概要及び成果
1(仮 称)香取台地区小学校建設事業

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

学校施設として学校現場だけでなく地域住民のニーズを反映させるよう努めながら今後も事業を展開していく必要
がある。

2目的を概ね達成できた
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経費 教育局 教育施設課
2毅育環境の整備を図り、質の高い教育を推滲する基本目標

基本方針 2-5教育環境を充実する
2-5-1学校施設・毅育用備品等の充実

事業の
位置づ
け 施策

97.878,1,338

l 338

213,699

212-;3161228,297 1;635

;297

19

1,635 71 929867,449

67

10 02103 13 前年

々

79 138107

つくばエクネプレ不沿線開発
の教室数では、対応が困難と

究学園小学校を建設する。

【成果】    .
令和5年4月 の開校に向けて、

事業                 :´
に伴い、葛城地区周辺の就学人口増が見込まれ、学園の森義務教育学校

なり、また、過大規模校解消のため、令和5年 4月 開校を目標に (仮)研

設計業務を完了した。

1 (仮称)研究学園小

て学校現場だけでなく地域住民の二‐ズを反映させるよう努めながら今後も事業を展開していく必要
/

し学校施設と
がある。

1議 2目的を概ね達成できた
||

|

|

|

|

|

|
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事 ど の南小学校建設に要する 教育局 教育施設課
目標

基本方針 歩5教育環境を充実する
の ヤ る2事業の

位置づ
け 施策 2-卜1学校施設・ 用備品等の充実

業

158,7971

1,311,547158,797

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

1

10 前年

752521年本

0302 41

11 27 552,ヒ車交

項 目 支 出 済額
(γo)

100.0

年度
前年度
繰越 額

次年度
繰越額

1,311,5471

当初予算額
(単位 :千円)

【参考】前々年度 |

円)

委託料

出

63 2,45 1 248 0951

つくばエクスプレス沿線開発に伴い、萱丸地区周辺の就学人口増が見込まれ、みどりの学園義務教育
学校の教室数では対応が困難となり、また、過大規模校解消のため、令和6年4月 開校を目標に (仮 )
みどりの南小学校を建設する

【成果】
令和6年4月 開校に向けて用地を購入した!

小学校・中学校用地購入

所在地 :つ くば市みどりの南106番地 1走 6、 107番地1～ 2

地積 :61,181,14♂

1(仮 称)み どりの南小学校建設事業

評
価

学校施設として学校現場だけでなく地域住民のニーズを反映させるよう努めながら今後も事業を展開していく必要

2目 的を概ね達成できた

び業
改の

善課
点題
がある。

及
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(仮称)研究学園中学校建設に要す 教育局 教育施設課

基本方針

施策

事業の
位置づ
け 。教育用備品等の充実

の ヤ るり、基本目標 2

2-5-1

2-5教育環境を充実する

項 目 年度
事

業
支 出済額

1,2301

176,68260,526

款

66,80

'ヒ

粧父

7771    176,682

105,619.     66,808

補正予算額 流 充 用 額 予算 現額

114,1 777+1,2 301

114,149本年 106,849 98.3

当初予算額

60,526

(単位 :千円

度
額
年
越
前
繰

1003,03

次 年 度
繰 越 額

執行率
(γc)

々

需用費

別支 千

委託料 66

1(仮称)研究学園中学校建設事業
つくばエクスプレス沿線開発に伴い、葛城地区周辺の人口増が見込まれ、学園の森義務教育学校の教

室数では、対応が困難となり、また、過大規模校解消のため、令和5年 4月 開校を目標に (仮)研究学
園中学校を建設する。

【成果】
令和5年4月 の開校に向けて、設計業務を完了した。

及

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

学校施設として学校現場だけでなく地域住民の三―ズを反映させるよう努めながら今後も事業を展開していく必要
がある。

評
価

2目的を概ね達成できた
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(仮称)み避りの南 に要する経費 教育局 教育施設課
基本目標

基本方針

業
置
事
位
け

の
づ

施策

2-5教育環境を充実する
の る

品

2

2-5-1学校施設。教育 充実

1年度

0
一　　　　．． 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・

一　　　　・・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・

執行率
(γo)

支 出 済 額

655,774

3

655,775 1    655,774

項 目 補正予算額 流 充 用 額 予
イ
算 現額

655,7756 7755

6 5 5775,

当初予算額
(単位 :千円

度
額
年
越
単剛
繰

度
額

一

年
越

一

次
繰

一

10 03

!参考】前 年々度 |

委託料 31,726

)千円

04公有財 624,

つくばエクスプレス沿線開発に伴い、萱丸地区周辺の就学人口増が見込まれ、みどりの学園義務教育
:学校の教室数では対応が困難となり、また、過大規模校解消のため、令和6年 4月 開校を目標に (仮 )
みどりの南中学校を建設する。

〔成果】
令和6年4月 開校に向けて用地を購入した。
小学校 。中学校用地購入

所在地 :つ くば市みどりの南106番地1～ 6、 107番地
.1～
2

地積 :61,181,14ポ

1 (仮称)み どりの南中学校建設事業

事
び業
改の

善課
点題
及

学校施設として学校現場だけでなく地域住民のニーズを反映させるよう努めながら今後も事業を展開していく必要
がある。

評

価 2目 的を概ね達成できた
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事業筈 :Jヽ学校建設に要す 教育局 教育施設課
基本目標

基本方針
事業の
位置づ
け 施策 2-卜1学校施設・教育用備品等の充実

のり2

2-5教育環境を充実する

支 出 済 額

73.6745,344

10102103111

執行率
(γo)

|

款

歩ヒ屯交

1

| △ 533,030       -

補正予算額 流 充 用 額 予算現額項 目

本年 |

671 1△ 11 7690△23 ,08,0,8

79 4434,1 921 ,292

92 6 47△3△△ 20219 52 08 ,87,309

当初予算額
単位 :千円)

年度
次 年 度
繰 越 額

事
業

前年度
繰越額

前年 |

100.0【参考】前 年々度 1  86,886 86,8848o,8861

節別支出済額 (単位と千円)

委託料  1  19,360使用料及び賃借料1  183,739 工事請負費 1  522,258公 有財産購入費1  12,957
備品購入費  | 6,722負工と金補助及び交付金

|

3081

1 小学校耐震化事業
旧耐震基準で整備した小学校の校舎・屋内体育館について、つくば市耐震改修促進計画及び学校耐震

化優先度調査結果に基づき、耐震診断を実施し、耐震性能の劣る建物から順次耐震工事を実施する。

【成果】
学校に非構造部材等の点検を依頼し、教育環境の安仝を確認した。

2 小学校建設事業
小学校校合増築及び職員室改修工事を実施するにあたり、学校との連絡、調整を行う。

1成果】
葛城小学校校舎増築 (19教室)に より、教室不足となる学校を解消することができた。

イ既要及

事
び業
改の

善課
点題
及

非構造部材等の点検結果をもとに、教育環境の安全確保に努める必要がある。

2目 的を概ね達成できた
評

価
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中学校建設に要する経費 教育局 教育施設課
基本目標業

置
事
位
け

の
づ 基本方針

施策 等の充実

2 の セ るり、

2-5-1

2-5

用備

る

事

業 年度

41,525

支 出 済 額
当

(単位

△ 30,98比較 41,525  △ 500,913

項 巨 補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額 !

71

il

5,9 922 968△ 9069296 19 ,3

7904958866 1 25 54 295 ,2

58 △ 8 5 71 7 459△49△△ 1 43 ,5 ,8

本年

10103.03111 前年 02

9896

90779,48

執行率

(°/o)

次年度
繰諺額

度
額
年
越
前
繰

48,554

【参考】前々年度 1  27,338 27,3881 27,2511    99.7

36,916役務費 1,185 3 使用料2委託料 費

節別

1 中学校耐震化事業
旧耐震基準で整備した中学校の校舎・屋内体育館について、つくば市耐震改修促進計画及び学校耐震

化優先度調査結果に基づき、耐震診断を実施し、耐震性能の劣る建物から順次耐震工事を実施する。

【成果】
大穂中学校武道場非構造部材改修工事を実施し、安全で安心できる教育県境が確保できた。

2 中学校建設事業
中学校校舎増築及び職員室改修工事等を、学校 との連絡、調整を円滑に行いながら実情に即 した事業

を進める。

〔成果】
児童生徒数の推移を確認することにより、校舎増築及び特別教室等の普通教室への転用等を計画する
ことができた。

ぴ

評
価

児童生徒数の推移に今後も注視し、増築や転用の計画を立てていく必要がある。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

2目的を概ね達成できた
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事業名 得に要 教育局 教育施設課
基本目標 2 し

基本方針

の
づ
業
置
事
位

け 1 の充実

100.029,014

14

29,o1329,014

29,000 100,028,999

14

29,000

14

28 986 28i985 100.々

償還金利子及び割引料 1

〔成果】
都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行つたも

対象 :東幼稚園、松代幼稚園
,

事業幼稚

よ 金 る立替施行に る償還 を返済す都市再生機構の
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事業名 :学校施設取得に要す 教育局 教育施設課
基本目標 2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
基本方針

事業の
位置づ
け 施策

2-5教育環境を充実する
2-5-1学校施設C教育用備品等の充実

■
議

挙

△ 28,464,ヒ車交

本年

10 02 01115

146,810

175,2741 175,274:

, △ 28,4641

8461 0 146,8091   100.0

000

路

【参考】前々年度 1  176,381 176,3811 1 176,380 100.0

1 小学校施設償還金返済事業
都市再生機構の立替施行による償還金を返済する。

【成果】
都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行つた。
対象校 :東小 (設計)、 東小、二の宮小 (増築)、 大曽根小

4〕を要友び巌崇

評
価

事
び業
改の
善課
点額
及

都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行うЬ

1 目的を達成できた
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に 教育局 教育施設課
基本目標 2教育環境の整備を図り、賢の高い教育を推 7・饉する

基本方針 2-5教育環境を充実する
の
づ繋醒
け 施策 2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

100,0

100,0前年

23,721

23,695

25

1 0 03 01 15

26

23,721

23,695

23,720

23,695

1 100,0々 160,690 160

及び割9 23,720

1 中学校施設償還金返済事―業 ‐     1'
都市再生機構の立替施行による償還金を返済する。                 

‐

【成果】
都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行うたき
対象校 :谷田部東中設計 (2翔 )、 谷田部東中増築 (2期 )、 手代木中増築設計、手代木中増築
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事業名 に要する経費 教育局 教育施設課
事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

用備品等の充実2-5-

目標

2-5教育環境を充実する

項
(単位 :千閣)

12,138

6,07812,138

目
業

△ 6,078

年度款

一
20242 99 ・942 49,2

3 29 7 381 2 589 8.9 6

2△ 12228 ,3 6 340

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

20,005

10,106

2 前年

,ヒ較

支 臨済額
lγo)

前 年 度
繰 越 額

度
額
年
越
次
繰

10101102

本年 1  30,Hl

【参考】前 年々度 1   1,884 1,8841 1,682 89.3

需用費

出

226 委託料 41,976

~:再
覆元談否帳所藤肇乗

~~~~~~~~― 一―一-1-一

公立小学校、中学校、幼稚園並びに学校給食共同調理場ごとに学校施設台帳を作成する。
台帳には、当該学校の用に供される建物(建物以外の工作物、土地及び児童等の数、その他必要な事
項を登載する。

【成果】
国庫補助事業の執行に関する資料を得るとともに、施設の実態把握ができた。

び

評
価

亭
び業
改の

善課
点題
及

1 目的を達成できた

学校施設整備促進のため、学校施設の現状を把握する。
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事業名 理に要する経費 教育局 教育施設課
業
置
事
位
け

の

づ

基本日標

基本方針

施策 2-5-1学校施設・教育用

の セ2 る

の 実

2-5 充実する

款 項 目
事

業

20,2271

20,250.

△ 23-

前年度
繰骸額

20,2271

15前年
,ヒ宅売

10.04 01

算予 額現:′購正

91 76,5

38

1 92

90 8

△ 23+

支 出済額

1本年

年度
度

額

20,250

年
越
次
繰

19, 9841 △ 1,510 18,474 17,744 96.0

(単位
67116

)

5 委託料役務費需用費 12,911 使用料及

1 幼稚園施設管理委託事業
幼稚園施設の安全を確保するとともに、適切な維持管理を行つたことで、教育環境の向上を図ること

ができた。

【成果】           
う

各幼稚園の適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上を図ることができた。     (実 施件数)

2 幼稚園用地借上げ事業
幼稚園2園 2筆 合計借上げ面積 :1,431ポ (高崎幼稚園、大穂幼稚園)
【成果】
用地の借り上げにより、幼稚園保育環境の向上が図られた。

21

64

9∩

7

平成28年

63

22

単位

2!

(1)小規模な雨漏 りや施設不具合等の修繕

16

11

(2)浄化槽法定検査、飲料水・受水槽の衛生管理

(3)施設の管理委託の実施

(4)園内植栽の維持管理

21

1^|

91

(1)修繕

|(2)浄化槽法定点検

|(3)通常点検作業

|(4)植栽剪定等

件

園

園
:園

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

の小規模修繕が必要な箇所の現状把握や、法令に基づく機器等の点検を確実に施行する。

1 目的を達成できた

学校施設

評

価
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筈 :施設管理に要する経費 教育局 教育施設課
基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け 施策 。教育用備品等の充実

2 の る

実する
2-5-1

2i5

J憲 支 出 済 額

6,244

事
款 目

ケヒ窮交

△ 1

年度

1,4031    116,088.           |

121,24

補正予算額 流 充 帰 額 予 算 現 額

1,059

10+02101116 108,785

7,303

次 年 度
繰 諺 額

執行率

(0/o)

111,0591    95.7

106,6161    98.0

前 年 度
繰 繊 額

当初予算額
(単位 :千円)

△ 12,462

4,443

【参考】前 年々 126,941- 1    126,941 125,672.    99.0

需用費 13313 6241  役務費 68, 744使用料及び賃借料委託料

:千円)

概要及

1 小学校施設開放事業
つくば市における社会体育の振興を図るため、教育委員会所管に属する学校施設及び設備を学校教育
に支障のない範囲で定期的・継続的に、市民の使用のため提供する。
【成果】
活動巳体!こ江として、活動の場を提供できた。_
2 小学校施設管理委託事業
(1)小学校施設の小規模な修繕や不具合の解消

(2)浄化槽法定点検手数料

(3)法令等に基づく各種検査及び施設衛生管理に必要な委託等の実施
(4)芝管理委託
(5)校内植栽の維持管理等

【成果】
学校施設の安全を確保するとともに、適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上を図ることが
できた。

①各小学校の適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上を図ることができた。    (実 施件数)
単位 令和2年度 1 令和元年度 ― 平成30年度 平成29年度  平成28年度

(1)修繕 件
―

393 356 3671

(2)浄化槽法定〃点検 校

(3)通常サミ検作業
.(4)芝
管理委託

校

校

4-

48

10

４

一
２

７

４

　

９

10

311

7

(5)植栽剪定等 校 23 20

(f)小規硬頑雨漏夢くつ琵設不具合等の修繕
(2)施設防犯対策による機械警備の実施、浄化槽法定検査、飲料水 。受水槽の衛生管理

(3)消防設備、電気保安業務などの法定点検及び遊具の安全点検等

(4)芝管理委託…・吉沼、葛城、上郷、九重、東、春日学園、竹園東、みどりの、学園の森、秀峰
(5)植栽剪定 。伐採

3 小学校用地借上げ事業
小学校8校 28筆 合計借上げ面積 :29,605.01ポ (前野小学校、栄小学校、北条小学校、谷田部小
学校、R2年度から秀峰筑波義務教育学校臨時駐車場用地3筆2,405ポ

柳橋小学校、大曽根小学校、吉沼小学校、秀峰学園)
【成果】
学校用地を賃借するこ上二より主嘲 覚Q向上に大きな成果が包堡とと二_____

学校施設の小規模修繕が必要な箇所の現状把握や、法令に基づく機器等の点検を確実に施行する。

1 目的を達成できた

事
業
の
課
題
及

び
改
善
点

評
価
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事業名 :施設管理に要する経費 教育局 教育施設課
の
づ
業
置
事
位
け 2ニト1学校施設。教育用備品等の

いの る基本日標 2

歩5教育環境を充実する

款
事

業 年度

56,366

68,139i0

△ 6,773 △ 3,405△ 10,99 11

03 01

本年十

81

0 8168

36 800前年

2,ヒ屯交 4,

補正予算額 流 充翔 額 予算 現額

1 52,6

支 曲 済額

△ 661

執行率

(0/c)

度
額
年
越
次
繰

当初予算:震
(単位 :千円)

度
額
年
越
前
繰

1  55,2961 98.1

1  58,7011 93.0
―   ――――― ――  十一―― ―― ―  ―    :

61,879ィ  98,4△ 238     62,9111【参考】前 年々度 1  63,149

8,31412,637 役務費需用費

出

34,330 使用料及び賃借料

単位 :千円)

委託料

及

1 中学校施設開放事業
っくば市における社会体育の振興を図るため、教育委員会所管に属する学校施設及び設備を学校教育

に支障のない範囲で定期的・継続的に、市民の使用のため提供する。

【成果】
活動団体に対して、活動の場を提供できた。

2 中学校施設管理委託事業
(1)中学校施設の小規模な修繕や不具合の解消

(2)浄化槽法定点検手数料

(3)法令等に基づく各種検査及び施設衛生管理に必要な委託等の実施

(4)校内植栽の維持管理等

【成果】
学校施設の安全を確保するとともに、適切な維持管理を行つたことで、教育環年兄

‐の向上を図ることが

できた。

①各中学校の適切な維持管理を行つたことで、教育環境の向上を図ることができた。

単位  令和2年度 ― 令和 度 平成30年度  平成29年度
(1)修繕

(実施件数 )

平成28年度

1761           156 192

2(2)浄化槽法定点検   1校 |

(3)通常点検作業   1校
(4)植栽剪定等    1校

21

33i 33

14

41 32

9 12

(1)小規模な雨痛うや施設不具合等あ修繕

(2)施設防犯対策による機械警備の実施、浄化槽法定検査、飲料水・受水槽の衛生管理

(3)消防設備、電気保安業務などの法定点検及び遊具の安全点検等

(4)植栽剪定・伐採

3 中学校用地借上げ事業
中学校6校 13筆 合計借上げ面積 :22,684.90ポ (筑波東中学校、桜中学校、高山中学校、茎崎中
学校、高崎中学校、秀峰学園)

【成果】
学校用地を賃借することにより学校教育環境の向上に大きな成果が得られたc

学校施設の小規模修繕が必要な箇所の現状把握や、法令に基づく機器等の点検を確実に施行する。

評

価

課
題
及

善
点

1 目的を達成できた

事
業

の
び
改
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事業名 :施設整備に要す 教育局 教育施設課

冨聾3橿三星曼2-5教育環境を充実する2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

の し2

支 臨 済 額

24,211 △ 18,732

補正

24,2

款 項 目

1229 2

流充用額 予 算 現 額

△ 15, 8441

24,211

10 04101 11 前年

年度

△ 3,159

22,858

51,957

本年

事
業

執行率
(γO)

度
額
年
越
前
繰

当初予算額:

(単位 :千円)

60,3241

76,168111:           | 47,8531    94.624,211

△ 1,353

次 年 度
繰 舷 額

比較  △ 36,896
△ 6,782〔参考】前々年度 1  42,852 1  37,0041 08.51,5101     37,580

委託料 2,110 2127 ,0

千 円

1 幼稚園施設工事・修繕事業
各幼稚園の状況に応じ施設の整備行う

(1)幼稚園施設の改修工事、土木工事、修繕工事の実施
(2)改修工事等の設計業務委託

【成果】

①各幼稚園の修繕工事等を実施したことで教育環境を図ることができた。

②手代木南幼稚園空調設備設置工事

保育室にエアコンを設置したことで、衛生上良好な環境を保つことができた。

2幼稚園荻育環境整備工事 トイレ改修事業
劣化が著しい トイレについて、バリアフリー化、便器の洋式化等の全体的な改修を行 う。

【成果】
大穂幼稚園トイレ改修工事を実施し、教育環境の改善が図られた。

概要及

4

令和元年度

2

令和2年度

(実施件数)

平成29年度 1 平成28年度
建築・土木・修繕工事  |
工事の設計委託    |

単位

件

1 平成30年度

評

価

事
業

の
課
題

び
改
善
点

多くの学校施設で経年劣化による不具合箇所が多いため、長寿命化計画の運用を進めていく必要がある。

2目的を概ね達成できた

及
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事業筈 :施設整備 す 費 教育局 教育施設課
基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け 施策

款 支 出済額年度

390,5801

10102 0

137,7591

11,9181
較レ
』
Ｌ
レ

302,61 72,

246,175 114,3981

△ 23,795

項 目

125,84 1   △ 41 ,453

補正予算額 流 充用額 予算現額

167,118140,07556,435

94.0

96,3

事

業

113,96410,8491    524,163

11,5971    384,088.    137,7591    223,462

△ 748

執行率
靱)

次年度
繰越 額

当初予算紙
(単位と千円)

前年度
繰越額

【参考】前々年度 1  192,478 38,415     33,404 264,2971     11,918:    245,0701    97.2

工事請負費   383,0977,483

小学校施設工事・修繕事業
各学校の状況に応じ施設の整備を行う

(1)小学校施設の改修工事、土木工事、修繕工事の実施

(2)改修工事等の設計業務委託

〔成果】                    イ

①各小学校の修繕工事等を実施したことで教育環境を図ることができた。

令和2年度  令和 平成30年度
1建築・土木。修繕工事

工事の設計委託

(実施件数)

平成 29年度

56

平成28年度 |

47172           54

18              7

②上郷小学校屋上外壁改修工事

・屋根防水工事 .A三 1,423ポ

・外壁改修工事 A=1,817だ

③竹園西小学校屋上外壁改修工事

・ウレタン塗膜防水工事

A=4090rぽ

・屋根葺き替え外壁塗装工事

屋根 A=980ポ
外壁 A=597ポ

④九重小学校プール改修I事
・底盤塗装、アクリル板交換

・床面伸縮目地改修

25mプ‐ル A=約 345ポ

小プマル  A三約,174ポ

2小学校教育環境整備工事 トイレ改修事業
劣化が著しい トイレについて、バリアフリー化、便器の洋式化等の全体的な改修を行 う。

【成果】

桜南小学校来賓用 トイレ改修工事

来賓用 トイレ改修工事を行つたことで、衛生上良好な環境を図ることができた。

び

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

多くの学校施設で経年劣化による不具合箇所が多いため、長寿命化計画を適切に運用していく必要がある。

評

価
2目 的を概ね達成できた

=84-



る経費 教育局 教育施設課
基本目標 い2 のり る事業の

位置づ
け

2-5教育環境を充
2-5-1学校 用備品等の充実

る

目 支 出 済 額

517,397 106,766 96.7

71,929 △ 316

事 執行率年度
10/o)

9,936

329 ,687i

71,92 9.    107,082

313,6381      9,986

款 項 補正予算額 流 充用額 予算 現額

5.49

△ 65,816 321,54 61

10103 0

71ぅ 929 385,5671

187,710

当初予算額
(単位

前 年 度
繰 越 額

次年 度
繰 越 額

398,47511     49,965‐

1    115,781

本年

前年

比較

1     71,9291

【参 507,345 238 466,556々】 △ 41,027 99,9465,8 971

96,7201

千 円

委託料 工事請負費10,046

1 中学校施設工事・修繕事業
各学校の状況に応じ施設の整備行 う

(1)中学校施設の改修工事、土木工事、修繕工事の実施
(2)改修工事等の設計業務委託

【成果】
①各中学校の修繕工事等を実施したことで教育環境を図ることができた。

②学園の森義務教育学校駐輪場増設工事

駐輪場を増設することで、良好な環ド見を図ることができた。

2 中学校教育環境整備工事 トイレ改修事業
劣化が著しいトイレについて、バリアフリー化、便器の洋式化等の全体的な改修を行う。

〔成果】
谷田部東中学校 トイレ改修工事を実施し、教育環境の改善が図られた。

(実施件数)

平成29年度 1 平成28年度 |

工事の設計委託

び成果

4

41

1            単位 |

1建築・土木・修繕工事
―
  件 i

件 |

事
び業
改の

善課
点題
及

評
価

多くの学校施設で経年劣化による不具合箇所が多いため、長寿命化計画を適切に運用していく必要がある。

2目 的を概ね達成できた

イ ー35-



事業名 :教材備品整備に要する経費 教育局 教育施設課
基本目標

事業の
位置づ
け

基本方針

施策 2-卜 1学校施設・教育用備品等の充実

ヤを る

2-5 る

2

|

事

業
度
額
年
越
前
繰

20,989

20,962. 16,906 80.720,889

100

73

29,989

4,054△ 73 27

次年度
繰越慈|

補正予算額 流充用:額 予算現額

1比較

支 出済 額

99.926,960

執行率
∽

19,089: 18,9141 99.1【参考】前 年々度 1  19,089

1,087需用費 備品購入費 19,8731

1 小学校教材備晶購入・修繕事業
学校規模に配慮しながら教育に必要な教材備品の整備及び修繕を行う。

予算は学校に配分し、学校の要望に沿つて購入する。

〔成果】
学校運営に必要となる教材備品を整備し教育環境の充実を図ることができた。

(1)教材備品の修繕を行つた。     、
(2)各小学校の教材備品 (理科・算数・体育教材等)を購入 (市内全ての小学校及び義務教育学校前

期課程38校 )した。

び

教材備品の老朽化や不足等による必要性を把握し、修繕や新規購入の公平な見極めが必要。

2目 的を概ね達成できた

事
業

の
課

び
改
善

-86-



事業名 に要する経費 教育局 多女育施設課
基本日標事業の

位置づ
け

る

基本方針 2-5

施策 2-5-1

を図り、 の2

を充実する

用備品等の充実

年度

100

目

本年

10

業

一

一年豆削
．
６

‐

０
と
ハ
υ

補重予算額 流 充 用 額
次 執行率年 度

算予 額現 支 出 額済
繰 骸 額 (γo)

11 900 494.11 233

(単位 :千円)
当 度

額
年
越
説
繰

8,452:    71.6

2,781       -

1               11,800

1       1001

参考 前々年度 10,800 10,800 10,020 92.8

円 )

234 備品購入費 11,000

学校規模に配慮しながら教育に必要な教材備品の整備及び修繕を行う。
予算は学校に配分し、学校の要望に沿つて購入する。

〔成果】
学校運営に必要となる教材備品を整備し教育環境の充実を図ることができたも
(1)教材備品の修繕を行つた。
(2)各 中学校の荻材備品 (理科・数学・体育教材等)を購入 (市内全ての中学校及び義務教育学校後
期課程16校)した。

概要及び成果
1 中学校教材備品購入 。修繕事業

事
び業
改の

善課
点題
及

評
価

教材備品の老朽化や不足等による必要性を把握し、修繕や新規購入の公平な見極めが必要。

2目 的を概ね達成できた
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る経費 教育肩1教育施設課
2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する基本目標

基本方針 2-5教育緊境を売実する
2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

事業の
位置づ
け
｀
施策

o,147 93.1

6,013 90.3

'ヒ

聰吏

01 17

△ 55

6,602

6,657

99.8々考 5,012

5,需用 208

備品の老朽化や不足等による必要性を把握し、修繕や新規購入の公平な見極めが必要ざ

2目的を概ね達成できた
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事業名 に 教育局 教育施設課
基本目標 2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
基本方針

事業の
位置づ
け 施策

2●5教育環境を充実する
2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

当初

20,6421

19,980 19,598

補正
前
繰

40

20

年度款 項 目 流 充用額 予算現額

10 20 0 4

支 出済 額

40,622 39,991

20,398

本年

年度
越額

次年度
繰越 額

執行率
l。/o)

98.4

98,8

9,830【参考】前々年度 1  18,653 28,4831 26,621     98.5

備品購入費1,需用費 37,8546109 使用 及料 び賃借料 0401

1 小学校管理備品購入・修繕事業
学校規模に配慮しながら運営上必要となる管理備品の整備及び修繕を行 う。

〔成果】            !
学校運営に必要となる管理備品などを整備 し教育環境の充実を図ることができた。

(1)管理備品の修繕を行つた。
(2)学校管理備品 (机 。椅子・棚等)を購入 (市内全ての小学校及び義務教育学校前期課程33校 )し
た。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

十年度末のクラス増に伴う備品購入時に予算の支出が集中する。適切な予算管理を行えるよう、学校要望を随時把

評

価 2目的を概ね達成できた

握し、計画的な事業実施に努める必要がある。

-39=



る 教育局 教育施設課
基本目標

事業の
位置づ
け

基本方針

施策 2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

の2 り、

2-5教育環境を充実する

事

業 支 出済額
前年度
繰越額

21,87020,197

1,717

昌 年度
千

執行率
lγo)

99.81本年 1,717 21,

12,

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

'ヒ

宅売

年 |

7,350

86.1

次年度
繰越額

9,067

12,8471 11,061

10,809

i  l  i

1010301114

【参考】前 年々度 1  12,029 21,8591 20,758 95,09,830

:~~~~房 87イ吏痛再反る百百
『

~~
508需用費

出

20費備

田

1 中学校管理備品購入・修繕事業
学校規模に配慮しながら運営上必要となる管理備品の整備及び修繕を行う。

【成果】
学校運営に必要となる管理備品などを整備し教育環境の充実を図ることができた。

(1)管理備品の修繕を行つた。

(2)学校管理備品 (机・椅子・棚等)を購入 (市内全ての中学校及び義務教育学校後期課程16校)し
,,

成果

年度末のクラス増に伴う備品購入時に予算の支出が集中する。適切な予算管理を行えるよう、学校要望を随時把

握し、計画的な事業実施に努める必要がある。

2目 的を概ね達成できた

点 題

及

評
価

び業
改の

善課
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事業名 司書多女諭補助員に要する経費 教育局 学び推進課
基本 目標事業の

位置づ
け 2i5-1学校施設・教育用備品等の充実

いの2

52-方針基本 充実を るす

目
事

業 支 出 済 額

22.5

項

10102102 18

,ヒ宅交

143

△ 98

年度

△ 98

補正予算額 流 充 用 額 予算現額
度
額

一

当初予算額
(単位 :千円)

前 年
繰 骸

次 年 度
繰 越 額

執行率
(γo)

32

△ 32△ 98

143【参考】前々年度 | △ 641 79: 321    40.3

(1)学校経営方針に基づき司書教諭の指示により、司書教諭を補助して学校図書館の環境整備を行 う。

(2)年度初めの図書館利用のガイダンスや新刊本の紹介や書架の整理、休み時間の図書の貸し出し返

却業務を行う。

(3)選書のア ドバイスなど、読書好きの児童を育てる活動などを行う。

【成果】

児童数600人以上の小学校及び義務教育学校 (前期課程)11校には週5日 、児童数400人以上の小学校5校

には週4日 、児童数400人未満の小学校17校には週3日 、中学校及び義務教育学校 (後期課程)には週 1日

配置した。司書教諭補助員は学校図書館内の環境整備や読書活動の推進の補助にあたつた結果、学校

図書館に対する意識が高まり各学校の教育目標達成に効果を上げた。

(1)学校図書館の環境が整備された。

(2)蔵書の整理が行われ、本を選びやすいチ衆
Щ
境が整えられた。

(3)読み聞かせなどの活動が行われ、読書意欲が高まった。

(4)授業で活用できる選書のア ドバイスなどにより、職員全体に学校図書館の活用に関する意識が高
まり、授業での積極的な活用が見られ、児童の読書量が増えている。

概要及び成果
1 学校図書館の環境整備

学校の規模に応じた配置ができている。図書館システムを効率よく活用することで、学校図書館の活性化を図つて
いく。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価 1 目的を達成できた
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事業筈 に要する経費 教育局 総合教育研対所

事業の
位置づ
け

基本目標

基本方針

施策

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

2-4■ 1教職員の資質能力の向上、2-5-1学校施設・教育用備品等の充実

2-4

前 年
繰 越

年度
|

本年十

支 出 済 額

比較

10101102

△ 2,507

当初予算額
千円(単位

4274,

93.5

事

45 07

△ 64 7

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現額
度
額

・

度

額

74,3

目
執行率
10/o)

前年

2,236.

4,743

△ 1,417!

△ 1,417 |        △ 2,064

次 年
繰 越

3,354 1      3,1161    92.9【参考】前 年々度 i   3,354

報償費

備品購入費

25

61

70需用費

円

1,8361旅費7

び交付金令補助及22 2

及び 果

1 情報教育振興事業
・各学校に勤務する教職員の中から学校ICT教育推進委員を32名 選出し、定期的に研修会を開催する。

・他自治体の状況等に関する見識を深めるため、総合教育研究所職員や学校ICT教育推進委員が文部

科学省等が開催する外部研修会へ参加するとともに、本市からの外部発信を実施する。

【成果】
主に以下の事業を実施し、情報教育に関する知見を深め、その成果を学校現場へ選元した。

・学校ICT教育推進委員会を 3回開催 し、学校ICT教育の推進を図つた。
,全 日本教育工学研究協議会全国大会への参加を通じ、全国の好事例を学校ICT教育推進委員へ情報

共有を図った。

iつ くばチャレンジングスタディや学習者用端末に関する)―フレットを作成・配布 し、学校におけ

る活用を促進した。

2 1CT機器・ネットワーク・ホームページの維持管理事業
,総合教育研究所や学ぴ推進課t′)公式ウェダサイト、つくば市教育用ポータルサイトの維持管理を行

つ。

・学校現場で運用されるネットワーク機器やコンピュータ端末等に関するヘルプデズク機能を担う。

【成果】
,主に学校ICT指導員が、学校からの問い合わせに対する回答、要請に基づく訪問等を随時実施した。

・総合教育研究所や学び推進課の公式ウェブサイト、教育用ポータルサイトの維持管理を実施した。

・学校現場でのICT機器利活用をサポートするため会計年度任用職員としてGIGAス クールサポーター

5名 を任用した。 (※予算は、小学校費及び中学校費のICT教育推進に要する経費に各々計上)

3 SDGsシールコンテスト事業
。SDCsの 17の視点をテーマに児童 。生徒が作成したシールデザイン作品やアニメーション作品のコン

テストを開催し、優れた作品に対する表彰や学校内外で優秀作品の掲示を行う。

【成果】
・シールデザイン部門5,309作品、アニメーション部門251作品の応募があり、児童・生徒のたくさん

の想いが詰まった作品が集まつた。
・受賞作品は、当所が開設するウェブサイト「つくばキッズ」内にて公開した。

,本コンテスト開催と併せて本市独自の教科である「つくばスタイル科ゴにおいても、SDGsの理念を

理解するための単元を設定し、教職員や児童・生徒への周知、理解を図つた。

情報教育振興事業について、児童生徒が確かな学力を身に付けるため、各教科におけるICTを活用した授業を推

進し、教職員のICT'舌用力の向上を図るため、学校ICT教育推進委員を対象とした必要な研修を引き続き実施して

いく必要がある。
当初予算増減理由について、OA用消耗品(各学校へ配布分等)の減 (△ 915千円)、 印刷製本費の増(288千円)が

挙げられる。
補正予算について、新型コロナウイルス感染拡大に伴い各種研修会等の中止や開催方法の変更による講師謝礼

及び旅費の減(△474千円)、 印刷部数肖1減や配布方法の見直しによる印刷製本費の減(△ 838千円)を計上した。

事
業

の
課
題
及
び
改
善

点

評

価
1 目的を達成できた
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ICT教育推進に要する経費 字女育局 総合教育研究所
基本 目標事業の

位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
2-5教育環境を充実する
2-51学校施設・ 用備品等の充実

款

10

年
越
輌

前
繰
・

460,374

460,374 △ 369,383

度
額

一,374

△ 412,150    424,948

執行率
(0/0)

74,171

当初予算額
(単位 隅千

22 620

39 44002

△ 86 20

補正予算額 流

90.8

額

・

済

一

出

一

支

一

度
額

一

年
越

・

次
繰

一673,9851  48,2241 563,701

予隼現額 |

充 用 額 |

599,8141    460,374    138,753     99.9

90,991-

138,251 △ 2,988々 135 3 134,602 99.5

旅費  1   125  需用費1,719

411,054使 用料及び賃借料 138,182

12,057

出済額 (単位 :千円)

委託料

報酬

概要及び成果

1 小学校 ICT教育推進事業
小学校及び義務教育学校 (前期課程)における教育用コンピュータ、電子黒板、学習支援システム等
の整備      ′

【成果】
文部科学省が掲げる「GIGAス クール構想Jに基づき、各事業を実施 し、主に以下の成果を達成し
た。

(1)市長公約である「児童 1人当たり1台の教育用コンピュータ端末の配備」を行つた。
①新規導入 497台 (賃借期間 :令和 2年 7月 ～令和 7年 6月 )

新型コロナウイルス感染症対応のため、家庭にパソコン等の環境がない一部の児童に

貸出しを行 うため、先行導入し令和 3年 1月 まで貸出しを行つた。
貸出し台数 :269台

令和 3年 3月 からは、②の端末と同様に各校に配備 した。
②新規導入 13,053台 (賃借期間 :令和 3年 3月 ～令和 8年 2月 )
(2)各学校の校内ネットワークの改修、無線 LANア クセスポイントの設置及び充電キャビネットの
設置を行った。 (令和元年度予算繰越日月許費)

. 工期 :令和 2年 5月 ～令和 3年 3月
(3)GIGAス クールサポーターの設置
GIGAス クール構想による急速な学校 ICT化に対応するため、学校の ICT環境の設定業務、
相談業務、マニュアル作成等の対応を行つた。 (小中学校合わせて 5名 を雇用).
(4)Wi Fiルータの貸出し

新型コロすウイルス感染症対応のため、家庭にインターネット通信環境がない一部の児童に貸出
しを行つた。

貸出台数 :162台

(5)電子黒板購入 (令和 3年度へ事業繰越 )
小学校及び義務教育学校前期課程の 5、 6年生の普通学級への導入準備
契約台数 :160台 (令和 3年 1月 仮契約。令和 3年 3月 議決により本契約。令和 3年 6月 納品)
(6)令和 2年度末設置台数 (令和 3年 3月 1日 現在児童数 :15,177人 )
既存児童用教育用パソコン : 1,655台

新設児童用教育用パソコン :13,550台

電子黒板 (コ ンピュータ教室分含む):245台 (令和元年度寄贈分66台含む)

事
業

の
課
題
及
び
改
善
点

1孤畑 黒騒 lむ君ly暫謝亀摯扇面堤室5勇憂
夕
T末
の酉的については、年々呼が■加する見通しとなつていoた

脇季蟹亀議階Fぞ為房駅響禽茸ザ翠轟鷹館習斬瑠詔誠摯夕貴朝の減像卸品が滸っが
1挙 Iザられる。
1潔憲‰ 悟繍墓瀧暮君鎌景籍脇攀昌謎 D ttLANア

クセスポイント
?設
置及び充電キヤビネットの設置等に

補正予算について、教育用コンピュータ賃借料 (新設児童用13,550台 :19,794千 円)、 Wi一ロルータ通信料 (497台 :8,867干 円)、
GIGAスクールサポーター配置支援事業(8人 :9,690千 円)、 電子黒板購入費 (160台 :52,640千 円)を計上した。
・次年度繰越額について、電子黒板購入費 (160台 :48,224千 円)を計上した。

評
価 1 目的を達成できた
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事業名 : iCT に る 教育局 総合教育研究所

事業の
位置づ
け

図り、質の高い教育を推進する

等の充実

る

2-5-1学校施設・教育用備

支 出済字涙

16,188

258,961

247,036

(め

101

316,8661    90,6

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

1- △ 258 ,961

業

03.02 17 前年

比較

,8301 96 9

項 目

70 258,961 329,181

,773

258,96

4,213

349,5821

258,9611△ 242

―  1本 年 1  74,433

度

額
年
越
次
繰

前 年 度
繰 骸 額

年度 1詔

| 参考1前々年度 i  60,281- 60,281 59,5471    9e・ 8

報酬   |
委託料   |

5,2617911

78,660

出

役務費6旅費

料及 賃借料|32 1 使用 び8,2

8731

千円)

需用費

果

1 中学校 ICT教育推進事業
中学校及び義務教育学校 (後期課程)における教育用コンピュータ、電子黒板(学習支援システム等
の整備

【成果】
文部科学省が掲げる「GIGAス クール構想」に基づき、各事業を実施し、主に以下の成果を達成し
たc

(1)市長公約である「生徒 1人当たり 1台の教育用コンピュータ端末の配備」を行った。

①新規導入 203台 (賃借期間 :令和 2年 7月 ～会張H7任 ハ日ヽ

新型コロナウイルス感染症対応のため、家庭にパソコン等の乗境がない一部の生徒に

貸出しを行 うため、先行導入し令和 8年 1月 まで貸出しを行った。
貸出し台数 :124台

令和 3年 3月 からは、②の端末と同様に各校に配備 した。
②新規導入 5,163台 (賃借期間 :令和 3年 3月 ～令和 8年 2月 )
(2)各学校の校内ネットワークの改修、無線 LANア クセスポイントの設置及び充電キャビネットの
設置を行った。 (令和元年度予算繰越明許費)

工期 :令和 2年 5月 ～令和 3年 3月

(3)GIGAス クールサポーターの設置
GIGAス クール構想による急速な学校 ICT化に対応するため、学校の ICT環境の設定業務、
相談業務、マニュアル作成等の対応を行つたc(小 中学校合わせて 5名 を雇用 )
(4)Wi Fiルータの貸出し

新型コロナウイルス感染症対応のため、家庭にインターネット通信環境がない一部の生徒に貸出

しを行った。

貸出台数 :84台

I(5)令和 2年度末設置台数 (令和 3年 3月 1日 現在生徒数 :6,161人 )
既存生徒用教育用パソコン : 812台

新設生徒用教育用パソコン :5,366台

電子黒板 (コ ンピュータ教室分含む):252台 (令和元年度寄贈32台含む)

事
業

の
課
題

及
び
改
善
点

市長公約である「生徒1人当たり1台の教育用コンピュータ端末の配備」については、年々生徒が増加する見通しと

なつているため、不足台数が生じないよう、予算の確保が必要となる。
当初予算減額理由について、一部の教育用コンピュ下夕の再リース及び令和元年(2019年 )9月 に導入した電子黒
板の予算計上による教育用コンピュータ賃借料の増 (4,195千円)が挙げられる。
前年度繰越額について、各学校の検内ネットワークの改修、無線LANアクセスポイントの設置、充電キヤビネットの
設置等に係る学校情報通信網整備委託料 (258,961千 円)を計上した。
補正予算について、教育用コンピュータ賃借料 (新設生徒用5,366台 :7,720千円)、 Wトロルータ通信料 (203台 :3,622

千円)、 GIGAスクールサポ亨ター配置支援事業(4人 :4,84Q千円)を計上した。

評

価 1 目的を達成できた
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する経費 教育局 総合教育研究所
事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する基本目標

基本方針 2-5

2-5-1 ・教育用備品等の充実

実する

額

01 18

款 目

10 04

支 出済 額繰 越 額

△ 183

3,034

年度 執行率
(0/o)

前年

264

3,034

264

補正予算額 流充用額 予算現額

3,2983,298

度
額
午
越
次
繰

'ヒ

屯莞

当初予算額
(単位 i千円)

【参考】前々年度 2,875+ 1  2,8751 2,5091    87.3

需用費 1451 使用料及び賃借料

1 幼稚園事務用情報機器整備事業                 、

複合機及び印刷機の整備

【成果】

複合機及び印刷機を整備することで事務の利便性向上と効率化を図つた。
(1)印刷機の整備
平成27年度 12月 導入機器の更新 :7台 (賃借期間 :令和 2年 12月 ～令和 7年 11月 )
(2)複合機の整備              、

平成27年度 12月 導入機器の更新 :2台 (賃借期間 :令和 2年 12月 ～令和 7年 H月 )
(2)令和 2年度末設置台数
。印刷機 16台
・複合機 16台      |

び

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

1 目的を達成できた
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事業名 :情報機器整備に要する経費 教育局 総合教育研究所

目標業

置

事

位

け

の

づ

2教育環境の整備を図り、質の高い毅育を推進する

・教育用 品等の充実2-5‐ 1

2-5 る

項 目 支 出 済額款
年
魃 10/o)

事

業

10!02 01 64

△ 5,ヒ屯莞

補正予算額 流 充 用 額 予算現ケ員

65,954 58,95265,9541 89.4

97.8

年度

本年

1     62,895

度
♭́興

度
額
年
越
前
繰

,6241

,6241

当初予算額
(単位 :千円)

△ 3,943

53,2191    96.6【参考】前々年度
1 55,102

55,102

53 26託料需用費 1- 使 用5 92,2 委

1 小学校事務用パソコン整備事業
校務用コンピュニタ、センターサーバ、複合機、印刷機、校務支援システム等の整備・運用

【成果】                     下

校務用ヨンピュータ及び周辺機器等を整備することで事務の利便性向上と効率化を図つた。

(1)校務用コンピュータの整備
不足分の整備 :31台 (賃借期間 :令和 2年 4月 ｀令和 7年 3月 )

(2)校務支援システムの整備
新規導入 (校務用パソコン全台から利用)(賃借期間 :令和 3年 1月 ～令和 7年 12月 )
出欠席管理卜指導要録作成、保健管理、調査票作成等の処理を一元管理し、校務の効率イヒを

図つた。

(3)印刷機の整備
平成27年 12月 導入機器の更新 :6台 (賃借期間 :令和 2年 12月 ～令和 7年 11月 )
(4)複合機の整備
平成27年 12月 導入機器の更新 :21台 (賃借期間 :令和 2年 12月 ～令和 7年 11月 )

(5)令和 2年度末設置台数
校務用コンピユータ :952台

印刷機       : 39台
複合機      : 33台

教員の働き方改革や校務の効率化を図るため検務支援システムを導入したが、今後、システム導入のメリットが最

大限に生かせるよう、定期的にシステム運用等の研修等を行つていく必要がある。
当初予算増減理由について、令和3年 (2021年 )1月 に導入した校務支援システム賃借料の追加に伴う増 (5,295千

円)が挙げられる。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価 1 目的を達成できた
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事業名 :I情報機器整備に要する経費 教育局 総合教育研究所
事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

1学校施設・教育用備品等の充実

目標

基本方針 2-5教育環境を充実する
施策 2-5-

執行率款 目
⑪

写十

△ 525

75251

86.0

1 0 03

千田)|

1,2661

単位

5881

事
支 出 済 額

26,880

当初予算額

29,203

2,063

次
繰

度
額
年
越

度
額
一

年
越
・

前
繰
一

27,6631    94.

△ 783

鞍
一符

28,6781

参 前々年度 25,405 25 24,311 95.7

千円)

需用費 3,237 使用料及び賃借料 23,643

出済額

T「概要及び成果    ́         ~~~=― 一―T

校務用コンピュータ、センターサーバ、複合機、印刷機、校務支援システム等の整備・運用

【成果】                               '
校務用コンピュータ及び周辺機器等を整備することで事務の利便性向上と効率化を図つたと
(1)校務用コンピュータの整備                       、

不足分の整備 :40台 (賃借期間 :令和 2年 4月 ～令和 7年 3月 )      
｀

(2)校務支援システムの整備
新規導入 (校務用パソコン全台から利用)(賃借期間 :令和 3年 1月 ～令和 7年 12月 )
出欠席管理、指導要録作成、保健管理、調査票作成等の処理を一元管理し、校務の効率化を
図つた。

(3)令和 2年度末設置台数
校務用コンピュエタ :464台                         .
印刷機       127台
複合機      : 16台

1 中学校事務用パソコン整備事業

事
び業
改の

善課
点題
及

評

価

教員の働き方改革や校務の効率化を図るため校務東援システムを導入したが、今後、システム導入のメリットが最
大限に生かせるよう、定期的にシステム運用等の研修等を行つていく必要がある。
当初予算増減について、令和3年 (2021年 )1月 に導入した校務支援システム賃借料の増 (2.568千円)が挙げられ
る。

1 目的を達成できた
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基本目標2 教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

基本廊針5 孝女育環境を充実する

施策2 学校の安全体制の確立

主な取組内容

・防犯、防受体制の充実

・通学の安全確保

・放課後の手供の居場所づくり

施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかうた

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記してしヽます。

意見・提言等

・ コロナウイルス慰染症の影響もあっ 各事業が適切に実施されている。

指標目標
項目 目標値 H28 . 日29 H30 Rl R2

事務事業名
支出済額
(千岡) 買 (※ ) 担当課毎 評価

学校教育活動支援・助成に要する経費 4,208 101,(21),(35) 教育総務課 1

教育振興助成に要する経費 (小学校) 8,O06 102,(156) 学務課 1

教育振興助成に要する経費 (中学校) 10,313 103,(¬ 57) 学務課 1
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学校孝女育活動支援・助成に要す 教育局 教育総務課

業
置
事
位
け

の
づ

基本目標

基本方針

施策

1社会を「生き抜く力」を育む、
2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

1-2-1豊かな心を育む教育の充実、1-2-2健やかな体の育成、 2-5,2学校の安全体制の確立

1 52--2 る

執行率

(%)

57.1

支 出 済 額

△ 7,734

4,208

△ 142

142

項款 目
業

当初予算額十年度

△ 446 △ 8,5 181

7,7341

補正 流 用充予算額 額 算予 額現
度
額
年
越
前
繰

次 年 度
繰 越 額

13,726+    82.6

々〔 15,559 14,265 80.53 1 782 17,723

943●  需用費
2091負

“

!金補助及び交付金

役務費

出済額 (

367 200

2,281

208  委託料費報償

1 豊かな心育成事業
学園単位で芸術鑑賞会等の情操教育事業を実施するとともに、参加する児童生徒の交流会等を補助す
る。また、6年生を対象として、舞台芸術鑑賞事業を実施する。

【成果】
今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で児童生徒の芸術鑑賞の機会の確保が危ぶまれたが、
5学園においては事業が実施でき、児童生徒の豊かな人間性を育むことができたと
一方で、同感染症の影響から、例年二月に実施していた6年生を対象にした濠ll団四季による無料での舞
台芸術鑑賞事業については、劇団側の都合により中止となつた。

ィーチャーと連携した体育の専門的な指導事業
グス トティーチャーとして、NPO法人つくばFCの コーチングスタンフ (日 本サッカー協会公認指導者
)及び トレジムっくばのスタンフを、希望のあった小学校及び義務教育学校に派遣し、専門的な見地
から子どもたちの指導を行 う。

〔成果】     ・
今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、つくばFCに よる指導は8校、 トレジムらくばに
よる指導は1校 と、対前年度比で13校減となった。実施校においては、感染症対策の措置を十分に行
った上で、専門的な見地から、地域との連携に基づく児童の健やかな体づくりを行うことができた。

(実施校数) 令和2年度  令和元年度  平成30年度 平成28年度

2 グストテ

実施校 25

3 全国及び関東各種大会出場補助事業
小学校、中学校及び義務教育学校の児童及び生徒が、次に掲げる大会のうち、学校長の管理の下に関
東大会以上の大会に県内の予選等を経て参加する際に交通費、宿泊費等の補助を行う。
①日本中学校体育連盟が主催する体育大会

②全日本吹奏楽連盟、全日本合唱連盟等が主催する音楽コンクール

③」OCジュニアオリンピックカップ

④その他教育長が必要と認めた事業

【成果】
新型コロナウイルス感染症の影響下により、補助対象大会のほとんどが中止となってしまつたものの、
開催することができた一部大会や、今年度のみ代替的に開催された大会に出場する児童 。生徒に対し
ては補助を行うことでき、練習意欲の向上及びJい身の健全育成を図ることができた。また、保護者の

経済的負担を軽減することができた。補助件数は全10件。

(交付件数等)  単位 i 令和2年度  令和元年度

22 24           241

61

平成29年度  平
―交付件数
―
支給額

10 3 30

264,641     2,412,11 3,097,51 2,318,490

各大会の出場状況や開催地は年度によつて異なるため、補助金額を正確に見込めるようて開催地等の情報の迅速
な把握に努めていく。

件

円

及事
び業
改の

善課
点題

評

価 1 目的を達成できた
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教育振興助成に要する経費 教育局 学務課
る

施策 2-5-2

り、 の高い

2-5 る基本方針 を充実す
の確立

基本目標
14の施策に属さないもの
2教育

事業の
位置づ
け

事

業

△ 1,326

款 目 年度

82

'ヒ

屯莞

10-

8,

△ 508

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

10,315

△ 1,326

89。 18,989

次 年 度
繰 越 額

前年度
繰 越 額

当初予算額
(単位 :千円)

02102!15前年 1  10,315

執行率
(γ。)

8,989

61.6【参考】前 年々度 1  13,353 13, 3531 8,224

済額 (単位 :千円)

3,4561負十!金補助及び交付金需用費

支

4,550

び

1 小学校遠距離通学費補助事業
4km以上の距離を通学している児童の保護者及び4km未満でバス、自転車で通学している児童の保護者

に対して、通学費を補助する。

【成果】                                   .
姑象児童に補助金を交付したことで、保護者の負担を軽減することができた。

4 km以上通学対象者支給実績

令和2年度 ,七年度 1 平成30年度 ―平成29年度 1 平成28年度1単位
.人

691支給人数
十対象校数 校

1支給額     .  :円 1,971,500.     2,217,9

761 751

6.             6

001     2,205,000 3,240,000     1,330,000

108- 133-

6

4 km未満バス・自転車通学対象者支給実績

1支給人数
.対象校数

単位 令和2年度  令和元年度 1 平成30年度 平成29年度  平成28年度
|

262 434

6

支給額

※ 4 km未満バ不・自転

はなし。

2小学校教育振興助成事業
小学校及び義務教育学校 (前期課程)の在籍者で自転車通学を行つている児童に自転車用ヘルメット

を支給

学力診断テスト用品等の予算令達

〔成果〕
自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。

また、学力診断テストの実施により個人毎の授業に対する習熟度を測ることができた。

ヘルメット配布実績表

令和2年度 `令和元年度 : 平成30年度

1 円 1   2,578,000.  2,589,000   2,555,500   4,340,000       -
車通学者については、平成29年度から支給を実施 したため、平成28年度以前の実績

単位

人

平成29年度

24

平成28年度

22配布人数

対象校数 2校
一

事
び業
改の

善課
点題
及

評

価

現状のとおり、学力診断テストの実施及びヘルメットの支給を行つたЬ遠距離通学者については、支給方法等の検

討が必要である。また、令和2年度予算については、遠距離補補助金の支給対象者を前年より少なく見込んだため

減額となつている。

1 目的を達成できた
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事業名 :教育振興助成に要する 教育局 学務課

業
置
事
位
け

の

づ

2-5-2学校の安全体制の確立

2教育環境 を図り、質の高い教育を推進する

基本方針 2‐5教育環境を充実する

基本目標
14の施策に属さないもの

年度

本年

前年

比較

支 出 済 額

11,822 21

01

11,82

11,46 9,915

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

87.2

目
事
業 (単位 :千円)

当

86.5

款
|

398362

度
額
年
諺
前
繰

11,460

362

執行率

(γO)

次 年 度
繰 越 額

100302 151

【参考】前 年々度 I  H,921 11,921 10,8201    90.8

需用費 9,234 備品購入費 887193:負れを補ロノJ及び交付金:

及び成果

1 中学校遠距離通学費補助事業
6km以上の距離を通学している生徒の保護者及び6km未満でバス・自転車で通学している生徒の保護者
に対し、通学費を補助する。

【成果】
対象生徒に補助金を支給したことで、保護者の負担を軽減することができた。

支給実績表

単位
―
 令和2年度 令和元年度

66

平成30年度  平成29 平成28年度

886,600 803,600 1,169,6001     1,268,490

2 中学校教育振興助成事業
中学生及び義務教育学校 (後期課程)の在籍者で自転車通学を行っている生徒に自転車用今ルメット
を支給

学力診断テスト用品等の予算令達

【成果】
自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。
また、学力診断テストの実施により個人毎の寝業に対する習熟度を測ることができた。

ヘルメント配布実績表

令和元年度 平成29年度 平成28年

配布人数 2,027 1,900 1,9321

対象校数 16 6 15

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

現状のとおり、学力診断テストの実施及びヘルメットの支給を行つた。遠距離通学者については、支給方法等の検
討が必要である。

評

価 1'目的を達成できた
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・評価

施策評価シート

令和2年度

1 目的を達成できた  _   2 目1的を概ね達成々 きた
8 自的達成にさらなる取組を要する4 目的を達成できなかつた

(※) 「事業の位置づけJに該当する場合、 していますとの

事女弯環境の整備を図りゞ 寮の高しⅢ教育を1推進―する

教育環境を充実する

学模等の適正配置

・学棟等の適正酉己暉
・跡地利用|の検討

′

項1自 日標値 H23 H29 H30 Rl R2

学校等適正配霞計画に関する経費 1,068 107 挙線

=■
05-′
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学校等適正 に要する経費 教育局 学務課

施策

基本方針

目標事業の
位置づ
け 2-5-3学校等の適正配置

い2 の の る

2・ 5

り、

項 目
事

業

一

年度

5,6841

1,514 △ 5,684

款

,ヒ宅売 △ 3,118

4,1861    73

補正予算額 率執行

(。/c)

1,514本年 1,514

支 出済 額予 算 現 額
次 年 度
繰 越 額

当初予算額
(単位 :千陶)

1前年 |
10101102128

5,684

△ 4,170

1,9681    70.6

前 年 度
繰 越 額

流 充 用額

【参考】前々年度 6,0081       4501 751 99.66,4581      5,6841

節別支出

報酬 81旅費 23

円

需用費824

1 学校等適正配置事業
関係各課と連携し、児童・生徒数の推計値と現状値の比較
学区審議会を開催し、新設校の学区を審議する

【成果】
学区審議会を5回開催し、新設校の学区に関し、慎重な審議を行うことが出来た。

及び成果

事
業
の
課
題
及

び
改
善
点

各学校の将来的な児童生徒数を把握し、学区等の検討を行うため、市内各学区の人口動態に注視し、長期的な児
童生徒数推計を行う必要がある。 また、推計にあたっては、庁内関係各課からの情報収集、統計手法の研修等が
必須である。

評

価 1 目的を達成できた
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基本目標2 教育環境の整備を図り、質の高しヽ教育を推進する

基本方針5 教育環境を充実する

施策4 学校給倉の充実

主な取組内容

・学校給食センターの整備

・安全・安,いな学校給倉の提供

施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※ )複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その買数を併記しています。

指標目標
項目 目標値 H28 H29 日30 Rl R2

事務事業名 支出済額
(千円) 頁 (※ ) 担当課名 評価

給食センター管理運営に要する経費 1,778,638 111 健康教育課 1

給食配送業務に要する経費 182,732 113 健康教育課 1

給食センター運営
~番
議会に要する経費 132 114 健康教育課 1

学校給食費徴収管理に要する経費 3,770 115 健康教育課 1

意見・提言等

・各事業が適切に実施されている。◆後も地産地消に配慮しながら、安全安心な学
校給食の運営を期待する。

・アレルギーなど細やかに対応している。教職員等へのアレルギー対応講習会開催
は良いことだと感じる。

・給食の運営・管理を適切に行い、新設や修繕についても評価できる。コロナウイ
ルス感染症の影響から給食の実施や食材の調達などについて、計画の変更・調整な
どに関して、評価できる。
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名 :給食センター管理運営に要する経費 教育局 健康教育課
基本目標 2,業

置
事
位
け

の
づ 基本方針

施策 2-5-4学校給食の充実
を充 る2-5

事

業

221,681

目

10 0603 12

前 年 度
繰 越 額

1本年

次 年 度
繰 越 額

出支 額済
_ 1_

2,474

225 96

31 789

補正予算額 流 充用 額

-  2,000,484

1,778,803

68,314

予 算 現年度項

1,766,630

207,892

執行率
(γ。)

1前年 |

1比較 |

1,710,3241    96.2

2,474   1,778,

【 1,698,228 23,513 △ 20∫ 157 1,701,584 1,684,4801    99,0々

32  需用費
2,1111 工事請負費

千円

433,262

1

1,291,164

272 備品購入費 11,8001負担令獅,助及び交付金    16,783

報償費

及び賃借料用使 料

び

1 給食センター管理事業
(1)建物の法的な点検、害虫駆除やボイラ‐等の日常点検を行 う。

(2)厨房備晶及び施設修繕等を行 う。

(3)給食センター4施設において、安心 。安全な学校給食を安定して調理、提供する。

【成果】
(1)施設管理業務委託を実施することにより、安定したセンター運営を行 うことができた。
警備委託、消防設備点検委託、ポイラー保守管理委託等

(2)給食施設や厨房備品等を修繕し、安定したセンター運営を行うことができた。      .
筑波学校給食センタープレハブ冷蔵庫修繕、つくばすこやか給食センター豊里蒸気回転釜修繕、
茎崎学校給食センター高圧交流負荷開閉器修繕等

(3)1日 当たり24,548食 の給食を実施し、円滑に給食を提供することができた。
何 中ヽ学校 172回、幼稚園146回 )

内訳

1幼稚園

度年２９成
一
平
一蔓

一
０

一醐
一　

一

一　

一

一度
一

一年
一

〓
万
一

一本一ハ
押碩

９
９

一本一令

.小
学校

中学校

教職員等

15,084

6,6211

2,0961

24,548.

14,809

6,382

861

14,326

6,317 6,327

1,800

名

一名

一名

一名

一名

．

1,881 1,868

23,372合計 23,901 22,9341        22,871

2給食食材放射性物質測定検査事業
毎日2施設分の給食センターに係る前日納品の食材4品 目と毎日1施設分の給食センターに係る給食一

週間分を独自に検査し、結果をホームペエジ上で公開する。

【成果】
食材の放射性物質検査測定値を市ホエム太―ジに掲載し、公開することで学校給食食材の安全性を周
知できた。

3給食費滞納整理事業
在学中の児童生徒については、各学校が徴収 :未納対策に努め、卒業・転出等で事務移管を受けた者
については健康教育課が滞納額縮減を行う。

【成果】
児童手当からの未納給食費の申出徴収により、21人から537,180円 を徴収することができた。
4学校給食食物アレルギー対応事業                  ′

事故防止に努めるとともに、緊急時に迅速に対応できるよう学校、保護者、教育局で連携を図る。

【成果】
給食実施前に、エピペン講習会を実施し、教職員等のアレルギー対応に関する知識の向上を図ること
ができた。

5給食食材の地産地消の実施
給食食材として地場産物を安定的に供給できる体制をつくり、学校給食における地場産物の利用拡大
を図る。

【成果】

」Aと 連携 し、地場産野菜の長ねぎ、にんじん、キャベツ、きのこ類等を使用した給食を提供 した。
つくば市産野菜購入の割合 :21.3%
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今後増加していく児童生徒に対し、安定して給食を提供するための施設及び設備の維持管理が必要である。
また、学校給食における地産地消の推進については、納入量の確保や、価格、品質等の面で課題があり、農業政策
課や生産者と課題解決に向け、検討を重ねていく必要がある。
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事業名 :給食配送業務に要す 教育局 健康教育課
基本目標 2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する
基本方針

事業の
位置づ
け

施策

2-5教育環境を充実する
2●5-4 充実

支 出 済額

198,228

△ 15,123 △ 361'

繰
算 額現

13:

本年

前年

△ 15,856

183,105

当

(単位 :千円)

183,105

事
年度
業

10 061031

年 度
越 額

次 年 度
繰 越 額

執行率
(γO)

198,589

△ 15,484

99.8

100.0
1比較

182,732

198,588

考】前々年度 190 3 △ 1,600 188,783 188,783 100,0

千円)

182,732委託料

1 給食配送業務事業
各学校・幼稚園への給食の配送 (業務委託)

【成果】                                   ′

新型コロナウィルス感染拡大による学校の臨時休業に伴い、予定していた業務実施回数に変更が生じ
たが、委託業者との協議により、実施した代替業務等の実績も踏まえ、変更契約を締結し、円滑に業
務を履行することができた。

年間配送回数 :172回

配送事業内訳

平盛29年痒―i!__I成墾年度 |

241

23,901 23,372 22,9341

ム
口

22

701

,8711

_ _iキ住!_令稗2年度_二 _釘弾弄年■ _

62

給食対象人員

施設

人

1配送台数

配送学校数

評

価

事
び業
改の

善課
点題
及

今後、児童生徒数の増加による配送校の見直しが必要であり、配送業務委託更新の時期に、市内4つの給食セン
ターの状況と、配送時間等を考慮した配送検計画を策定する。

1 目的を達成できた
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事業名 ンタ 教育局 健康教育課
基本目標 2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進するの

づ
業
置
事
位

け
2-5-4

132

2 018

48.5

1301

0610 騨霧03
△ 7

△ 7

279

272

△ 7

279

2791 80 28,7【参茅争】前 年々度 279

1欝

88報酬 44

iユ言五

学校給食の運営に関する重要事項について運営審議会を開催し審議する。
=         ゞ

〔成果】            I      `_                     ト

今年度2回の審議会を開催し、「つくば市学校給査センター整備方針 (案)」 及び「らくば市学校給

食における地産地消推進ガイドフイン」について、審議することができた。

1 給食セン夕‐達置審議会事務

議
轄
藉 1 目的を達成できた
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費徴収管 教育局 健康教育課
事業の
位置づ
け

2教育環境の整備を図り、質の高い教育を推進する基本目標

基本方針 2=5 充実する

2-5-4 充実

支 出 済 額

3,770

4,0521

執行率
(0/6)

3

事

業

93.0
10.06 03

流 充 用 額 予算 現額

4,052

度
額
年
越
次
繰

前年 度
繰 越 額

― ~十 一____■ ――― ―

1,650

千円)
483 1,8181負 担金補助及び交付金委託料用 1,4691

令和3年度から、学校給食費を徴収するために必要なシステム構築、口座振替依頼書の印刷等を委託
する。               ｀

【成果】
学校給食費システムの構築、児童生徒保護者への口座振替依頼書の配布及び回収、公金収納情報デー
タ化サービスヘの対象税目追加等により、学校給食費の徴収に備えることができた。

及

費徴収管理業務

び業
改の

善課
点題
及

従来各校で徴収していた学校給食費を、令和3年度から、市で徴収するための新規事業。学校給食費の徴収及び
管理に必要なシステム構築、日座振替依頼書の印刷等を委託し、学校給食費徴収のための準備業務を行つた。
学校給食費を徴収するための組織体制や、学校との連携、保護者への周知等を強化し、徴収率の向上を図つていく
必要がある。

評
価 1 目的を達成できた
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基本国標3 つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

基本方針6 学校・家庭 。地1或の連携・協l動による孝女育を推進する

施策 1 地域の人本オと協l動 した学校づくり

主な取組内容
・地域とともにある学校づくり

・家庭や地域の子女育力の向上

施策評価シート

令不□2年度

・評価  1 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※ )複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記してしヽますb

指標目標

項目 目標値 H29 H30 Rl R2

コミュニティ・スクール
の数

6学園 O 0 O O

つくば未来塾の数 6学園 16 16 16 16

事務事業名
支出済額
(千円) 買 (※ ) 担当課名 評価

つくば末来塾に要する経費 2,283 119 生涯学習推進課 2

国際理解教育推進に要する経費 2,502 120,(43) 学び推進課 2

社会教育振興に要する経費 1,437 121 生涯学習推進課 1

青少年健全育成に要する経費 33,914 122,(430) 生涯学習推進課 2

家庭教育支援に要する経費 2,691 124 生涯学習推進課 2

教育総務に要する経費 11,612 125,(22) 教育総務課 1

意見・提言等

・新型コロナウイルス慰染症の所響がある中、各事業が適切に実施されている。

。PTAによる家庭教育学級活動は良いシステムだとは思うが、其働き世帯の増加
などの時代の移り変わりにより、1晋来的に縮小していくかもしれなしヽ、

十と感じる。

,本シートの範囲の事業全体の取組みについては評価できる。しかし「社会教育振
興に要する経費」 (121頁 )についての評価は、やや不十分である。当初予算額
の減額の理由や執行率 (52.7%)について説明が不十倉であり、「目的を達成で
きた」ことと、事業の課題及び改善点について記載がないことについて、やや整合
性が取れないと思われる。
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事業名 :つくば未来塾に要する経費 教育局 生涯学習推進課
基本目標 3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
基本方針 3-6学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する

事業の
位置づ
け

施策 3-6-1地域の人材と協働した学校づくり

目
|

事

業 年度
度
額
年
越
次
繰

補正予算額

1+8

4,2791

款

10103 02

(単位 :千円)

4,279

繰越 `額
前 年

支 出 済 額

2,288

4,279

流 充 用 額 予算現額

4,279

△ 867

3,150 73.6

執行率
(0/0)

53.4

【参考】前々年度 i   4,234 4,2341 2,9641 70.0

報償費 190 391 690 8641  役務費需用旅費

1 つくば未来塾事業
大学生 。大学院生 (筑波大学及び近隣地域の大学と連携)及び地域ボランティアを市内全中学校及び
義務教育学校 (後期課程)へ派遣し、生徒の学習支援を行う。

【成果】
生徒の学習支援において、大学生・大学院生及び地域住民の協力を得られた。

学校側の要望にあつた、学習チューターの配置を行うことができた。

167

18,101

634

11,851 12,932-

令和 2年

延べ )

592

令和元年度  平成30年度 平成29年度  平成28年度
197

参加生 7,099 11,793

実施 日数

全チューター協力人数

212

641 7291

評
価

つくば未来塾事業の周知方法について、広報誌やホTムページなどを利用し,広く一般に公募していく必要がある。

2目的を概ね達成できた

改の

善課
点題 |

及

事
び業
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育推進に要する経費 教育局 学び推進課

基本目標

基本方針

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
1-3だれもが輝く教育を推進する   .
3-6学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する

1 を 」

事業の
位置づ
け

施策
1-3-1-人=人の

ニーズに対応した教育の推進
3‐併1地域の人材と協働した学校づくり

度
額
年
越
次
繰

執行率
10/6)

年度

1,976!

支 出済 額

247

247 357-

款
繰

本年

0 前年 2,259 87.5

110 526

補正予算額 予 算 現 ぞ魔流 充 用 額目
事

業

2,369

度
額
年
越

2,616

2,25901
較レ
』
ｒ
，

2,502    9517

当初予算額
(単位 :千円)

86.5【参考】前 年々度 1   2,2481 2,248: 1,945

11956 委託料報償費

出

328ュ,999  需用費
円

役務費

評
価

1 日本語ボランティア派遣事業
日本語の理解が十分でない児童生徒は、通常学級での学習や生活に支障なく取り組むことができるよ

うになるための支援が必要である。日本語力は児童生徒により程度が異なり、個に対応する支援を充

実させるため、支援が必要な学校に日本語指導ボランティアの派遣を行う。

【成果】
画本語指導ボランティアを市内18校に派遣し、個に応じた支援を継続したこ、とで日本語理解が進んだ。

市内 18校 延べ1,730時間

2 国際理解集会
児童生徒の多文化理解を促進するために、各校または学園単位で国際理解集会等を計画・実施し、外

国の文化や考え方に体瞼的に触れる機会を設ける。

【成果】

市内27校小学校と義務教育学校4校で国際理解集会を実施し、異文化理解を深めることができた。

概要及び成果

ことンティア
こつしヽて 講師や活動内容の

企画経営課などが

て しし る で題 るあ 筑波大学との連携を足人材が不 が課フ

らを得 よれる うI する は際理解流会
ミンキヤラ 市国際交流協

▲
泰 国際交流室

2目 的を概ね達成できた

・事
業

の
課
題
及

び
改
善
点
マンネリ化が課題である。JICA出前授業、ワールド
提供する講座を各学校に周知し、活用を依頼する。
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事業筈 :社 興に要する経費 教育局 生涯学習推進課
3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む '

・家庭。地域の連携・協働による教育を推進する

目標

基本方針 3-6

施策 3-6-1 人材と協働した学校づくり

事業の
位置づ
け

雅露正予算

10105 95.5

款

△

△ 50△ 31,875

33,020

△ 31,845

流 充 用 額 予 算 現 額

△ 31, 588!歩ヒ

目
事
業
年度

0 1

2,780

支 出 済 額
当

(単位 :千田)
度
額
年
越
次
繰

度
額
年
越
前
繰

執行率

lγol

1,4371    52,750

|  △ 80
2,7301

34,575134,655.

【参考】前々年度 1  12,445 1711 12,060 95,6

~需
用費
~下~す~ラ

47「  覆務費
~‐

631

81 199

208報酬 旅

委託料 451 使用料及び賃借料 1 金補助及び交付金負担

会議において社会教育事業に関する諮問に応じ、意見を述べるとともに、社会教育事業の調査・研究
を実施する。社会教育委員16人 (任期2年 )′
(2)社会教育振興
・社会教育施設の火災保険の加入
。上大島集会所の土地賃借料の支払               ′

・環境美化コンクールの実施
・社会教育団体の育成

(3)社会教育主事の設置
社会教育に関する専門的・技術的な指導・助言を行う社会教育主事二人を配置

【成果】
1会議開催2回 (令和2年8月 17日 、令和3年 3月 24日 )
2社会教育振興
(1)生涯学習推進課所管の生涯学習施設等を管理し、事業の円滑な運営を図ることができた。
(2)環境美化ヨンクール実施参加団体数 22団体
3社会教育主事を1人配置したことにより、社会教育行政体制の強化を図ることができた。

概要及び成果
1 社会教育振興事業
(1)社会教育委員会議の開催

事
び業
改の

善課
点題
及

評

価
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事業名 :青少年健全育成に要す 教育局 生涯学習推進課

1 青少年体験学習事業
つくば市に在住する小・中学生 (4年生から9年生まで)が、つくば市の地域資源を活用した実験教室

等で科学や自然環境を体感することで、科学や自然への興味や関心を高める。

【成果】
2日 間開催 (A:7月 24日 (金 )、 B:8月 1日 (土)2班 午前の部、年後の部)
(1)Aコース 夜の観察教室 地中にいるセミを探そう !

セミの生態の説明を受講後、実際に公園内に移動し、セミの羽化を観察し、生命の神秘を垣間見る

体験ができた。

開催場所 :さ くら運動公園 参加者 :7人
(2)Bコース 小田城跡を見学&勾玉づくり体験 !戦国時代の風を感じて歴史を学ぼう
国の史跡である小田城跡を見学し、歴史の一端に触れ、さらに勾玉づくりの体験を行い、中世時代

について学ぶことができた。

開催場所 :小 田城跡歴史ひろば 参加者 :17人

1単位 1 令和2年度 令和元年度 平成30年度

参加者 人 24 137 77

29市外参加者
ス数コ ー 3

※ 1 新型ヨロナウイルス感染症対策を行ヤヽ、密を避けるため、少

関係機関の方たちに事業の趣旨を理解いただき、積極的な協力を得て開催することができた。

※2 Bコースについては、申込者数が多く、参加者を増やすために午前、年後と2回に分け実施 した。

2 この指と工まれ !事業
市内に在住・在学する中学生・高校生の自主企画を募集し、実現に向けて活動の支援を行 う。

【成果】
ボランティア等の協力により、中・高生がやりたいことを実現できたことで、企画計画力やチ

エムワ

=ク
が培われ、社会力の育成につなげることができた。

On月 7日 開催
(1)和太鼓 。けん玉・ダンスのコラボパフォーマンス 演者3人
(2)ボ ッチャ体験 企画者 13人 参加者27人
その他、別日に「つくばの古道を探検しよう !」 の企画があつたが、新型コロナウイルネ感染が拡大

していたため中止した。

3つ くば市成人の集い (成人式)
次世代のつくば市を担う新成人の門出を祝い、社会の一員としての自覚と責任感を育成するとともに、

日頃学業などでつくば市を離れている新成人全体の交流の機会として、つくば市成人の集いを開催す

る。

基本目標事業の
位置づ
け

基本方針

施策

3らくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する、37っくばの特性をいかした教育を推進する

3-6-1地域の人材と協働した学校づくり、3-7-1つくばの特性をいかした教育の推進

款 項

13,822 26,032

211 26,506

鳳

26 32263

39

(γO)

1313,559

補正予算額 流 充用額 予 算 現 額

21,417

支 出済額
(単位 :千円)
当

繰 越 額
年度

本年

ケヒ屯交

度
額
一

年
越
一

次
繰
．

12,4971    93.6

前 年

0117前年 |

i  △ 211
33,9141 85

参 々 13,841 13,841 12 318 89,0

報償費

使用料及び賃借料

3,390

円出

役務費

費

629‐

26,89881 負担金補助及び交付金105 備

1:ぢ 2」1  需痛費
~ 
下下:二28
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【成果】
,'新型コロナゥィルス感染症が拡大している地域から多くの帰省が想定され、参加者や家族等への感染
や医療体制の更なる逼迫につながる恐れがあることから中止の判断を行った。中止に伴い、成人の集
いで予定されていた実行委員長や市長による挨拶等の動画を年度末日まで配信し、さらに、式典に代
:わ り新成人の皆様をお祝いするために一人1万円の「つくば市特別成人祝金」の支給を行った。
(1)式典動画内容
・誓いの言葉、新成人に贈る言葉、和太鼓グルエプ彩 ―sa上 の演奏

(2)つ くば市特別成人祝金
・対象者  2,782人                                 

′

・申請者数 2,456人
・支給者数 2,455人

式典参加者数

1対象者数

令和元年度 1 平成30年度 | 平成29年度 平成28年度
2,720 2,764 2,774 2, 628'

1参加者数

参力日率

※「つくば市特別成人祝金」

|一   三|―  l言奇
の対象者については、令和2年H
| %

1,777 1,727. 1,624

61.8

くば月 1

市の住民基本台帳法の規定に基づく住民基本台帳に記録されている方を対象者にしている。

4青少年相談員活動
青少年の健全育成と非行防止を推進するため、青少年相談員を委嘱し、青少年の声かけ 。相談、青少

年を取り巻く社会環境健全化活動等を行い、青少年に関する機関と連携して進めている。

【成果】
(1)通学路等でのあいさつ活動を実施したと
(2)県主催の行事活動中止 (新型コロナウイルス感染拡大防止のため「いばらき教育の日」一斉キャ
ンペーン活動中止)

(3)普及啓発活動及び社会環境健全化活動を実施した。

(4)各地域での「青少年の健全育成に協力する店」の登録等活動を実施した。
(5)その他青少年健全育成に資する活動として、各月1回程度、支部長会議を実施し、各支部と連携を

図ることができた。

5 青少年育成団体支援事業
青少年の健全育成活動の推進を図ることを目的として、青少年健全育成団体に対して補助金を交付し、
青少年健全育成団体を支援する。
(1)つ くば市子ども会育成連合会に対し補助金を交付し、団体が行う子どもたちへの健全育成活動の

支援を図る。

(2)青少年を育てるつくば市民の会に対し補助金を交付し、団体が行う市民総ぐるみの青少年育成活
動を支援するc

(3)子 どもたちが生きる力を育むために有益な体験事業への参加を促進することを目的として、つく
ば市子ども体験事業補助金を交付する。

【成果】
(1)異年齢の集団による仲間づくり活動や地域の保護者と共に行う活動を通して、地域コミュニティ
ー構築の一翼を担えた。つくば市子ども会育成連合会 :会員数1,180人
(2)青少年育成関係諸団体、地域や学校等と協力しながら事業を展開することにより連携が強化され、
地域社会で青少年を健全に育成するという機運を高めることができた。
(3)青少年の健全育成を図り、子どもたちが生きる力を育むために有益な体験事業への参加を促進で
き、社会力を育成することができた。つくば市子ども体験事業補助金交付団体 :6件

事
び業
改の

善課
点題
及

評

価

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により中止なる事業がある中、感染症拡大防止対策を行い、事業を
開催できたことは大きな成果であつたと考える。新型コロナウイルス感染症の終息がまだ見えないところだが、今後
も新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、できる限り青少年健全育成事業を行つていく。 '

2目 的を概ね達成できた
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事業名 :家庭教育支援に要する 教育局 生涯学召推進課

の
づ
業

置

事

位

け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

3-6-1地域の人材と協働した学校づくり

目標

3-6 学校

項 年度

5,3145,503

554

事
款 目

911

18!

59。 4

60.610105 01 13

△ 781△ 420

算 額現充流補正予算額

△5 5334,

前 年
繰 越 ぞ員

当 予算額 支 出済額

5,0831

(単位 :千円)
2,6

3,2△ 189

△ 915

執行率

(γo)

次 年

繰越額

△ 527

93.6【参考】前 年々度 27,017 △ 3001 26,7171 24,995

報償費

備品購入費

51

671

び賃借料費 料及1,16 需用 役務費

び 果

1 家庭教育学級支援事業
(1)家庭教育学級への指導や助言を行う。

(2)家庭教育セミナーの開催

(3)家庭教育講演会の開催

【成果】                        ・

新型ヨロナウイルス感染症の拡大防止の観サミから、保護者同士が集まつて課題等を話し合つたり、講

師を招いての講演会等を実施することが困難な状況であつたが、家庭教育学級向け動画を作成し、オ

ンデマンドやオンラインにより、家に居ながらでも学べる機会を提供することができた。

家庭教育学級数

単位 令和2年度 令和元年度 平成29年度  平成28年度平成30年度

7084 76家庭教育学級数

参加者数(延べ)

学級生数

3,449 17,997

12,158

77

20,243 23,571

12,003 12,006.14,363 1

家庭教育セミナー

1実施回数

1参加者数

家庭教育講演会の開催

―
実施回数

参加者数

令不日2 令和元年度

4,429

平成28年度
59

989

単位 1 令和2年度  令不口 度  平成30年度 平成29年度  平成28年度 |

4,2791 4,176 4,0411

3 3

人 670

働いている保護者への参加機会をさらに促進するため、企業への働きかけをおこなう。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価
2目的を概ね達成できた
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事業の
位置づ
け

施策

1社会を「生き抜く力」を育む
3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
1-2豊かな心と健やかな身体を育む、3-6学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する

1-2-1豊かな心を育む教育の充実、3-6-1地域の人材と協働した学校づくり

基本方針

基本目標

千支 出 済宮良
‐

13,809「 11,612

8,718

執行率

2,894比較 i

款 目項 補正予算額 流 充 用 額

△ 280

△ 280

繰

一
(単位 :千円)

度
額
年
越
次
繰

9,8911

4,1981

9,755

4,054

△ 136:

186.

予 算 現 額
度
額
一

年
越
一 84,1

89.4

10/o)

当初

14,089

【 考】前々年 10,263 1,5771     △ 3361     11,504 10 91.6

1,057  需用費
59 備品購入費

52

4,349

旅費

委託料

出

役務費2,325

lI負担企補助及び奈付金3,476使用料及び賃借料

:千円

教育総務に要する経費 教育局 孝欠育総務課

及

1人権教育推進事業
つくば市人権教育基本計画に基づき、人権教育研修会や講演会へ参加する。

人権啓発ポスター展を開催する。               1
【成果】
5月 ・3月  人権教育推進協議会のFガロ催、7月  人権啓発ポスター募集、通年 人権教育研修会及び講
演会への参加

同和問題をはじめとする様々な人権問題について正しい理解を深め、人権尊重の精神を基調とし、啓

発活動や人権研修を推進することにより、偏見を持たない児童・生徒の育成を図ることができた。

ら 学校事務の効率化・簡略化の推進事業
市内45校を5グループに分け、学校事務を共同で処理することにより、教職員の校務を軽減し、事務

職員の事務処理のスキルアップを図る。

【成果】
。各グループで事務を共同実施 (月 に2～3回 )、 グループ間の連絡調整のための企画会を実施
・5月 13日 に学校事務共同実施協議会会議を開催、第2回については書面報告とした。
各グループでの相互確認点検により、より適切かつ正確に事務が処理された。学校事務職員間で情報
共有を図ることができたほか、教育局からの情報提供や提案についても、効率よく周知することがで
きた。

3教育広報事業        i
教育委員会の取り組み、成果、市立の小中学校・幼稚園における教育滑動等に関する情報発信 (広報
紙の発行及びホームページベの掲載)

教育委員会の組織、事業予定、予算、児童生徒数、教育施設等のつくば市の教育概要を掲載した冊子
を作成

【成果】
6月 イこ「つくばの教育概要2020」 、12月 に教育広報「つくばの学び舎」を発行した。
また、ホームページを利用して教育局の取組等を発信するなど、市民に対して積極的に教育に関する
情報を発信しくつくば市の教育に対する理解を深めることができた。

4教 育統計調査事業
国及び県による各種統計調査の実施

学校基本調査、学校教員統計調査 (3年に一度)、 地方教育費調査く中学校等生徒の卒業後の進路希

望調査・進路状況調査等

【成果】

学校基本調査では学校教育行政に必要な基本的事項の把握、進路状況調査 。進路希望調査では、進路

指導等へ活用することができた。また地方教育費調査では、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び

教育行政における地方公共団体から支出された経費等の実態を明らかにすることで、今後の教育諸施

策を検討・立案するための基礎資料とすることができた。
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5 事務事業の点検評価及び教育振興基本計画の進行管理事務
地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、教育委員会の事務事業の点検・評価を実施する。

事務事業は内部評価を実施するほか、学識経験者等からの意見を受け、各事業の改善及び適正化に反

映させる。

点検・評価の実施に当たつては、教育プランの進行管理を踏まえたものとする。

【成果】
教育にF美弓する事務の管理及び執行の状況について、内部評価を実施するほか、外部の学識経験者によ

る評価を実施するとともに、教育プランの進行管理を実施した。         :
6叙位・叙勲事務
春秋叙勲、高齢者叙勲受賞者の内申及び伝達を行 う。   .
死亡叙位・叙勲の内申及び遺族への伝達を行う。 (教育関係の職務に30年以上従事し、満88歳 になる

前に死亡したものに対して。)

〔成果】
高齢者叙勲を4名行つた (内申中の者1名 )。

学校教育関係者 (元学校長)で功績顕著な者について、その功労に対し、叙勲の恩命に浴びせしめる
ことができた。

7 教職員の人事に関する事務
年度末、年度始に行う教職員人事異動の内申事務手続き       '
辞令交付式の開催

〔成果】

年度末・年度始めに行う教職員人事異動の内申事務手続き及び辞令交付を行った。適材適所の人事配

置により、組織の活性イ堕及び教育効果の向上を図ることができた山

令和2年度末異動者 退職者51名 、転出者 (行政等への転出含む)76名
令和3年度始め異動者 新規採用100名 、転入者90名

8 後援名義許可事業
団体等からの後援名義使用申請について、つくば市教育委員会の教育目標、方針等に沿った事業に後

援名義の使用を承認する。

【成果】
・申請件数80件  と承認件数80件、不承認件数0件
教育委員会の教育目標・方針等に沿つた事業に対して、後援名義の使用を承認することで、教育、学

術、文化、スポーツの振興を図ることができた。

9省エネ法改正に伴う中長期計画書作成事業
教育委員会施設のエネルギー使用量について、定期報告書・中長期計画書を、7月 末に国今提出する。

※使用量の調査・計画書作成は、管財課で一括委託

【成果】
法令に基づき、7月 に報告書及び中長期計画書を提出し、エネルギーの合理的使用を図つた。

10教育に関する団体等への負担金
関連団体等に負担金を納付する。

中学校体育連盟、教科書図書選定協議会、学校警察連絡協議会、学校長会、教頭会、教務主任会、

教育研究会、事務職員会

【成果】
関連団体に負担金を納付し、教育行政活動を円滑に遂行するための一助となつた。

中学校体育連盟、教科書図書選定協議会、学校長会、教頭会、教務主任会、教育研究会、日本義務教

育学会

11庶務・臨時職員
消耗品及び図書等の計画的整備

【成果】
消耗品や図書の整備を計画的に実施し、業務が円滑に進んだ。

事
業

の
課
題

及
び
改
善
点

評

価 1 目的を達成できた
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基本目標3 つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

基本方針7 つくばの特性をいかした教育を推進する

施策 1 つくばの特性をいかした教育の推進

主な取組内容
・「筑波研究学園都市」の特性をいかした孝女育の推進

・伝統・文化等に触れる孝女育の推進

施策評価シート

令不□2年度

・評価  司 目的を達成できた      2 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成できなかった

。 (※)複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その買数を併記しています。

指標目標
項 目 目標値 H28 H29 H30 Rl R2

事務事業筈
支出済額
(千閣) 買 (※ ) 担当課名 評価

科学教育推進に要する経費 347 129 生涯学召推進課 2

青少年健全育成に要する経費 33,914 130,(コ 22) 生涯学習推進課 2

文化財調査に要する経費 10,948 132 文化財課 2

金田宮衛遺跡に要する経費 182,121 134 文化財課 1

文化財保護審議会に要する経費 152 135 文化財課 2

市史編纂に要する経費 9 136 文化財課 2

小田効跡に要する経費 24,529 137 文化財課 2

文化財展示施設管理に要する経費 64,316 138 文化財課 2

歴史文化教育・活用に要する経費 3,494 139 文化財課 3

文化財維持管理に要する経費 7,053 141 文化財課 2

図書館運営に要する経費 42,915 142 中央図豊館 2

図書館維持管理に要する経費 128,417 146 中央図書館 2

オンライン地上或交流センター図書室運営に要する経費 40,215 147 中央図書館 2

意見・提言等

・ろびつ子1専主や科学フェスティバルの中止が残念だと思う。新たな開催方法の検
討など、違うやり方を検討してほしい。         1

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響から「つくばちびっ子博士事業」や「つく
ば科学フェスティバル事業」、「伝統文化教育支援事業」や「文化貝オ展示講座棟事
業」など、いくつかの事業については縮小、中止せざるを得なかつたことは残念で
あつた。しかし、そのほかの事業については、目的や計画も適切であり、実施率も
高く、評価できる。

―■27-
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筈 :科学教育推進に要する経費 教育局 生涯学習推進課

事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
3-7つくばの特性をいかした教育を推進する
3-7-1つくばの特性をいかした教育の推進

基本 目標

基本方針

目
前 年 度
繰 魃 額

1      1,664

11,402

年度

△ 8,742

10

款

10,406

△ 9, 7381 △ 9 703

1待露正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

| △ 8,742

事

業 支

1前年 |
本年

(単位 :千関)
婆

10,050

次 年 度
繰 越 額

執行率
lγO)

20.8

88.111,402

△ 996〉ヒ車交
力年度 | 11,016 11,016 9,7801    88.8

11

円

報償費 1        24+ 需用 3 22 役務費

要及

1 うくば科学出前レクチャー事業
学校等の希望により、事前に登録した研究機関の研究員等と連絡調整し、現役研究員等を専門テーマ

の講師として派遣する。

【成果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じて取り組むことができた。

単位 令和2年度 平成30年度 | 平成29年度 平成28年度 |

31-実施回数 回 15 23

者数 239 287 1,4661

2つ くばちびっ子博士事業                         (
小中学生が研究機関等を巡り、科学技術に触れ科学への関心を高めてもらい、夢と希望に満ちた未来
を考える手がかりになってもらう事業で、最優秀つくばちびつ子博士・優秀つくばちびつ子博士 。つ

くばちびつ子博士を認定する。

【成果】                             ,
新型コロナウイルス感染症の影響により、事業中止

単位 1 令和2年度  令和元年度 | 平成30年度 1 平成29年度  平成28年度 |
113,3851       106,2951        82,47111来場者数 (延べ ) 人 134,506

3つ くば科学フェスケイバル事業
市内の各学校、高校、大学、研究機関等がつくばカピオを会場に科学実験等を出展。青少年を対象に

科学の楽しさや不思議などを体験させ、楽しみながら科学や理科への興味・関心を高めさせるイベン
トを実施する。

【成果】
新型コロナウイルス感染症め影響により、事業を中止したが、つくば科学フェスティバルに代わり、
「つくば科学動画配信2020J事業を行つた。

単位 令和2年度 1 令和 平成30年度 平成29年度 平成28年度

1来場者数 (約 ) 16,8081 14,464 12,1271 17,000

評
価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

新型コロナ感染症の拡大により開催中止になつたが、新たな開催方法を検討する必要がある。

2目 的を概ね達成できた
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事業の
位置づ
け

施策

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
学校・家庭・地域の連携・協働による教育を推進する、3-7つくばの特性をいかした教育を推進する

3-6-1地域の人材と協働した学校づくり、3=7-1つくばの特性をいかした教育の推進

基本目標

基本方針

業
款 項 目

10105101117

支 出済額

26,0321 39,8541 85.1

93.6△ 211

26,0321 211比較

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

23 2,8 3 193,

3 5 95

年度

本年

額

12,4971

21,417263

執行率
鉛

度
額
年
越
前
繰

13,348

26,506

当初予算額
(単位 :千円)

年
越
次
繰

12,3181  89.0【参考】前 年々度 1  13,841 13,8411

1,528  需用費
1051 備品購入費

3,390

使用料及

委託料報償費 629

81

1,284-

26,898

事業名 :青少年健全育成に要する経費 教育局 生涯学習推進課

1 青少年体験学習事業
つくば市に在住する小 。中学生 (4年生から9年生まで)が、つくば市の地域資源を活用した実験教室
等で科学や自然環境を体感することで、科学や自然への興味や関心を高める。

【成果】
2日 間開催 (A:7月 24日 (金 )、 B:8月 1日 (土)2班 午前の部、午後の部)
(1)Aコ ース 夜の観察教室 地中にいるセミを探そう !

セミの生態の説明を受講後、実際に公園内に移動し、セミの羽化を観察し、生命の神秘を垣間見る

体験ができた。

開催場所 :さ くら運動公園 参加者 :7人
(2)Bコ ース 小田城跡を見学&勾玉づくり体験 !戦国時代の風を感 じて歴史を学ばう
国の史跡である小田城跡を見学し、歴史の一端に触れ、さらに勾玉づくりの体験を行い、中世時代

につヤヽて学ぶことができた。                           
｀

開催場所 :小 田城跡歴史ひろば 参加者 :17人

令和2年度 1 令和元年度
参加者 142

市外参加者
コース教

※1 新型コ

人
一人

コース        2        3        2        4
ロナウイルス感染症対策を行い、密を避けるため、少人数で事業を実施 した。各コースとも

関係機関の方たちに事業の趣旨を理解いただき、積極的な協力を得て開催することができた。

※2 Bコ ースについては、申込者数が多く、参加者を増やすために午前、年後と2回に分け実施した。

2 この指と―まれ !事業
市内に在住・在学する中学生・高校生の自主企画を募集し、実現に向 |すて活動の支援を行う。

【成果】
ボランテイア等の協力により、中・高生がやりたいことを実現できたことで、企画計画力やチームワ

ークが培われ、社会力の育成につなげることができた。

011月 7日 開催

(1)和太鼓・けん玉・グンるのコラボパフォーマンス 演者3人
(2)ボ ッチャ体験 企画者13人 参加者27人
その他、別日に「つくばの古道を探検しよう !」 の企画があつたが、新型コロナウイルス感染が拡大

していたため中止した。

3つ くば市成人の集い (成人式) _
次世代のつくば市を担う新成人の門出を祝い、社会の一員としての自覚と責任感を育成するとともに、

自頃学業などでつくば市を離れている新成人全体の交流の機会として、つくば市成人の集いを開催す

る。
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【成果】

新型コロナウイルス感染症が拡大している地域から多くの帰省が想定され、参加者や家族等への感染

や医療体制の更なる逼迫につながる恐れがあることから中止の判断を行つた。中止に伴い、成人の集
いで予定されていた実行委員長や市長による挨拶等の動画を年度末日まで配信し、さらに、式典に代
わり新成人の皆様をお祝いするために一人1万円の「つくば市特別成人祝金」の支給を行った。

(1)式典動画内容
・誓いの言葉t新成人に贈る言葉、和太鼓グループ彩 ―sai二の演奏
(2)う くば市特別成人祝金
・対象者  2,782人
・申請者数 2,456人
・支給者数 2,455人

式典参加者数

令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成2d年度
対象者数 2,720 2,764 ′ 2,7741 2,6281

参加者数 人 1,844 1,727-

61.8+

1,624

64.3 61.8

ば市特別成人祝金」の対象者については、

1参加率

※「つく 11 1日 1 10日 までの間につ くば

市の住民基本台帳法の規定に基づく住民基本台帳に記録されている方を対象者にしている。

4青少年相談員活動                  、           ｀

青少年の健全育成と非行防止を推進するため、青少年相談員を委嘱し、青少年の声かけ 。相談、青少

年を取り巻く社会環境健全化活動等を行い、青少年に関する機関と連携して進めている。

【成果】

(1)通学路等でのあいさつ活動を実施 した。

(2)県主催の行事活動中止 (新型コロナウイルス感染拡大防止のため「いばらき教育の日」一斉キャ
ンペマン活動中止)

(3)普及啓発活動及び社会環境健全化活動を実施した。

(4)各地域での「青少年の健全育成に協力する店」の登録等活動を実施した。  i
(5)そ の他青少年健全育成に資する活動として、各月1回程度、支部長会議を実施し、各支部と連携を

図ることができた。

5 青少年育成団体支援事業                     .
青少年の健全育成活動の推進を図ることを目的として、青少年健全育成団体に対して補助金を交付し、

青少年健全育成団体を支援する。

(1)つ くば市子ども会育成連合会に対し補助金を交付し、団体が行う子どもたちへの健全育成活動の

支援を図る。              |                       ―

(2)青少年を育てるつくば市民の会に対し補助金を交付し、団体が行 う市民総ぐるみの青少年育成活

動を支援する。

(3)子 どもたちが生きる力を育むために有益な体験事業への参加を促進することを目的として、つく
ば市子ども体験事業補助金を交付する。  ~
【成果】
(1)異年齢の集団による仲間づくり活動や地域の保護者と共に行う活動を通して、地域コミ■ニティ
ー構築の一翼を担えた。つくば市子ども会育成連合会 :会員数1,180人

(2)青少年育成関係諸団体、地域や学校等と協力しながら事業を展開することにより連携が強化され、
地域社会で青少年を健全に育成するという機運を高めることができた。
(3)青少年の健全育成を図り、子どもたちが生きる力を育むために有益な体験事業への参加を促進で

き、社会力を育成することができた。つくば市子ども体験事業補助企交付団体 :6件

学哨賊齢縞…及一騨れ

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により中止なる事業がある中、感染症拡大防止対策を行い、事業を
開催できたことは大きな成果であつたと考える。新型コロナウイルス感染症の終息がまだ見えないところだが(今後
も新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、できる限り青少年健全育成事業を行つていく。

2目的を概ね達成できた
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基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け

施策

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

37-1つくばの特性をい の

するをいかし

1,763

事
萩 項 目!

5

△ 548

年度

12,2981△ 5481

補正予算額 流 充 用 額 予 算

2 99771

1支
_J_ _

執行率
出 額済

(γo)

5

88.101051 0312前年
比較 |

8,3ol

当′例予算額
千円)

1本年 |

度
額
年
越
前
繰

度
額
一

年
越
一9,601

7,838

6,867々 6,867 6,588 95。 9

180 10

出

597報酬 役務費

46委託料 641i 備品購入費

需用費
一
３
一

，

３
一　　　　　　一　　　　　　　　　　　一一

一料鼻一び一及一料一用一使

事業筈 :文化財調査に要する経費 教育局 文化財課

及

1 各種文化財基本調査事業
各種文化財について計画的・継続的に所在や概要を把握する基本調査である悉皆調査の実施

巡視等による文化財の現状を把握する現況確認調査の実施

【成果】
悉皆調査では、巨樹等調査の刊行物の原稿の一部を作成し、来年度以降の事業の基礎とした。国県

指定文化財等については、8月 と1月 に県文化財保護指導員と巡視をし、現状の把握ができた。また、

解体された解脱寺の彫刻がある部材9点を回収・保管し、社寺建築に関する貴重な資料が蓄積できた。

悉皆調査件数
巡視による現況確認文化財件数 25

2埋蔵文化財調査・保存事業
各種開発等に伴う埋蔵文化財取扱事務、試掘・確認調査、非営利目的での本発掘調査等

民間調査機関による記録保存調査の調整

【成果】
埋蔵文化財の有無照会に対応し、手続き等を適切に行つた。また、各種開発に伴 う試掘・確認調査、

本発掘調査の実施く民間調査組織による本発掘調査の調整・協議・監督を行い、開発と保存の調整を

行った。本発掘調査等で得た出土品や調査成果は、市の貴重な財産になつた。なお、本事業では重要

遺跡の保存・活用のための調査を行うことがあるが、令和2年度は案件が生じなかつた。

(1)史跡内現状変更

単位 令和2年度 成28年度
1史跡内現状変更申請数 件

―

件 |現状変更に伴う確認調査件数

(2)開発事業調整

単位 !令和2年度  令和元年度 ! 平成30年度 平成29

埋蔵文化財の有無照会 :文書 | 200 206 217 128 130

件
一件

61

埋蔵文化財の有無照会 :窓口等 箇 所

1試掘・確認調査 (場所数)箇所
試掘・確認調査 (面積 )

2,382 2,241 1,963 2,053

35

2,559‐ 2,564- 1,335 2,248

1

(3)本発掘調査
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歳入

円 3,925 3,196

単位 令和2年度 令和元年度 1 平成30年度 平成29年度 平成28年度
2,707 2,666 2,672

吾電 詔 瑠 離 義 葬ど哲 誂 躍 躍 羅 鰹 理 饉 藉 製 沼無者詔 尉 濡 駅 猛 甑 た
応じて刊行物の印刷製本を延期したが、成果を市民等にわかりやすく公開することは必要であり、令和4年度以降
で計画すると   ｀

2目 的を概ね達成できた
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事業筈 :金田官衝遺跡に要する経費 教育局 文化財課

事業の
位置づ
け

基本目標

基本方針

施策

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
る

年度

本年

△ 9,7501

lγo)

096:193,

△ 7,350 △ 1,223

項 目

6 171

101 05 03

185,746 182,

183,

1211

3441

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額 支 出 済 額

100,0

100.0

△ 3,579

△ 1,179

繰

事
業

度
額
年
舷
前
繰

182,167

183,346

当初予算額
(単位 :千円)

度
額
年
越

【参考】前々年度 1  198,539 198,539‐ 193,4631   100.0

役務費 181, 3511770 公有財産購入費

1金田官衡遺跡保存事業
平成 15年度に都市基盤整備公団、茨城県、つくば市の間で締結した「覚書」、及び同21年度にUR都

市再生機構とつくば市の間で締結した覚書の内容を具体化する「協定」等により、史跡内の公有地除

く約7.3haを 、国庫補助を受けて同機構から平成22～令和3年の12年計画で買収

〔成果】
令和元年度に国べ意見具申し、2年 10月 に史跡として追加指定された3筆 1,285.48ポ を含む、6,500.

03ポを12月 にURから買収したことで、文化財を保全するとともに、つくばエクスプレス沿線開発が良

好な形で円滑に進行するという効果も図れた。

寅収状況

買収率

特定財源

155,238145,440‐ 146,675

32,7001 33,000 29,100千円

70∩ 42.5

及

51.8

44,446.13

令和2年度

6,500,03

57,446.20

買収面積

累計買収面積

国庫補助金

起債

6,504.09

30,898.15

令和元年度  平成30年度  平成29年度 |
6,500.04      6,773.77      6,774.21

平成28年度

成29年度  平成28年度
156,2561

29,200.

単位  令和2年度 1 令和元年度  平成30年度  平
154,770

29,000

70.1          61.1

50,946.17 37,672.361

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

令和3年度がURからの計画的な保存用地買収の最終年度であり、面積の増加に伴つて活用する国庫補助制度が
変更となるため、国・URとの綿密な調整が課題となる。 '

1 目的を達成できた
評

価
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:文化 する経費 教育局 文化財課
事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む目標

基本方針 る3-7つくばの特性をいかした教育を推進す
施策 3-7-1 つく の特性をいかした教育の推進

目 支 出 済 額
執行率項
lγ。)

05 03

2281

2281

年度 補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

228本年

3

款
事
業

前 年度
繰 諺 額

次 年 度
繰 越 額■|

101 I前年
1521    66.7

文化財保護審議会は、文化財保護行政全般について広範な知識を有する、外部有識者と市民委員の
10名で構成される市の付属機関。年に2、 3回会議を開催し、市の文化財保護行政全般に関し適切かつ

公平に審議を行 うほか、文化財の保存と活用に関する最重要事項に関して、協議、検討、報告等を行
う。また、必要に応 じて各種文化財の現地調査を実施する。

【成果】
文化財保存活用計画に基づき、前年度事業 (事務事業及び予算事業)の実績及び成果を報告すると
ともに、今年度事業 (事務事業及び予算事業)の予定及び進捗状況を説明し、専門的な立場からの意
見を聴取することができた。また、「史跡平沢官衡遺跡保存活用計画」の策定に当たつても、同様に
意見を聴取することができた。

概要及び成果

2

単位  令和2年度  令和 平成29年度 1 平成28年度
年度別会議開催回数

1 文化財保護審議会事業

開催回数

※令和2年度の開催 日

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評
価

任期満了により、令和2年 7月 (委員全10名を改選。専門的見地からの審議ができる体制を確保しつつ、うち2名を
公募による市民委員とすることにより、会議に市民意見が反映できる体制を構築した。任期の関係で新旧委員の交
代が年度の中途となるため、会議の開催が年度内に2回にとどまった。次年度においては、年度内に3回、事業等ヘ
の委員意見の原映や委員への報告等に効果的な時期に会議を開催するものとする。

2目 的を概ね達成できた
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名 に要する経費 教育局 文化財課

業
置
事
位
け

の
づ

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む基本目標

3-7 つ の方針基本 く

施策 3-7-1つくばの特性をいか の推進

業
支 出済 を涙

章
款 目

953

△

10105

(単位 :千隅)
119    63.6△ 500

03 14

△ 500     △ 267     △ 766

流 充 昂 客辰 予算 現 額
次年
繰 越 額

1       1871

年度

本年

繰

一

執行率
10ん)

6861

1

-        2671

度
額
年
骸

73.1参 考 前々年度
|

688: 688 503

10委託料11 981 備晶購入費需用費

1 市史編纂事業
保有史・資料の整理及び解読作業 (江戸時代の近世文書を中心に行う。 )

整理・解読後の史・資料を市史史料集として刊行

未発見の史・資料を調査し、写真やデジタルデータとして記録

市関連史・資料の入手 (古書店等からの購入を含む。 )

【成果】
史料集にあいては、コロナ禍に伴い刊行を延期したため、令和元年度に調査した古来村古文書のう

ち未刊行分の解読と原稿作成を進めた。その他の資料調査では、谷田部海軍航空隊の写真をデジタル

データ化した。市史関連資料の収集 ,保全については、資料5件の寄贈を受けるとともに、市外に流

出した資料 1件 (筑波山神社関係資料)を購入した。本事業の歳入となる市町村史売上料については、
近年減少傾向にあつたものの、昨年度を上回る額となった。

平成29年度

153,750 166,500市町村史販売額

平成28年度 |

115,8501

単位  令和2年度
円     124,500 92,700

令和元年度  平成30年度

コロナ禍での予算執行見直しに応じて刊行物の印刷製本を延期したが、成果を広く公開することは重要であり、令

事

び業
改の

善課
点題
和3年度以降で計画する。

及

評

価
2目的を概ね達成できた

-136-



事業名 :小田功跡に る経費 教育局 文化財課
事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
37つ くばの特性をいかした教育を推進する
7-1つくばの特性をいかした教育の推進

基本 目標

基本方針

支 出済額

△ 2,693

項 目
前 年 度
繰 越 額

01 24

年度 補正予算額 流 充用 額 予 算 現 額

本年 △ 6,250 △ 1,70

29前年 | △ 5,229110 ,963!05031

△ 1 △ 5

執行率
lγO)

当初予算額
(単位 :千円)

24,5291    99.9

29,625‐     98.9

度
額
年
繊
次
繰

参考】前々年 :1  7,1831 3路 1051 39,288 38,2101    97.3

25

696

6821 567

公有財産購入費
―

出

1 役務費報酬 委託料

単位 :

1        459 需用費
22,100 補填及

1 小田城跡保存事業
土地買収は、文化庁長官に現状変更を許可されない土地等で実施し、平成 19年度までに史跡南半の

市街化調整区域約1lhaが ほぼ終了、現在は北半の市街化区域で概ね毎年 1筆を買収中
復元整備は、平成21～ 27年度に、史跡 (約 22ha)'中心の本丸跡を主とする遺構整備ゾーシ (約 4.2h
a)で実施、合わせて展示機能を持つ案内所の建設を完了
〔成果】
管理区分C地区で小田城跡歴史ひろば案内所の北側に隣接する土地1筆 1,425,82ポの公有化と、これ
に伴う測量や鑑定などを実施した。史跡保存と同時に、今後の活用の上で重要な用地を確保できた。

土地公有化

単位  令 1 令和元年度  平成30年度 平成29年度

987

1 平成28年度 |
1,425 2,135 748 435.5公有化面積

歳入

国庫補助金

歳入

国庫補助金

単位

千円 |
令和2年度 |
19,1521

令和2年度 平成30年度

1,778

平成29年度  平成28年度 :

15,839 22,740

8,262

平成29年度 i 平成28年度 |

千円 5,487

2小 田城跡確認調査事業
国指定史跡 「小田城跡」の本丸周辺部 (遺構保全ゾーン)約 71,000ポ のうち、4,500ポ を目安に平
成9年度～令和3年度 (現地調査は平成30年度まで)で発掘調査及び整理調査を実施       `
【成果】
報告書刊行に向けて、平成26年度～30年度現地調査の詳細整理を実施した。また、木製品2点の保
存処理を行つた。詳細整理を進めることで、保存・整備・活用の計画作成に必要な基礎資料を得るこ
とができたほか、木製品の保存処理を実施することで、出土品の恒久的な保存が可能となつた。

1871 1,5891 1,484

確認調査では例年、国補助金の減額査定が顕著であり、事業内容を調整して対応していく。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価 2目的を概ね達成できた
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事業名 :文化財展示施設管理に要する経費 教育局 文化財課

事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
る

3-7-1つくばの特性をいか
37つ くばの特性をいかし

基本目標

基本方針

施策

4,442

986:4,937

10.05103116
!比
較
―

款 項 目 補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

13,472

51,270

18,046

支 出 済 額

64,316

年度
(単位 :千円)

97.5

97,7

62,1 15

度
額

一

年
越

一

次
繰

一

事
業

度
額
年
越
前
繰

△ 495!   △ 1,579i     52,492

本年 |

△ 5931     65,964

当初 執行率
(γo)

度 107,089 △ 1,399 △ 542 105,148 103,713 98.6々

報償費  1    194
料及び賃借料    441

lllP坐 _ 套王牡__i__⊇ l:需用費
15工事請負費

役務費 207

6,163 企補助及負■1使用

1 文化財展示施設管理事業
収蔵資料の収集及び適切な管理

申請に応じた施設使用・資料利用への対応

法定点検、植栽や設備の維持管理、機械警備、収蔵資料の燻蒸処理等の専門業者への委託

※桜歴史民俗資料館には、桜窓ロセンターが含まれる。       ・

【成果】
コロナ禍により各展示施設の来館者数は大幅減となつた。学校や一般団体からの解説等の依頼には

文化財専門員が対応したが、件数は全体的に減少した。所蔵資料・施設の利用許可中請等を道切に事

務処理したはか、所蔵資料は出前講座等の教材としても有効活用した。桜歴史民俗資料館では空調設

備工事を実施し、来館者や資料保存の環境改善ができた。長い間の課題であった保管施設の確保につ

いては、旧豊里庁舎の利用を開始した。経年劣化が進む平沢官衛遺跡歴史ひろばについては、有識者

5名 からなる懇話会の意見を聴取して『史跡平沢官衛遺跡保存活用計画』を策定し、今後の保存や活

用、再整備の方向性を示すことができた。以上の業務を通じて、市の歴史と文化への理解を深めても

らう場を提供するとともに、併せて学術の発展に資することができた。

各展示施設の見学等利用者数

令和2年度 平成28年度

桜歴史民俗資料館 705         8,064

641           58

3,621

出土文化財管理センター

平沢官衛遺跡歴史ひろば

谷田部郷土資料館

小田城跡歴史ひろば

頼
一
依
一
申請件数

イ 収蔵資料の関覧・貸出準の邪け日件数

ウ 施設利用許可申請

歳入

人

人 52,478

1,0311

17,479

21(9)

1071

51,3461

1,597

17,1701

0

人 |

人 |

35,722-

5051

50,689

3,948

19,853 21,204

・等．頼一依一説一解こ追
．派一師一謙ア

15 (0) 24(1)

単位  令不口2年度 平成28年度
!国
庫交付金 千 円 5,181 0 0 0

1行政財産使用料ほか  |千円 431 50 64

評

価

概ね適正な維持管理はできたが、施設の修繕計画について詳細な検討が必要である。特に平沢官衛遺跡の経年
劣化への対応は喫緊の課題であり、令和3年度に再整備基本計画・設計を作成する。また、コロナ禍による利用者
数の減少は顕著であり、歴史文化教育・活用事業とあわせてコロナ禍中での施設の活用方法を模索する必要があ

る。

2目 的を概ね達成できた

事
び業
改の

善課
点題
及
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事業名 :歴史文化教育・活用に要す 教育局 文化財課

1 学校での伝統文化教育支援事業
出前講座・文化財施設見学説明

学校教諭対象の説明研修会の開催

伝統文化教育を支援する各種教材を学校に提供

【成果】
コロナ禍により民示施設説明及び出前講座は回数は少なかったものの、松代小

。上郷小と連携して

出前講座を行った。講座では、可能な範囲で資料を持ち込むなどの工夫をした。また、小中学生を主
封象とした「夏休み歴史・文化財相談室」を開催することで、児童・生徒たちが郷土に関心と愛着を
持つ機会を増やすことができた。教職員への研修はコロナ禍により中止とならたが、代わりに資料を
配布したことで、学校教育への支援ができた。

単位  令和2年度 令和元年度 ―

11-

平成30年度 1 平成29 平成28年度

出前講座回数

教員向け研修講座回数 1 回 1      0      1
※教職員向け研修講座は、平成30年度は台風のため、令和2年度はコロ

41

01

ナ禍のため中止。

2文 化財展示講座等事業
展示施設等を巡る巡回企画展を開催し、テーマに沿つた講演会等を実施

古文書読解等の文化財講座の実施

平沢官衛遺跡歴史ひろば、小田城跡歴史ひろばにおける史跡活用催事の開催

【成果】
コロナ禍により、古文書講座と史跡活用催事は中止となった。巡回企画展「石とともに生きる―筑
波山の石材と人びととの歩み―」と関連事業は、期間短縮となったが10月 から1月 に開催し、企画展に

関連する講演会、現地見学会も実施した。参加者アンケー トの満足度も高く、実施によつて歴史や文
化財に対する市民の関心や郷土愛を育むことができた。また、ジオパーク室との共催により、観光や
シティプロモーション等の活性化にも寄与できた。

1企画展来場者数

単位 1 令和 平成29年度 ― 平成28年度
人
一人
一人

295

1,1081

2151企画展関連講演会参加者数

企画展関連行事参加者数

文化財講座参加人数 一人

581

18

0

141

541
４

一

歳入

1単位 1 令和2年度
石庫孝甫ロノウご 「

~~~~|千
百
市~T~~f壽

憩√

千円 | 0

事業の
位置づ
け

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
3-7つくばの特性をいかした教育を推進する
3-7-1つくばの特性をいかした教育の推進

基本 目標

基本方針

予 算 現 額 支 出済 額

3,494

△ 235i

|

と

10105103 6, 0961

△ 1,41

補正予算額 流 充 用 額

,ヒ較

前 年 度
繰 越 額

△ 2 169

78.6

△ 1,651

目
事

業 年度

本年

執行率

l。/o)

度
額
年
越
次
繰

5,6631    92,9

△ 235

18前年 |

4,6801

参考】前々年度 4,005 4,005 3,944 98.5

1,8361

145!

報償費

委託料

千円

報酬 需用費 1,113

役務費 1771 :

7252  旅費
981 使用料及び賃借料

文化財講座受講料   |
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3文化財サポーター事業
解説ボランティア育成を目的とした講座・研修の開催

講座修了者からボランティア登録者を募り、展示施設の解説等の各種業務に参画

【成果】
10月 ～3月 に谷田部・桜地区の解説を目標とした第2回解説ボランティア養成講座を開催、修了者6

名のうち5名 が新規登録した。ボランティアによる解説の機会は、コロナ禍により学校や団体の見学

が激減したため、1回に留まつた。また、年間を通じて、民間のボランティア団体「常陸小田城親衛

隊の会」と連携し、小田城跡での解説や会員への研修等を実施した。以上の事業を通じて、市の事業

に市民が参加し、文化財への理解と愛着を深める機会とすることができた。  1

i単位 |

令和2年 和元年度

151 101

~平

成28年度

評

価

事
び業
改の

善課
点題
及

ロナ禍により、催事や学校教諭への研修中止、学校見学や文化財解説ボランティアの活動機会の減少などの影響を受けてお
り、コロナ禍中での事業方法の検討が必要である。また、1では1教科書及び単元の変更により学校からの世前講座の要望内

容にも変化が見られ、文化財保護審議会では授業で活用できる民具使用方法等の動画作成が提言された。2では、講師の事情
により13年続けてきた古文書講座を終了せざるを得ず、事業の再検討が必要となうた。3では、登録者の増加や知見の向上が

課題であり、研修を継続していく必要がある。

3目的達成にさらなる取組を要する
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事業筈 :文化財維持管理 要する経費 教育局 文化財課
基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け 施策 3-を1つくばの特性をいかした教育の推進

ゝセ

る

つ の

3-7つくばの特性をヤ

―

―

！

十

十

１

１

‐

事
業

一

支 出 済 額

7,05317,181 230

7891      9,54518,756

△ 1,575

8,97

△ 243

△ 5591 △ 77. △ 1,92

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額

7,168

一較一比

一本

年度

年

一年立則

項 目

30 94,0

98.4

度
額
年
越
前
繰

執行率

(γo)

度
額
一

年
越
一

次
繰
一

10

△ 2431

31

01

当初予算額
(単位 :千関)

【参考】前々年度 1  19,483  16,062  △ 105 542 35,9821 31,971:    8819

委託料
工事請負費

出

旅費 707及び賃借料3 3,829 i使用料

50 負担金補助及び交付金 1,935

1 市管理文化財維持管理事業
文化庁、茨城県及び市文化財保護審議会委員その他の専門家の指導を仰ぎながら、対象文化財を適切
に維持・管理・整備等を実施
市指定史跡保存のための民有地の賃貸借
史跡整備に関する団体に加盟し情報収集や意見交換

【成果】
ヨロナ禍により市加盟協議会による研修会等のほとんどは中止となつたが、市が所管する史跡の草
刈り等の業務委託や県史跡五角堂土壁の修繕、谷田部藩陣屋跡解説板の修繕等を通じて指定等文化財
の維持管理が適切にできた。また、小田城跡での車刈り等について、地元団体や住民による景観美化
を検討し来年度からの改善の目途が立った。

1 令和2年度 令和元年度 F 平成30年度 平成29年度  平成28年度 |
指定文化財草刈り等業務委託 1 件

1指定文化財管理業務委託 1件
1指定文化財修繕工事  1件
1文化財解説板設置工事 1件

歳入

8 81 8

2 0

単位

千円1行政財産使用料

令和2年度

391

平成29年度

16

平成28年度

16、

令和元年度 平成30年度

18 151

2 民有文化財補助事業
指定等文化財の管理・修理について、所定の手続を行いながら、経費の一部を予算の範囲内で補助

【成果】          イ

コロナ禍の影響により2件で交付決定した補助事業の廃上が生じたものの、国重要文化財大塚家住
宅の火災報知器点検、同住宅の挿し茅修繕、市指定文化財随翁院本堂・一ノ矢人坂神社拝殿での火災
報知設備設置、市指定民俗文化財田倉の二匹獅子保存の計5事業に対して補助をすることで、所有者
による適切な維持管理・修繕等工事 。保存への支援ができた。

1単位 令不日2年度 令和元年度  平成30年度 平成28年度
火災報知設備管理事業補助

指定文化財修繕事業補助

i件

1 件

ヒ財管理事業補助

1 1

2

0

無形民俗文化財保存事業補助 2 3 2

評
価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

コロナ禍の影響のうち、特に民間保存団体による指定民俗文化財の活動が困難になつていることは全国的な問題と
なつており、経過を注視するとともに活動再開にあたつての支援が必要である。

2目 的を概ね達成できた
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3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

3-7-1つくばの特性をいかした教育の推進

基本目標

基本方針 併7つくばの特性をいかし
施策

事業の
位置づ
け

項
単位 :千円〉

44,237144,237

64,947

△ 20,710

補正款 目 年度
繰

流 充 用 額 予 算 現 額

10 前年 |
本年

02 205

,ヒ車交

42,9151

63,158

△ 20,243

支 出済額
(%)

率

97.0

97.264,947.

△ 20,7101

年 度
越 額

度
額
年
越
次
繰

【参考】前々年度 1  63,072 63,0721 61,5441 97.6

210旅費 需用費

49費用使 料 32,999 負担金補助及び交付金|

報酬

図書館運営に要する経費 教育局 中央図書館

及

1 読書推進事業
学校訪問ブックトーク、団体貸出し (調べ学習の支援・学級文庫支援)、 ジュニア図書館員受入れ、

社会科見学・職場体験学習受入れ、司書教諭及び司書教諭補助員等の研修実施といつた学校図書館支

援や、ファース トブック講座、ワークションプなど、各種イベントを行う。

〔成果】
コロナにより各種イベントの多くが中止となつたが、実施できたものにより読書推進及び図書館の利

用促進を図ることができた。

(1)学校図書館司書教諭・司書教諭補助員研修事業 ※新型コロナウイルス感染症予防のため中止
(2)学校訪問ブックトーク

希望する小中学校に職員が出向き、テーマに沿つた図書を紹介する事業 ※新型コロすウイルス感
染症予防のため一部中止

(3)学校関係への団体貸出

(4)ジュニア図書館員 (対象 :5。 6年生) ※新型コロナウイルス感染症予防のため中 Iト
(5)職場体験学習 (対象 :8年生) ※新型コロナウイルス感染症予防のため中止
(6)図書リサイクル

(7)フ ァース トブック講座
「赤ちゃん絵本の楽しみ方」赤ちゃんへの読み聞かせのコツや、赤ちゃん向け絵本の紹介 ※新型
コロナウイルス感染症予防のため中止                        ヽ

(8)そ の他の事業
。World week ll月 4日 ～22日
・世界を知るワークショップ ※新型コロナウイルス感染症予防のため中止
・がいこくごのおはなし会 ※新型コロナウイルス感染症予防のため中止
・世界のゲームで遊ぼう ※新型コロナウイルス感染症予防のため中止
・ぬいぐるみのおとまり会 3月 19日

学校訪問ブックトーク (小学校)                         ・

1単位 1 令和2年度 平成30年度

訪問校数 校 29

4年生
「家族」

対象 4 4年生
「冒険」 「仕事」

一本一ハ
「 元年度 平成28年度

37

平成28年度

学校訪問ブックトーク (中学校)

単位 令和2年度 令和元年度  平成30年度  平成29年度

7年生    7年 生|
「仕事J   「仕事」

7年生 7年生

2校中止 |

「
軍任「苓不日2年度 T 令和元年度 1 平成30年度

51

6,86

1 校 8

学校関係団体貸出

利用回数

利用冊数 3,808.
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ジュニア図書館員

令和2年度 平成30年度 度

1参加人数

職場体験学習

511 871

平

7! 8

加人数 25 23i 30

図書リサイクル

|、 令和 令和元 平成30年度 平成28年
1配布総数 冊 .   10,789 9,368 10,772

参加人数 985

2 自動車図書館の運営事業
市内47か所に設けたステーションに火曜日から土曜日に自動車図書館車2台を使つて巡回し、貸出及

び返却等のサービスを行う。

各ステーションには2週間に1回の頻度で巡回する。

【成果】
図書館に来館することが難しい方べ図書館サービスを提供することができた。

単位 令和2年度 令和元年度|

!校

度
i

:利用者数

出冊数

単位 :

人 12,711

44,414

「 苓不日完耳度
12,033

46,887

3(運行 日数×2台 ) 38 41          3241 i         342‐

3 図書館ボランティア事業
図書館のボランティアに登録し、図書館の支援や生涯学習の一環として、その知識・技能を無償で提

供いただく。                  ′

【成果】

図書館ボランティアの活躍により、図書館サービスを充実させることができた。また、市民に活躍の

場を提供できた。

活動分野 :10分野 (お話し会、地域文化、地域資料、修理、酉己架、音訳、点訳、国際文化サービス、
児童サービス(図書館サポーター)

|ボランテ
1単位 1 令和2年度 | 令和元年度

「
平成蒟卒巨 ] 平成29年度 平成28年度 |

ィア登録者数 人 1     150 159 142: 132 131

4読書環境の充実と集いの場の創出
会話や飲食が可能な状況下で読書環境を提供するライブラリーピクニックを行う。  ・
〔成果】
新型コロナウイルス感染症により、感染防止の観点からライブラリーピタニックの実施や他部署、他

団体等が主催するイベント等への自動車図書館等での参加を見送つた。

平成29年度・ 平成売耳百T
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5つ くば市図書館協議会運営事業  _
図書館協議会を開催し、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕

につき、館長に対して意見を述べる機会を設ける。

〔成果】
つくば市図書館協議会 (委員数H人)を開催 し、図書館に対する意見を頂いた。 (2回 :10月 、 3月 )

会義の主な内容

○第 1回協議会
令和 2年度重点事業等について、令和 2年度事業計画について、令和元年度指標に対する実績評価に
ついて、令和元年度利用者満足度調査について、図書館懇話会提言書について、図書館のコロナ対策

について

○第 2回協議会
令和 2年度第 1回図書館協議会での意見に係る対応について、令和 2年度事業の経過報告について、
図書館のコロナ対策について

6 図書館資料の収集、整理及び保存事務
利用傾向や市民要望を判断しつつ図書資料、視聴覚資料を購入して利用のため資料を整理し保存する。

〔成果】
適切な資料を受け入れ、利用サ‐ビスに供した。
・図書資料の受入 19,905冊 (う ち寄贈528冊 )
・視聴覚資料の受入 466J点 (う ち寄贈 17点 )

1単位 1 令和2年度
1年間受入資料点数   千点 1 20,371(466)
※ ( )は、視聴覚資料のJ点数。

1 平成30年度  平成29年度  平成28年度
22,036(487) 20,947(490) 22,307(492)

令和元年度

21,350(420)

7 図書館資料の貸出事務
つくば市在住、つくば市通勤、通学者及び保育園、小学校等の団 lノ仁利用者に対し利用力'Iド を′Vえ行し、

図書資料及び視聴覚資料の貸出しを行う。また、旧視聴覚ライブラリーの16ミ リフィルム・ 16ミ ジ映

写機等の視聴覚教材・機材を年間を通して、市内学校、幼稚園、保育所等に貸 し出す。

【成果】

利用カー ドを発行し、資料の貸出を行うことで、生涯学習に寄与した。

1単位 1 令和2年度
― 令和元年度 1 平成80年度 平成29 平成28年度

年間貸出 〃煮 !    897,196 964,1 231 987,4191

年間貸出 人 203,890       243,386       245,768 227,2601 235,296

※年間貸出資料点数は、団体及び自動車図書館 む 。

8調査・研究の支援事務
参考資料を充実させる。また、電話やインターネットからの調査・研究の質問を受け付け、専門職員

から資料情報を提供する。        |
【成果】

利用者の調査研究の支援を行った。

単位 令和 度  平成30年度 
―
 平成29年度 ―平成28年度

レファレンス受付件数 件 1,389 1,608 1,808 1,630
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9 図書返却事業
大穂 ,豊里・並木・広岡の各交流センター、市役所コミュニティ棟のブックポスト及びオンラインの
4交流センターで図書資料の返却ができるようにするc           ´

【成果】
大穂・豊里・並木 ,広岡交流センタ

=及
び市庁舎 (コ ミュニティ棟)にブックポストを設置し、図書

の返却を可能としている。
市内各所で図書を返却できることで、利用者の利便性が向上した。

令和2年度 ‐令和元年度 1 平成30年度
~「

平成25下度
~:ギ
茂ぬ年度V

2,909i        2,5711冊

冊

3,5 811 4,4361 4;317

豊里 1,430 1,761 2,0201 1,8021

7,6951

203-

1,7761

4,999 6,932 7,2171

128冊 72 78

1市庁舎 冊 20,885 16,525 9,249 8,892

34,042 30,498 21,858 20,584

価

事
業

の
課
題
及
び
改
善
点

1 各種イベントの開催の方法を工夫し、新型コロナ感染症対策を図りながら安全に実施する。
2自動車図書館ステーションの見直しを検討し、サ■ビスの充実を図る。
3図書館とボランティア及びボランティア間のつながりが希薄であるため〔ボランティア活動に職員が積極的に関わ
り、活動を盛り上げていく。         |
4新型コロナウイルス感染症に対する感染防止策を行つた上でのライブラリーピクニックの実施を検討する。
5図書館協議会委員からの意見の内容を検討し、サービス向上につなげる。
6利用者ニーズを把握するとともに、選書委員会を通してより良い図書資料及び視聴覚資料を収集、整理、保存す
る。
フ 図書館資料の貸出しのため、利用者が利用しやすい環境を整える。
8資料の収集及び司書の資質向上を図ることにより、利用者の調査研究の援助を行う。
9筑波大学附属図書館と協議を進め、ブックポストを増設する。

2目的を概ね達成できた
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事業名 :図善館維持管理に要する経費 教育局 中央図書館

事業の
位置づ
け

基本目標

基本方針

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む

3-7-1 つ かヽした教育の推進

3-7 つく の いかした教育を推進する

△ 27

1

出済 客戻
度次

前年

,ヒ較

145, 94.6

△ 17,989 △ 17,4

年度項款
|

9,595

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額
繰 額

128,417 94.3163,386 △ 27,144

当

繰
額 執行率

lγol

10.05

136,2421

154,2311

(単位 :千隅)

度
額
年
越

と||工呈生と:_    ____1_ _   全全QI___

参 々年 117 3,063 120,961 117,576 97.2

1,163需用費 委託料

工事請負費

出

35使用

71

料及び賃借料i   40,59442,130,3281  役務費
12,408 備品購入費 と,718 償遊金利子及び守1引料

1 図書館及び視聴覚センターの維持管理事業
年間を通して施設・設備の維持管理業務委託等及び施設・設備修繕必要箇所の修繕工事等の施二等を

行い、安全で使いやすい施設の維持管理に努める。

【成果】

新型コロすウイルス対策に充てるため予算を減額し、一部の事業について状態を確認し、翌年度に先

送りすることとした。

各修繕については、計画どおりに執行し、市民が安全でll夫道に使用できるよう適切な維持管理を行 う

ことができた。

(1)工事等
中央図書館電動集密書架改修工事、アルス中央監視装置修繕工事、中央図書館空調設備修繕工事、

中央図書館空調設備冷温水メーター修繕工事

(2)修繕等
中央図書館給水管修繕、中央図書館分電盤用ジモコントランス修繕、アルス 1階男子トイレ清掃用
流しほか排水詰まり修繕、アルス補給水槽ボールタップ修繕、アルス外壁修繕、アルス旗ポ=ル修繕、
アルス熱交換器部品交換、中央図書館空調設備自動制御機器修繕

(3)備品購入
中央図書館空調機加湿器モジュール、ブックトラック3台、ブックリターンポス ト3台、中央図書
館フリースポット用無線 LANア クセスポイント、紙芝居収納棚、こどもコ

=ナ
ー収納棚

(4)アルス長寿命化計画策定

概要及び成果

施設設備は、年数が増すごとに老朽化の度合いを増してくるので、今後修繕箇所が増加してくると考えられる。これ

評

価 2目 的を概ね達成できた

及

び業
改の

善課
点題
に優先順位をつけ、計画的に適切に対応する必要がある。

事
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名 :オンライン地頭交流センター図書窒運営に要する経費 教育局 中央図書館

事業の
位置づ
け

基本 目標

基本方針

施策

3つくばの特性をいかし、社会全体で子供を育む
つくばの特性をいかした教育を推進する

3=7-1 つく

8-7

度
額
一　
一

年
越
一　
一

次
繰
一　
一

予 算 現 額

40,3971 99.5

99.5

1,108

額
|

年度
|

補正予算額 1流 充 用 支 出 済 額
業 |

事
目項款

前 年 度
繰 越 額

執行率
(%)

1     40,397

1     39,28939,289

1,108

々 34,430 34,430 34,2251    99。 4

千円)

需用費 6,000委託料 33,0 備品購入費1,149

1 オンライン地域交流センター図書室運営事業
オンライン化されている谷田部・筑波・小野川・茎崎地域交流センター図書室の業務運営を中央図書

館から委託する。

【成果】

交流センター図書室の資料や環境を整備し、地域交流センタ‐図書室の利便性を向上させた。

谷田部交流センター図書室

単位  令和2年度 令和元年度

1,7HI

平成 30年度

1,517

131,898

1,354

112,512-

25,7341 24,999

平成28年度

1,162

平成29年度  平成28年度
年間受入資料冊数

年間貸出資料冊数

年間貸出人数

筑波交流センタ‐図書室

年間受入資料冊数

年間貸出資料冊数

年間貸出人数

年間受入資料冊数

年間貸出資料冊数

年間貸出人数

茎崎交流センター図書室

年間受入資料冊数

年間貸出資料冊数

1,739

142,813

1,205

119,956125,842

27,900 31,877 28,877

令和2年度 | 令和元年度 
― 平成30年度

1,455 1,472

冊
一冊

一人

冊

50,344

1,3921

59,374

13,800

59,699冊

14,229 13,277

59,448

13,7781人      H,186

令和2年度 1 令和元年度  平成30年度 
―
 平成29年度  平成28年度

1,570

冊

1,452

112,063

1,458

102,598

1,063

97,292

1,202

96,20293,742

22,196

令和2年度 1 令
1,6551

26,709 24,433 22 ,870i 23,166

和元年度  平成30年度 平成29年度 1 平成28年度

1,578 1,523

単位

冊 1,235

81,405

22,410

冊 76,350 93,511 87,287

23,330年間貸出人数 人 19,084 24,428

平成27年度からオンライン4交流センター図書室運営業務委託を中央図書館が行い、一体的な運営を行つてきた。
引き続き、市民がサービスの向上を享受できるよう各交流センター図書室の蔵書の充実を図つていく。
また、地域の特色を生かした資料の収集と、委託職員との連携を図リサービスの向上を目指すと交流センター図書
室ごとに、資料の老朽化が進んでいたり、利用者が急増していたりと状況が異なるため、資料購入費の配分の方法
が課題となる。
運営業務委託について、図書館懇話会からの提言の内容についても検討の上、運営業務の委託内容に反映させる
1必要があるとまた、運営業務に必要な人材 (司書有資格者)についても、継続して確保していくための検討が必要と
|なる。
1今後、4交流センター図書室の分館化についても検討していく必要がある。

事
業

の
課
題
及
び
改
善
点

2目的を概ね達成できた
評
価
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施策評価シエト

令不□2年度

基本目標 14の施策に属さないもの

基本フj針

施策

主な取組内容

・評価  1 目的を達成できた      2｀ 目的を概ね達成できた
3 目的達成にさらなる取組を要する 4 目的を達成でき声ょかった

。 (※ )複数の「事業の位置づけ」に該当する場合、その頁数を併記してしヽます。

指標目標
項 目 目標値 日28 H29 H30 Rl R2

事務事業名
支出済額
(千閣) 買 (※ ) 担当課名 評価

教育委員会に要する経費 3,600 1 5 1 教育総務課 司

奨学資金に要する経費 1,844 152 教育総務課 1

学校災害賠償保険に要する経費 6,445 453 教育総務課 1

新型コロナウイルス学校内感染防止対策に要する経費 (小学校) 48,116 154 教育総務課 1

新型コロナウイィレス学校内感染防止対策に要する経尊 (中学校) 22,3 155 教育総務課 1

教育振興ロノも成に要する経費 (小学校) 8iO06 156,(102) 学務課 1

教育振興助成に要する経費 (中学校) 10,313 157,(103) 学務課 1

要保護等児童就学援助に要する経費 (小学校) 98,372 158 学務課 1

要保護等児童就学援助に要する経費 (中学校) 75,186 159 学務課 1

特別活動等に要する経費 6,432 160 学務課 1

学校管理に要する経費 2,147 1 6 1 学務課 1

生涯学習施設管理に要する経費 29,951 司62 生涯学習推進課 2

生涯学習推進に要する経費 2,832 163 生涯学習推進課 2

意見・提言等

。各事業が適切に実施されている。

・就学援助その他、教育行政の公的支出義務のある事業等について適切に実施され
ている。また要保護等児童・生徒就学援助 (158、 H59頁 )について、それぞれ
補正予算で新型コロナウイルス感染症拡大の影響により家計が急変した世帯等への
給付金支給が評価できる。さらに「新型コロナウイルス感染症対策の経費」につい
て、備品購入や消毒作業等に係わつて、補助金を活用するとともに、市として適切
に取組みがなされていることは高く評価できる。
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事業筈 :教育委員会 る経費 教育局 教育総務課
基本目標事業の

位置づ
け

施策

14の施策に属さないもの

基本方針

度
額
一

年
越
一

次
繰
一

13

越
年度

01.0110 11

△ 297

款 項 目

3,600 80.3

84.5

499△

補正予算額 流 充 用 額 予算現額

|     ―   △ 13
△ 85

4,4851

支 出済額

4,782

4,867

前
繰

当孝刀予算額
(単位 :千円)

度
額

△ 2971

執行率
(0/o)

△ 369

【 4,750 △ 634 4,116 3,999 97.2々

3報酬 32

委託料

1

1

需用費
2481負狂金補助及び交付金

(単位

定例教育委員会を毎月1回開催
必要に応じて臨時会を開催し、委員会における事務事業の適正化を図る。           ´

【成果】
定例教育委員会 12回 臨時教育委員会 2回 教職員と教育委員との懇談会 2回
会議において、教育長と教育委員の合議により、大所高所からの基本方針を決定するとともに、具体
的な施策についての審議を行い、教育行政の推進・充実を図ることができた。

48

件
一件議案

1単位

件 42

1 教育委員

令和2年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 1 平成28年度

定例会報

報告

委員会案件数

定例会議案

評
価

事
び業
改の

善課
点題
及

1 目的を達成できた
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一
」 教育局 教育総務課

基本日標 14の施策に属さないもの

基本方針

の
づ
業

置

事

位

け
施策

1,892 1,844 97.5

98.31,860

16

10 01

1,892

1,752負担金補助及び交付金64

奨学生選考委員会において選考し、教育委員会において決定した奨学生一人当たりに月額6,000円を

支給 (1年間、定員25人)                   .
【成果】          、       ′
4月 奨学生の募集受付 7月  奨学生選考委員会の脚催 7月 、11月 、3月  奨学金喜怜 3月 振り
返リレポー トの受付

勉学の意欲がありながら、経済的な理由によろて修学が困難な者に対して、奨学会を支給し、教育の

機会均等及び有用な人材育成を図ることができた。

6

58

6

65i

1 金支

251 25

〒茂25年度 |‐平晟28年度

1,800
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事業名 に要する経費 教育局 教育総務課

事業の
位置づ
け

14の施策に属さないもの基本目標

目 支 出 済額年度
り

一

率執行
補正予算額 用 額 予算現額

△ 36 6,604 6,445 97.6

6,284

款 項

10101+02 18

前 年 度
繰 越 額

年本

〉ヒ屯交 △ 36. 215

度
額
年
越
次
繰

356

当初予算額
(単位 :千円)

6,640

6,230.    99

【参考 前々年度 6,286 6,286 6,040     96.1

役務費  1   6,445
び

1 学校災害賠償補償保険事務       ｀

全国市長会の学校災害賠償補償保険に加入する。
事故等の対応を実施する。

【成果】
園児・児童・生徒の数に応じて適正な保険の加入状況の管理を行つた。
事故や災害等に対応し、円滑に保険料の支払いや受け取りができる体制を整え、保険金請求の対応に

当たることができた。事故における学校災害賠償補償保険の対応を1件実施した。

保険加入状況 (前年度5月 1日 現在児童・生徒数)
令和2年度 ―令和元年度 平成30年度  平成29年度

小学校

中学校

人 11,018 11,098 12,507   12,3曼 9
4,72 4,871

4,407

5,434 5,468

4,9541義務教育学校

1幼稚園

事故件数

1 人 |

2,0541

9241893.

1,851 1,611

1,004

21 件

①令和2年度事故概要
学校管理員1名 が市内学校内駐車場付近の草地を、刈払機を用いて除草していたところ、石が飛散し、

校内駐車場に駐車していた車両の助手席側三角サイ ドガラスに当たり、ガラスにひび割れが生じた。本件
の損害賠償金を支払つた。

2建 物総合損害共済保険
教育局管理施設について、全国市有物件災害共済会の建物損害保険に加入する。
事故等の対応を実施する。

〔成果】
廃校施設の取壊しを行つた建物の保険加入を解約して保険料の返戻を行つたり、非ノースで建築して
いる増築校舎の新規建物保険加入を行つたりするなど、適正な保険の加入状況の管理を行つたと

・加入施設

①小学校38校  (廃校分を含む)
②中学校 14校  (廃校分を含む)
③幼稚園18園  (休園分を含む)
④義務教育学校4校

⑤その他4施設 (総合教育研究所、教育相談センター、教育バス車庫、吾妻教職員住宅)

■1     1-

及事
び業
改の

善課
点題
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新型コロナウイルス 内 る経費

基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け

施策

目 予算現額 支 出済籟
(単位 :千円)

98.2

49,000

率

(γo)業 繰

年
越 額

49

49,900 48,116

補正予算額 流 充 用

49,0001

10 0 前年

繰 繊 額
度

【参考】前 年々度

需用費 委託料 備品購入費 37,6626 325i

出

12 94,

1 学校における感染症対策等支援
学校の教育活動再開に際し、感染症対策に必要となる物品の購入等の支援を行 う。

(成果】
感染症対策に必要となるサーモグラフィやサーキュレーター等の備品購入のほか、消毒作業を希望す

る学校に対しては、 ドアノブや手すり等の消毒作業を外部委託し、教職員の負担軽減に寄与した。

2 子供たちの学習保障支援
児童生徒の学びの保障のため、感染の状況や児童生徒の状況に応じた教育活動や家庭学習実施の支援

を行う。                      、

【成果】

児童生徒の学びの保障のため、電子黒板やWEBカ メラセット等の備品を購入し、オンライン授業の実

施に寄与した。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

令和2年度学校保健特別対策事業費補助金(補助率1/2)により、学校における感染症対策等の支援、子供たちの
学習保障支援を行うことができた。今後も補助金を有効に活用した各種支援に努めていく。

評

価 1 目的を達成できた
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事業名 コロナウ メレ 校内感染I方止対策に要する経費 教育 総務課

事業の
位置づ
け

施策

目標 14の施策に属さないもの

基本方針

|

十
|

款 項 支 出 済 額

94.9

23,500 23,500

03

13'122,

補正予算額 流 充 用 額 予 算 現 額
(単位 :千円

目 業

一

年度

本年 23,500

執行率

(γO)

前 年 度
繰 越 額

度
額
年
越
次
繰

10 01 18

22,3111

当初

【参考】前々年度

需用費 備品購入費2,036 1,709委託料 18 566

学校の教育活動再開に際し、感染症対策に必要となる物品の購入等の支援を行う。    
｀

【成果】
感染症対策に必要となるサーモグラフィやサーキュレーター等の備品購入のほか、消毒作業を希望す
る学校に対しては、 ドアノブや手すり等の消毒作業を外部委託し、教職員の負担軽減に寄与した。

2子供たちの学習保障支援
児童生徒の学びの保障のため、感染の状況や児童生徒の状況に応じた教育活動や家庭学習実施の支援
を行う。

【成果】
児童生徒の学びの保障のため、電子黒板や市EBカ メラセット等の備品を購入し、オンライン授業の実
施に寄与 したど

及

1 学校における感染症対策等支援

評

価

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

令和2年度学校保健特別対策事業費補助金(補助率1/2)により、学校における感染症対策等の支援、子供たちの
学習保障支援を行うことができた。今後も補助金を有効に活用した各種支援に努めていく。

1 目的を達成できた
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事業筈 成に要する経費 教育局 学務課

基本 目標

基本方針

事業の
位置づ
け

施策

環境の整備を図り、質の高い教育を推進する

2-5-2学校の安全体制の確立

2

14の施策に属さないもの

2-5 実する

丁百
執行率
(%)

支出済額

9,989

目 補正
業

| ,ヒ較

年度

8,989

前年 1  10,315
△ 1,326

流 充 用 額 予算現額

10 1520 02 10,315

△ 1,326

(単位
当初

89,1

82.5

次年度
繰越額

前 年 度
繰 魃 額

8,0061

8,5141

△ 5081

61.613,353 8 22413,353【参考】前 年々度

千 園

4,550負担需用費 3,456

び

1 小学校遠距離通学費補助事業
4km以上の距離を通学している児童の保護者及び4k皿未満でバス、自転車で通学している児童の保護者

に対して、通学費を補助する。

【成果】
対象児童に補助金を交付したことで、保護者の負担を軽減することができた。

力 1′… 1｀ : LI話 善 科 れ 才―士 然 と 筵笠 All1/ッ ヘJヒ 煎コ ¬庁 ハ刊 多へ 4導 入 1｀口 六 4 只`

単位  令和2年度
人

平成30年度 F 平成29年度
75

平成28年度

13311支給人数

i対象校数

1支給額

6

1,971,500

76

2,217,900

6

2,205,000

108

8校

円

4 km未満バス・自転車通学対象者支給実績

単位 令和 2年度  |

2611

令和元年度 |

262 257.

3,240,000      1,330,000

平成29年度  平成28年度

4,340,000             -

平成28年度以前の実績

支給人数

対象校数

人

校

支給額

※ 4 km未満バス・自転

はなし。

十 円
車通学者につ

2,578,0001  2,589,0001  2,555,500
いては、平成29年度から支給を実施 したため、

2 小学校教育振興助成事業
小学校及び義務教育学校 (前期課程)の在籍者で自転車通学を行つている児童に自転車用ヘルメット
を支給
、学力診断テスト用品等の予算令達

【成果】
自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。

また、学力診断テストの実施により個人毎の授業に対する習熟度を測ることができた。

ヘルメット配布実績表

単位 1 令和2年度 1 令和元年度 平成30年度 : 平成29年度

26

平成28年度

22配布人数

対象校数

一
４

ｆ

つ
乙

一
つ
る

一

人
一校
一

2

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

現状のとおり、学力診断テストの実施及びヘルメットの支給を行つた。遠距離通学者については、支給方法等の検
討が必要である。また、令和2年度予算については、遠距離補補助金の支給対象者を前年より少なく見込んだため
減額となつている。

評

価 1 目的を達成できた
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事業筈「教育振興助 す 教育局 学務課

基本目標

基本方針

事業の
位置づ
け

施策

を図り、質の高い教育を推進する

2-卜2学校の安全体制の確立

2教育環境の
14の施策に属さないもの

2-5教育環境を充実する

支 出 済 額
|

10,3131

執行率

lγo)

87.2

11,460

同け事 当 年 度初予算額
項款 目 用年度 予算額補正 充 額流
業 単位 円)千 繰 越 額

2本年 ,82

1 0 1 046前年

362,ヒ竜交

算予

11 822

次 年 度
繰 越 額

9,9151    86.5

3981      -
々年 11,921 10,820    90.811 921

8871備品購入費用需 費 9 234 193 負担金補助及び交付企

千円)

及

1 中学校遠距離通学費補助事業                             ,
6k皿メ上の距離を通学している生徒の保護者及び6km未満でバス 。自転車で通学している生徒の保護者
に対し、通学費を補助する。

〔成果】
対象生徒に補助金を支給したことで、保護者の負担を軽減することができた。

支給実績表

元年度 平成30年度 , 平成29年度単位 |

人 |
―
校 |

令和2年度
,         78 6

円 | 886,600

5

1,169,600      1,268,4001

2 中学校教育振興助成事業
中学生及び義務教育学校 (後期課程)の在籍者で自転車通学を行つている生徒に自転車用ヘルメット
を支給

学力診断テス ト用品等の予算令達

【成果】

自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。

また、学力診断テス トの実施により個人毎の授業に対する習熟度を測ることができた。

ヘルメット配布実績表

1配布人数

1 令和2年度 
―
 令和元年度 平成30年度  平成29年度  平成28年度

2,0731 2,027 1,983 1,900 1,9321

対象校数 16

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

現状のとおり、学力診断テストの実施及びヘルメットの支給を行つたと遠距離通学者についてはt支給方法等の検
討が必要である。

評

価 1 目的を達成できた
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事業名 :要保護等児童 に要す 教育局 学務課
事業の
位置づ
け

基本日標

基本方針

施策

セ｀14の の

項款
当初予算額
(単位 t

予算 現額 支 出済 額目

71,

年度

本年

説
繰
年 度

越 額

31,827

39 9

補正予算室長 流 充 用 額

10102 102 12前年
1比較 42:

1 704 40832 85

67 982 3 ,0

63764824,

58,861

度
額
年
越
次
繰

事
業

12,994

66,5451    99.2

執行率

(γo)

【参考】前 年々度 58,907 3,599 62,506 59,408 95.0

扶助費

出

27役務費 98

(単位 :千円)

1 小学校要保護等児童就学援助事業

世帯の収入額が、生活保護基準の1.5倍未満の世帯、学校長及び民生委員意見等を総合的に審査して、

学用品費、通学用品費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費、 トレシャツ費の一

部または全額を支給する。                       .
【成果】
該当する児童の保護者に援助金を支給したことで、経済的な負担を軽減することができた。

要保護・準要保護認定者の支給人数及び支給額

|    |      
―
単位 1 令和2年度 1 令和元年度  平成30年度 平成29年度  平成28年度

73,895,078 54ぅ 983,

1,1071

要保護支給人数

人

円

準要保護支給人数

支給額

2

729

52,108,437

0

7431

評

価

年度当初の申請だけでなく、年度途中の申請にも正確に支給対応するよう、学校と継続して連携を取り合つていく必
要がある。また、該当者の人数の把握が正確にできないため、予算確保が難しい。なお、令和2年度については補
正予算にて新型コロナウイルスの影響により家計が急変した世帯等に給付金を支給した。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

1 目的を達成できた
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事業筈 徒就学援助に要する経費 教育局 学務課
基本目標 14の

基本方針

事業の
位置づ
け 施策

項 支 出 済 額

10,371 20,446

つ
る
（
） 2

較レ
』
ｒ
″

前年

10, 075!

84 442

963

年度

本年

補正予算額 流 充 用 額 予算 現額

89.1

99,2

11,715

75,186

63,471

70,8711

目
事

業
度
額
年
越
前
繰

執行率

(。/o)

度
額
年
越
次
繰

10103 82160,7961

当初予算額
(単位 :千円)

【参考】前々年度 | 61,179 3,825 65,004 62,995 96.9

75,170

支 円

役務費 扶助費16

1 中学校要保護等生徒就学援助事業
世帯の収入額が、生活保護基準の1.5倍未満の世帯、学校長及び民生委員意見等を総合的に審査して、
学用品費、通学用品費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費、 トレシャツ費の一
部または全額を支給する。

(成果】 :
該当する生徒の保護者に援助金を支給したことで、経済的な負担を軽減することができたと

要保護支給人数

及

単位 平成28年度

51 4

495

平成30年度 |令和元年度 平成29年度

人数

60,309,81

要保護・準要保護認定者の支給人数及び支給額

5

490

0

5561

令和2年度

支給額 62,995,2861    67,267,1111    57,157,359

年度当初の申請だけでなく、年度途中の申請にも正確に支給対応するよう、学校と継続して連携を取り合つていく必
要がある。また、該当者の人数の把握が正確にできないため、予算確保が難しい。さらに、令和2年度については補
正予算にて新型コ菌ナウイルスの影響により家計が急変した世帯等に給付金を支絵した。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評
価 1 目的を達成できた
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事業筈 :特周」活動等に要する経費 教育局 学務課
基本目標 14の

基本方針

事業の
位置づ
け

俸
予
業 年度

02110!02

△ 1,7601

目

1 4

6,432:    62.8

8,1921    64.8

比較 |  △ 648 △ 1:760 △ 2,408

補正予算額 流 充 罵 額 予 算 現 額
度

額 支 出済額
(単位 :千閑)
当初予算額

本年

前年

11,995

12,643

執行率
(0/o)

度
額
年
鰺
次
繰

10,235

12,643

年
諺

一

前
繰
一 △ 1,760

【参考】前 年々度 1  12,263 12,631 1  11,8601 96.7

160需用費

出

272使用料 び賃借料及6,

1 小学校音楽会及び陸上記録会への支援事業

市内全校参加で行われる音楽会、陸上記録会に参加するために使用されるバスの賃借料を支給する。

【成果】

新型コロすウイルス感染拡大により合唱フォーラム等の特別活動が中止になり、児童の会場への移動

手段及び安全を確保するためのバスの賃借が大幅に不要となつた。

〔成果】
小学校及び義務教育学校 (前期課程)に適正な予算令達及び執行管理を行い、卒業記念品等を購入し
たことで、教育活動の充実を図ることができた。

び

2小学校学校行事記念品購入事業
卒業記念品等の購入のための予算令達

評

価

児童が増えているため記念品の予算拡大が必要であるとバス賃借については、引き続き陸上記録会等を学園毎で

1 目的を達成できた

び業
改の

善課
点題
開催し予算の削減を図ることが必要である。

及
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る経費 教育局 ―学務課

基本目標 14の施策に属さないもの

基本方針

の
づ

、

業
置
事
位
け

施策

|

|

2,147本年 2ュ 471

2,1281

100.0

99j9
|

1

10 01 20 2,129

18 18

2,147

2,1

191

々 、   2,115

碑 郵靭 報

2;115

窃趨 彗華瀞‥
9915

撃 撫 撃

消耗品下式購入、就学事務電算処理委託、就学援助事務電算処理委託

【成果】               ,    ヽ                     「

住民基本台帳 。個人住民税のデータとリンクした行政情報システムの使用により、事務を正確かつ効
率的に進めること|ができた。          `

需用費 35 委託料 2,112

1 業

引き続き、システムを効率よく活用し、必要に応じて機能のカスタマイズを検討する。

1 目的を達成できた
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生涯学習施設管理に要する経費 教育局 生涯学習推進課

事業の
位置づ
け

基本目標

基本方針

施策

14の施策に属さないもの

款 項 予 算 現 額目 年度
業

△ 3,452

10 05

本年

前年

歩ヒ屯交

9511

4031

29

33

補正予算額 流 売 用

34,237

△

△ 2

△

支 出 済 額

30,320 98.8

97.64,514

当

(単位 :千用)
前 執行率

10/o〉

度
額
年
越
次
繰

599    △ 4,514

度
額
年
越

98.491,113 4,514 85,098△ 1,50092,613々

役務費 工事請負費 3,223

出

424需用費 25 574

:千円

委託料

1 市民研修センター管理運営事業
利用者が快適に施設を利用できるよう、施設の運営を指定管理者を活用し、道切な維持管理、施設の

特性を生かした自主事業の実施など、民間活力を用いた施設運営を行う。

〔成果】

従前と同じ法人が指定管理者となっているため、施設の設置目的や特徴を熟知しており、職員等の変

更もないことから、これまでと同様の施設運営と利用者サ▼ビスを行うことができ、社会教育・生涯

学習の拠点として目的を達成することができた。

施設貸出業務

単位

件

令和2年度 ― 令和元年度  平成30年度
1,305 501.研

修室利用件数

研修室利用者数
1浴室利用者数

人 5,165

8,924

13,223 15,862

人 19,980 17,810

自主事業運営業務

令和2年度 令和元年度 |

281

平成29年度  平成28年度 ―

講座等開催件数 33

3,905- 3,9781 3,334 3,165

2 さくら民家園施設管理事業  
｀

日常的な清掃管理及び来場者への対応等の委託と団体利用者・催事等への貸出し、ひな人形の展示等

を行う。

〔成果】
建物内部まで一般開放、見学自由とすることで、来園者につくば地方の伝統的な農家住宅の件まいや

構造を学ぶ機会を提供することができた。
コロナ禍の緊急事態宣言発令に伴い、施設のFォ弓館期間が長期に行われたため目標値には至らなかった。

業務委託等により、清掃や植栽管理、法定′点検等を行うことにより、施設の適切な管理ができた。

民家園管理

令和元年度 | 平成30年度 ― 1 平成28年度 |

見学者(年間来場者数) 7,009:

561

6,535

施設利用団 651 44

新型コロナウイルス感染症の収東が見通せないため、利用者数のさらなる増加は見込めない。

今後も、施設利用者から感染者を出さないよう、引き続き感染防止対策を講じる。

事
業

の
課
題
及

び
改
善
点

評

価 2目 的を概ね達成できた
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事業名 :生涯学習推進に要する 教育局 生涯学習推進課
基本 目標

基本方針

事業の
位置づ
け

1 彰 の

施策

一

　

１

・
１

2,541

291

予算額補正

1    31.6

)|

日1 年 度
目項款

|

千業 円 繰 越 額

,86

0 50 0 3,

1686,ヒ車交

2,8321 86.5

執行率
支 出 済 額額

・

用 額

△ 528

予 算 現 額
i

△ 5941

△ 661

△

i  17o)

年
越
一

次
繰
一

92. 1,859使用料及び賃借料

円

幸長酬

役務費 2委託料

80. 需用費328  旅費

事

業

の
課

題

及

び
改

善

点

評

価

及

1 生涯学習審議会開催事業 イ
生涯学習の振興に関する施策を総合的に進めるために、調査審議する審議会を開催する。

【成果】
第2次計画を終え、これまでの取組を検証し、生涯学習推進に向けての新たな「第3次つくば市生涯学

習推進基本計画」の策定をした。 (開催日程 8月 3日 ・10月 28日 。2月 26日 )
2 つくば人間学講座
市民が実行委員会となり、講座の内容・講師選定など、企画全般を行い、協働で講座を開催する。

r成果】
企画から実施まで、市民 (実行委員会)が主体となり、協働で、時代や市民のニーズを反映したテー
マの講座を開催することができた。新型コロナウイルス感染症の拡大により、年4回の開催のうち3回
の開催を見送ったものの、オンラインによる同時中継で記念講座を実施した (1/16)。 これにより、
若年層から中高年層まで幅広い参加者が学ぶ場として、市民の生涯学習の推進を図ることができた。

平成30年 平成28年度

回

2981

3 出前講座事業
市民の学習会や集会等に市職員が講師として出向き、市の業務や施策に関する講座等を行 う。

〔成果】
市の取組や施策等について講義を行うことで、市民の市政への理解や関心を高めることができた。

!開催回数―
受講者数

単位 ‐ 令和2年度 1 令和元年度 平成30年度 平成29年度  平成28年度 |

562 4,080 4,106

4 生涯学習指導者情報提供事業
生涯学習指導者情報の登録を行い、市民の要望に応じた生涯学習指導者情報を提供する。

【成果】
学習を希望する市民に、希望に沿う指導者を紹介することで、生涯学習の推進を図ることができた。

情報提供数 45件、新規登録数 9件 登録者総数 245件
1単位  令和2年度 i 令和元年度 | 平成30 平成29年度 平成28年度

指導者登録数 245. 2
.新
規登録数

1情報提供数

開催回数

受講者数

回

人

115 140

4,440

105

3,898

人

人

32

79

5 障害者のための生涯学習支援事業
文化芸術やスポーツなど、障害者へ多様な学びの機会を提供する。

【成果】
障害者向けの講座として茶道講座 (10/31)を実施し、障害者が自ら生涯学習に取り組むことの
できる環境整備を図ることができた。

新型コロナ感染症拡大により、オンラインでの実施や、感染症対策を徹底したうえで「新たな生活様式」に対応した
開催を行う必要がある。

2目的を概ね達成できた
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